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概 要 
最終更新日 2019 年 8 月 2 日 

プログラム名 － 

プロジェクト名 有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発 プロジェクト番号 P14003 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 

担当推進部 2012 年 10 月-2014 年 3 月 経済産業省 製造産業局 化学課機能性化学品室 

 2014 年 4 月-2018 年 3 月  環境部 環境化学グループ 

      2018 年 4 月-現在     材料・ナノテクノロジー部 

 

経済産業省 担当者氏名 

 課長補佐（技術担当）松田 正樹 2012 年 10 月-2013 年 3 月 

 課長補佐（技術担当）五嶋 俊一 2013 年 4 月-2014 年 3 月 

 

 技術係長      山田 智也 2012 年 10 月-2013 年 5 月 

 技術企画・調査係長 岡野 泰久 2013 年 6 月-2014 年 3 月 

 

環境部 ＰＭまたは担当者氏名 

主任研究員     山野 慎司 2014 年 4 月-2016 年 4 月 

主任研究員     吉澤 由香 2016 年 5 月-2018 年 3 月 

主査        高木 雅敏 2014 年 4 月-2016 年 3 月 

主査（ＰＭ）    佐藤 秀治 2016 年 4 月-2018 年 3 月 

 

材料・ナノテクノロジー部 ＰＭまたは担当者氏名 

主任研究員     吉澤 由香 2018 年 4 月-2018 年 4 月 

主任研究員     山野 慎司 2018 年 5 月-現在 

主査（ＰＭ）    山田 浩  2018 年 4 月-現在 

主査        伊藤 真治 2018 年 5 月-現在 

０．事業の概要 

化学産業は我が国の一大産業であり、高い国際競争力を誇る製品を多数生み出しているが、一方

では、化石資源を大量に消費するため、二酸化炭素排出量も多い。地球温暖化が懸念され、輸入に

頼る石油の価格上昇や枯渇リスクに直面する中、化学品製造の革新的イノベーションの実現により

こうした課題を乗り越えていくことが急務となっている。 

シリコーンやシランカップリング剤に代表される有機ケイ素部材は、化学品の中でも比較的高機

能な部材であり、その優れた物性のため、一般の化学品よりも高価な材料（シリコーンオイル原料

で\10,000/㎏、流動パラフィンで\2000/kg 程度といわれている）であるにもかかわらず幅広い産業

で用いられている。国内の有機ケイ素部材メーカーは、世界的にも一定の競争力を有しているが、

国家戦略的な研究開発によってさらに競争力を高めることにより、有機ケイ素工業自体のみならず、

それを用いる幅広い下流産業にも良い影響を与え、日本の産業競争力強化に大きな貢献をすること

が期待される。 

本事業では、有機ケイ素部材の生産に用いられる有機ケイ素原料の製造及び有機ケイ素原料から

の有機ケイ素部材の製造について、現在の種々な問題を解決する新たな技術を研究開発の対象とし

ており、いずれも新たな触媒プロセス及びそれに用いる触媒を開発することにより達成しようとす

るものである。ここで研究開発した技術の実用化によって、有機ケイ素原料製法の省エネルギー化

とそれによる低価格化を達成するとともに、有機ケイ素部材の製法改良による高機能化を達成し、

これらにより有機ケイ素部材の新たな用途を開拓していくことによって、有機ケイ素工業の省エネ

ルギー化と日本の産業競争力強化に貢献することを目的としている。 

１．事業の位置 

付け・必要性

について 

本事業は、2014 年 6 月 24 日に内閣府より発表された「科学技術イノベーション総合戦略 2014」

の第 2章「産業競争力を強化し政策課題を解決するための分野横断技術について」の中で、「（5）

新たな機能を実現する材料の開発」のコア技術の 1つである「革新的触媒技術」の要素技術として

位置づけられた事業である。その後の「科学技術イノベーション総合戦略 2015」（2015 年 6 月 19 日

閣議決定）、「科学技術イノベーション総合戦略 2016」（2016 年 5 月 24 日閣議決定）、及び「科学技

術イノベーション総合戦略 2017」（2017 年 6 月 2日閣議決定）においても、「革新的触媒技術」等の

開発は、エネルギーバリューチェーンの最適化に向けて重点的に取り組むべき課題とされており、

本事業は産業競争力強化を目的とした国家戦略の中に位置付けられている。 

また、2016 年 4 月 19 日に内閣府より発表された「エネルギー・環境イノベーション戦略(NESTI 

2050)」の第 4章「対象技術分野の特定」において、付加価値の高い化学品を生産するプロセスにお

いて、新触媒を利用する「革新的触媒生産プロセス」は、「（2）本戦略の対象とすべき革新技術分野、

[2]省エネルギー分野、①革新的生産プロセス」の要素技術の一つとして位置付けられている。 

さらに、2010 年 6 月に経済産業省が策定した技術戦略マップの「グリーン・サステイナブルケミ
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ストリー分野」にも本事業に関連する個別の技術は記載されている。 

このように、本事業は、国家的な課題解決に貢献するもので、日本の産業競争力強化と省エネル

ギー化を実現する社会的な必要性が高い研究開発であるが、触媒の基礎探索から、最終的な実用化

につなげるまで、10 年の長期間の研究開発を必要とするため、企業単独の取り組みでは事業が進展

しない懸念がある。さらに、本事業は広範囲で難易度の高い技術の研究開発と実用化を対象にして

いるため、産学官の英知を結集する必要があるが、このような研究開発の要素が多いプロジェクト

マネジメントの難易度は極めて高い。以上から、本事業は、プロジェクトマネジメント経験の豊富

な NEDO が国家プロジェクトとして効率的に推進すベきものである。 

２．研究開発マネジメントについて 

                                                             

 

事業の目標 

本事業は、2012年度からの「未来開拓研究プロジェクト」の一つとして経済産業省直執行事業で

開始された後、2014年度からはNEDO事業として実施するものである。本事業の研究開発項目は二つ

に分けられ、それぞれ以下の内容を実施する。 

 

研究開発項目①「砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発」 

 ①-1 金属ケイ素を経由しないＱ単位構造中間原料製造法の開発 

 ①-2 Ｑ単位構造中間原料からの有機ケイ素原料製造技術の開発 

 ①-3 砂からＱ単位構造を基本構造とするビルディングブロック型の有機ケイ素原料製造法の開発 

   (2016年度で終了) 

 ①-4 高活性ケイ素化学種を経由した有機ケイ素原料製造法の開発（2018年度から中止） 

 ①-5 その他の反応（2019年度から中止） 

研究開発項目②「有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発」 

 ②-1 ケイ素－炭素結合形成技術 

 ②-2 ケイ素－酸素結合形成技術 

 ②-3 ケイ素－ケイ素結合形成技術 

 ②-4 触媒固定化基盤技術 

 

本事業は、2014 年度（事業開始から通算して 3年目、2014 年 9 月 26 日に実施済）、2016 年度（同

5年目、2016 年 10 月 28 日に実施済）、2019 年度（同 8年目、2019 年 8 月 2日）に中間評価を実施

する。それぞれの研究開発項目における中間目標及び最終目標を以下のとおり設定している。 

研究開発項目①「砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発」 

【中間目標(2014年度末)】 

複数の反応経路とそれぞれの反応における触媒の中心元素の種類や配位子構造等について複

数の候補を選定する。 

【中間目標(2016年度末)】 

ケイ砂を原料に用いる際の技術課題を抽出する。 

反応経路と触媒について有望な組合せを絞り込む。 

【中間目標(2019年度末)】 

ケイ砂の反応率50％、有機ケイ素原料の選択率50％を達成すると見込まれる反応経路と触媒

を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標を得る。但し、研究開発のうち

①-1については、2019年度前半までに反応率70％及び選択率70％を達成すると見込まれる反

応経路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標を得る。 

原料に用いるケイ砂の処理方法等を選定する。 

【最終目標(2021年度末)】 

1kgスケールでケイ砂の反応率50％、有機ケイ素原料の選択率50％を達成する。但し、研究開

発のうち①-1については、反応率70％及び選択率70％を達成する。 

触媒反応の実用化に向けて必要となるプロセス要素技術を特定し、その工業的実施可能性を

1kgスケールで検証する。 

研究開発項目②「有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発」 

【中間目標(2014年度末)】 

複数の高機能有機ケイ素部材を想定した各種反応に用いられる触媒の活性中心元素や配位子

構造等について複数の候補を選定する。 

【中間目標(2016年度末)】 

反応経路と触媒について有望な組合せを絞り込む。 

【中間目標(2019年度末)】 

有機ケイ素原料の反応率80％、有機ケイ素部材の選択率80％を達成すると見込まれる反応経

路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標を得る。 

【最終目標(2021年度末)】 

1kgスケールで有機ケイ素原料の反応率80％、有機ケイ素部材の選択率80％を達成する。 

有機ケイ素部材中の残留触媒の低減を達成する。 

有機ケイ素部材の構造制御技術を確立する。 
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事業の計画内容 

主な実施事項 2012fy 2013fy 2014fy 2015fy 2016fy 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 

 

研究開発項目① 

砂からの有機ケイ

素原料製造プロセ

ス技術開発 

 

研究開発項目② 

有機ケイ素原料か

らの高機能有機ケ

イ素部材製造プロ

セス技術開発 

  

  

 

 

 

  

 

 

 

事業費推移 

 

(単位：百万円) 

 

会計・勘定 2012fy 2013fy 2014fy 2015fy 2016fy 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 合計 

一般会計 200 200          

特別会計（需給）   200 200 184 200 182 150    

開発成果促進財源   10 420 147 15      

総 NEDO 負担額 200 200 210 620 331 215 182 (150) (290) (200) (2598) 

開発体制 

経産省担当原課 製造産業局素材産業課 

プロジェクト 

リーダー 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

触媒化学融合研究センター  

研究センター長 佐藤 一彦 

プロジェクト 

マネージャー 

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

・環境部 

主査 佐藤 秀治 （2016 年 4 月-2018 年 3 月） 

・材料・ナノテクノロジー部 

主査 山田 浩  （2018 年 4 月-現在） 

委託先 

委託先  

2012 年 10 月-現在     国立研究開発法人産業技術総合研究所 

2014 年 4 月 -現在     公立大学法人大阪 大阪市立大学 

             国立大学法人 群馬大学 

             学校法人 早稲田大学 

             学校法人 関西大学 

再委託先 

   2012 年 10 月-2014 年 3 月 公立大学法人 大阪市立大学 

               国立大学法人 群馬大学 

             学校法人 早稲田大学 

             学校法人 関西大学 

2015 年 6 月-現在     国立大学法人 大阪大学 

2017 年 4 月-現在     学校法人 北里研究所（北里大学） 

情勢変化への 

対応 

・2014 年度に本事業を経済産業省直執行から NEDO に移管した。これに伴い、プロジェクトマネジ

メントを強化する目的で、開発体制の変更を行った。 

・産学官の綿密な連携のもとで効果的・効率的なデータ収集を行い、学術レベルの成果を実用化に

つなげていくため、2015 年度から、製造企業 3 社（昭和電工株式会社、コルコート株式会社、

東レ・ダウコーニング株式会社）を産業技術総合研究所の共同実施先として参画する体制を構築

した。（東レ・ダウコーニング株式会社は 2017 年度に国プロ参画方針の変更で脱退） 

・実用化に向けた NEDO プロジェクトマネジメントとして、研究開発項目の選択集中を実施した。 

中間評価結果 

への対応 

指摘事項に対しては、基本計画、実施方針及び実施計画書に反映させることにより対応を行った。

特に、産学官による研究開発成果の実用化に向けた検討に注力できるようにした。 

評価に関する 

事項 

事前評価 
・産業構造審議会産業技術分科会 評価小委員会 2011 年 7月（添付資料②-1） 

・NEDO 環境部 2014 年 1 月 22 日（添付資料②-4） 

中間評価 
・2014 年度 中間評価実施（2014 年 9 月 26 日） 

・2016 年度 中間評価実施（2016 年 10 月 28 日） 

事後評価 ・2022 年度 事後評価実施 

▼ 

中間評価 

▼ 

中間評価 

▼ 

中間評価 

▼ 

事後評価 

■ 

調査項目の実施 

■ 

調査項目の実施 
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３．研究開発成果 

について 

本事業で研究開発を進める 2つの研究開発項目について、現時点では以下の成果を得た。 

研究開発項目① 砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発 

・砂からテトラアルコキシシランを製造する技術において、反応率 70%・選択率 70%を上回る触媒

や反応条件の指標を得るとともに、現行製造法に対するコスト優位性や CO2 排出削減効果を明確

化した。 

・均一系触媒を用いた反応において安価な水素源を用いたヒドロシラン合成法を見出した。固体触

媒を用いた検討においてテトラアルコキシシランを原料とし、アルキルシランに変換できる触媒

系を見出した。 

研究開発項目② 有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発 

・外部刺激に応答して活性が制御可能なヒドロシリル化触媒を見出した。 

・かご型骨格シラノール（Q8H8）の単離に成功した。また、オリゴおよびポリシロキサンの構造を

精密に制御できる実用的な触媒反応の開発等に成功した。実用化を目指し、特許出願や MTA 締結

等を精力的に行い、目標を十分に達成した。 

・モノシランからのジシラン製造において実用化に耐えうる収率・選択性・寿命を有する触媒を見

いだし、目標を大きく上回る成果を達成した。 

・還元剤がなくても利用できるヒドロシリル化用固定化触媒を開発した。 

投稿論文 35 件（うち査読論文 23 件） 

特  許 特許出願：155 件（うち PCT 及び外国出願：51 件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

外部発表／講演：212 件 

表彰：4件 

４．成果の実用化に

向けた取組及

び見通しにつ

いて 

本事業では、当該研究開発で開発された技術によって製造されたサンプルの顧客への提供が開始

されることを実用化としており、「サンプルの顧客への提供」は，ユーザー企業が要求する機能を

発現する同品質のものを繰り返し提供できるものと定義している。 

本プロジェクトでの最終目標は、研究開発項目①及び②とも、1kg スケールで所定の目標数値を

達成すること等を設定しており、実用化は、プロジェクト終了後に数年間の検討を行った後、達成

する予定としている。但し、一部の研究開発については、実用化が見えるレベルまで先行している

ため、これらについては、民間企業（共同実施者）の社内でプロジェクトによる技術をオンサイト

で検証して、実用化に向けた技術移転と技術確立を早期に完了する体制を構築している。 

 

５．基本計画に 

関する事項 

 

作成時期 2014 年 2 月制定 

変更履歴 

2014 年 6 月、プロジェクトリーダーの委嘱に伴う改訂。 

2014 年 7 月、「技術調査の実施」の追記に伴う改訂。 

2015 年 2 月、評価制度の見直しに伴う改定。 

2017 年 2 月、アウトプット目標と期限の追記に伴う改訂。 

2018 年 5 月、NEDO 担当部署の変更及びプロジェクトマネージャー変更に 

 伴う改訂。 

2019 年 2 月、(別紙 2)研究開発スケジュールの変更に伴う改訂。 
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プロジェクト用語説明集（五十音順） 
用語 英文表記 用語の説明 

アミノシリル化 aminosilylation ジエン、アルケン等の不飽和化合物にアミノ

基とシリル基を同時に導入する素反応。 

アリール基 aryl group 芳香族炭化水素から誘導された官能基または

置換基の総称。 
アルコキシシラン alkoxysilane アルコキシ基(-OR, R はアルキル基)を有する

ケイ素化合物。 

一級シラン primary silane シラン SiH4 の 1 個の水素基が置換基により置

換されたものを一級シランと称し、2 個、3 個

置 換 さ れ た も の を そ れ ぞ れ 二 級 シ ラ ン

（secondary silane）、三級シラン（tertiary 
silane）と呼ぶ。 

イミノビピリジン誘

導体 

iminobipyridine 
derivative 

イミンとビピリジンが脱水素縮合した化合物

の誘導体で、遷移金属に対して３座配位する

ので、有用な配位子となる。 

オリゴマー oligomer 比較的少数のモノマーが結合した重合体のこ

と。明確な重合度があるわけではない。分子量

1000 程度までのものを指す場合が多い。 
オレフィン olefin 炭化水素化合物のうち、C=C 二重結合を一つ

持つ不飽和炭化水素。 
加水分解 hydrolysis 反応物に水が反応し、分解生成物が得られる

反応のこと。 
カップリング反応 coupling reaction ２つの化学物質を選択的に結合させて１つの

化学物質を作る反応のこと。 
官能基 functional group 置換基のうち、物質の特性や化学反応性に注

目した場合に特定される置換基。 
求核剤 nucleophilic agent ケイ素、炭素等の原子上にメトキシ基、エトキ

シ基のように負電荷の化学種になりやすい置

換基がある場合、その原子は電子を放出して

正電荷を帯びやすくなるが、そのような正電

荷性の原子と反応する電子供与性の試剤を指

す。 
Q 単位構造中間原料 Q unit structure 

intermediate 
material 

ケイ素原子の周りに 4 つの酸素原子が結合し

たものを Q 単位構造と呼ぶ。Q 単位構造中間

原料は Q 単位構造を持つ有機ケイ素原料を作

る際の原料となる化合物であり、加水分解に

より Q 単位構造を作るテトラアルコキシシラ

ン、およびテトラハロシランのことを指す。 
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クロスカップリング

反応 

cross coupling 
reaction 

2 つの異なる化合物を選択的に結合させる反

応。 
クロロシラン chlorosilane ケイ素‐塩素(Si-Cl)結合を有するケイ素化合

物。 

ケイ石 silica stone ケイ酸質の鉱物や岩石を資源として扱う時の

鉱石名。 
硬化技術 hardening technique 柔軟な物質を硬化させる技術で、ポリマー鎖

間を架橋分子でつなぐことにより硬化させる

ことができる。ポリヒドロシラン鎖は多くの

Si-H 結合を有するため、ポリヒドロシランと

ジエンの間でヒドロシリル化反応を起こさせ

て、ポリマー鎖間にアルキル架橋を構築し、硬

化ポリシランを生成する手法は有用である。 
固定化触媒 catalyst immobilized 

on solid state 
均一系触媒を固定相に化学結合させた触媒

で、触媒の除去や再利用が可能となる利点を

有する。一方で、その構造が必ずしも明確でな

いため、触媒活性のチューニングが容易でな

いという難点もある。 
自己縮合 self-condensation 求核部位と求電子部位の両方の反応部位を持

つ分子が、それ自身、分子間で縮合反応をする

こと。 
ジシラン disilane ジシランとは Si2H6 で示されるケイ素の水素

化物である。シランと比較して反応性が圧倒

的に大きく、熱分解して薄膜シリコンを与え

る場合に、より低温で熱分解することが可能

である。従ってジシランはシランと比較して

薄膜シリコンの低温・高速成膜性に優れた原

料として期待されているが、シランよりも高

価格でまだ普及は進んでいない。 
ジメチルアセトアミ

ド（DMAc、DMA） 
dimethylacetamide 
 

化学式 C4H9NO で表される有機化合物であ

る。N,N-ジメチル アセトアミドとも呼ばれ、

DMAc や DMA と略されることがある。 無色

で水に可溶であり、吸湿性を持つ。 

ジメチルホルムアミ

ド（DMF） 
dimethylformamide 
 

分子式 C3H7NO の構造を持ちアミン臭を有す

る無色透明の液体。水、エーテル、アルコール、

ケトン、エステル等に可溶な有機溶剤である。

加熱すると分解し、一酸化炭素を生ずる。 
触媒毒 catalyst poison 触媒作用を阻害する物質。これにより触媒作

用の低下や停止が起こる。 
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触媒被毒 catalyst poisoning 触媒物質に、その触媒作用を阻害する物質（触

媒毒）が相互作用することにより、本来の触媒

活性が失われることを表す。 
水素化反応 hydrogenation 

reaction 
化合物に対して水素を付加させる還元反応。

ここでは脱離基を持ったケイ素化合物のケイ

素－脱離基の結合を切断して、ケイ素－水素

結合を形成する反応。 
シラノール silanol ケイ素原子に水酸基が結合した化合物の総

称。シロキサン（シリコーン）化合物の中間体。

アルコールと異なり、同一原子に水酸基が２

個、３個結合した化合物も安定に存在する。 
シランカップリング

剤 
silane coupling agent トリアルコキシシリル基に種々の炭素置換基

が結合した化合物の総称。ハイブリッド材料

や、表面修飾など広い用途で用いられている。 
シリカ silica 二酸化ケイ素あるいは二酸化ケイ素によって

構成される物質の総称。 
シリケート silicate ケイ素が４つの酸素と結合している骨格を持

つ化合物の総称。 
シリコーン silicone シロキサン結合（Si-O-Si）を主骨格に有する

有機ケイ素高分子の総称。自然界には存在し

ない。優れた耐熱性、耐酸化性、電気絶縁性、

撥水性、消泡性、生体適合性を持つことから

様々な分野で使用されている。 
シリコーンレジン silicone resin 分岐度の高い三次元構造を有するシロキサン

類の総称。高分子量化すると樹脂状になるた

めこのように呼ばれる。耐熱性、耐候性、電気

絶縁性、撥水性など数々の特性を有する。 
シリルトリフラート silyl triflate ケイ素上に 1 つ以上のトリフルオロメタンス

ルホナート(TfO・CF3SO3)が置換した化合物。

TfO 基の脱離性が高いため置換反応を起こし

やすく、シリルハライドと似た性質を持つ化

合物とみることができる。 
シロキサン結合 siloxane bond ケイ素‐酸素‐ケイ素(Si-O-Si)結合。 

遷移金属 transition metals 周期表で第３属から第１１属の間に含まれる

元素で、すべて金属である。 
ゾル・ゲル法 sol-gel method 三官能、四官能のアルコキシシランやクロロ

シランを原料にして酸または塩基を触媒とし

て用い、水を含む条件下で加水分解を行いな

がら、脱水縮合させ三次元的に成長する高分
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子量のシロキサン化合物を作る方法。一般に

反応の過程で溶解可能なゾルの状態を経由し

て溶媒不溶なゲルの状態へと変化するために

このように呼ばれる。 
ターピリジン誘導体 terpyridine 

derivative 
３つのピリジン誘導体が脱水縮合した化合物

で、2-位同士で縮合したターピリジンは遷移金

属に対して３座で配位するので、有用な配位

子となる。 
脱水剤 dehydrating agent ここでは、反応系中に存在する水分子あるい

は反応によって生じる水分子と反応して化学

的に水を反応系から取り除く物質のことを言

う。 
脱水縮合 dehydration reaction 縮合する 2 個の分子からそれぞれ水素原子と

水酸基（-OH）を失って水分子が離脱し、新た

な化合物をつくる反応。 
脱水素カップリング dehydrogenative 

coupling 
広義には、異なるあるいは同じ物質中の C-H
基から水素が除去されて C-C 結合を生成する

反応である。本プロジェクトにおいては、異な

るあるいは同じ物質中の 2 個の Si-H 基からあ

るいは、Si-H 基と C-H 基から水素が除去され

て、それぞれ Si-Si あるいは Si-C 結合を生成

する反応を意味する。 
透過型電子顕微鏡 transmission 

electron microscope 
高電圧で加速された電子線を試料に照射し

て、試料を透過した電子の干渉像を観測する

電子顕微鏡の一つ。 

動的光散乱法 dynamic light 
scattering  

液体中の粒子についてブラウン運動により拡

散する速度(拡散係数)を計測することで粒子

径を測定する方法を動的光散乱法と呼ぶ。 

電子線回折 electron diffraction 電子線が光と同じように回折現象をしめすこ

と。また、この現象を利用して結晶構造を解析

することができる。 

反応選択性 reaction selectivity 反応によって、２種類以上の生成物が得られ

る場合があるにもかかわらず、一つの種類の

みが優先的に得られる場合、反応選択性があ

るという。 
ナノ粒子 nanoparticle ナノメートル（10-9 m）サイズの大きさの粒子。

通常 1～100 nm。通常の大きさの粒子に比べ

て特殊な性質を持つようになる。 
Pd/C palladium on carbon 活性炭を担体として、0 価のパラジウムを分
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散、担持させたもの。水素化反応の触媒に用い

られる。 
卑金属 base metal 貴金属に対する対義語であり、一般的にアル

カリ金属、アルカリ土類金属、鉄、銅、亜鉛、

鉛などの金属がこれに属する。 
ヒドリド hydride 水素の陰イオン。これが求核剤として求電子

的な部位に攻撃して水素が付加する反応がヒ

ドリド還元と呼ばれる。 
ヒドロシラン hydrosilane ケイ素上に 1 つ以上 H が結合した化合物。オ

レフィンとのヒドロシリル化反応によりケイ

素－炭素結合に変換できる。 
ヒドロシリル化反応 hydrosilylation 

reaction 
不飽和結合（アルケンやアルキンは炭素間不

飽和結合をもつ化合物）部位にヒドロシラン

の Si-H 結合が付加し、C-Si 結合ならびに C-
H 結合が形成する反応。この反応は通常は触

媒を必要とする。代表的な遷移金属触媒とし

て白金錯体である Speier 触媒や Karstedt’s 触

媒が知られている。 
ポリシロキサン polysiloxane シロキサンの単位が繰り返し結合して生成し

た高分子化合物。-(Si-O)n-結合をもつ。 
末端基 terminal group 鎖状分子の末端にある置換基。 
モノアルコキシシラ

ン 
monoalkoxysilane アルコキシ基を一個有するケイ素化合物のこ

とで、ここでは、ケイ素原子上に複数のメトキ

シ基またはエトキシ基を有する化合物におい

て、メトキシ基またはエトキシ基の一個だけ

を他のアルコキシ基で置換した構造のケイ素

化合物を示す。 
モノシラン silane SiH4 で示されるケイ素の水素化物であり、シ

ランとも呼ばれる。熱分解してアモルファス

シリコンを与える（化学気相成長法）ことか

ら、太陽電池等の材料、特にシリコンウエハー

の製造などに応用されている。 
ヤヌスキューブ Janus cube 立方体状のかご型オクタシルセスキオキサン

（T8）の対面に４つずつ２種類の置換基を有

する化合物。 
有機基 organic group アルキル基やアリール基などの主骨格が炭素

により形成されている置換基であり、単純な

アルキル基やアリール基以外に官能基を持つ

ものも含んだ総称。 
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有機マグネシウム試

薬 
organomagnesium 
reagent 

有機基がマグネシウムに結合した化合物の総

称で、Grignard 試薬とも言われる。マグネシ

ウム上の有機基は強い求核性を有するため、

有機基導入試薬として広く用いられている。 
Lewis 酸 Lewis acid ルイス酸は、電子対を受容して化学結合を形

成するあらゆる化学種  (電子対受容体 )であ

り、一方、電子対を与えるあらゆる化学種(電
子対供与体)がルイス塩基である。 
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１．事業の位置付け・必要性について 

1.1 事業の背景・目的・位置づけ 

1.1.1 事業の背景 

日本の化学産業は、出荷額約 44 兆円、従業員数約 91 万人を擁する我が国の主要産業の

一つであり、基幹化学品から機能性化学品まで様々な高い国際競争力を誇る製品を多数生

み出し、他産業に広く貢献している。しかしながら、その製造工程では多量のエネルギー

を消費しており、化学産業分野における二酸化炭素排出量は、日本の製造業分野の約 16％

と大きな割合を占めている。このような背景において、化学品の製造工程の技術革新によ

る省エネルギー化は、日本の CO2 排出量削減を進めていくための課題の一つとなっている

（図 1.1.1-1）。また、この省エネルギー化を含め、化学産業分野における産業競争力の強

化を、技術革新により達成することも、今後の日本の産業を維持していく上で重要な課題

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.1-1 日本の製造業における出荷額と二酸化炭素排出量（2017 年度） 

 

有機ケイ素産業は、化学産業の中でもシリコーン、シランカップリング剤、ポリシラン

など高機能な有機ケイ素部材を幅広い工業分野に提供する産業であり、シリコーンオイル

は真空ポンプの潤滑性や真空度維持、ゴムやグリースは真空用パッキングなどの機器構造

部材として多く用いられている。また、無機と有機の性能を併せ持つ特徴的な物性(透明性、

耐候性、絶縁性、消泡性、高耐熱性など)から、化粧品やシャンプーなどの日用品、コーテ

ィング剤、さらには太陽電池パネルやＬＥＤの封止材料などにも使用されている。 

このように、幅広い工業分野で使用されている有機ケイ素部材は、一般の炭素（Carbon）

を主な構成元素とする化学品と比較すると高価な部材（価格例：シリコーン系(シリコーン

オイル原料＞\10,000/kg)、炭素系（流動パラフィン \2,000/kg～））であるが、その工業

的利用価値から、世界市場規模は、2006 年時点で約 98 億ドル（1.1 兆円：1 ドル＝112 円

換算）、2016 年には約 142 億ドル（1.6 兆円）まで拡大して、2016 年以降、2021 年までの

5 年間も、年平均成長率（CAGR）は 5.1％と順調に成長し、2021 年の世界市場は約 183 億

ドル（2.0 兆円）まで拡大すると予測されている（図 1.1.1-2）。 
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図 1.1.1-2 有機ケイ素産業の概要と市場予測 

 

 

現在の有機ケイ素工業は、1940 年代に発明された二酸化ケイ素を金属ケイ素に変換する

直接法を主に利用している（図 1.1.1-3）。主原料の二酸化ケイ素は地球上に普遍的に存

在し、国内での調達も可能な資源であるが、この工程では 1800℃程度の多大な還元用エネ

ルギーを必要とするため、経済性の観点から日本国内では事業として成立していない。ま

た、シリコーンの硬化や有機ケイ素化合物の製造に広く用いられているヒドロシリル化触

媒は、古くから希少金属である白金（Pt）触媒が主に利用されているが、使用量が微量に

も関わらず高価である、供給が不安定である、触媒回収が困難である、触媒残留（コンタ

ミ）による有機ケイ素部材の製品性能が低下するなどの課題があり、これらの課題を解決

する代替触媒が求められていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.1-3 現在の有機ケイ素工業製品フロー（現行法） 
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さらに、有機ケイ素部材の主製品であるシリコーンは、透明性、耐候性、絶縁性、消泡

性、高耐熱性などの特徴的な物性から幅広い工業分野で使用されているが、部材の分子構

造がランダムであることに起因する発現性能の限界などの課題があり、目的とする機能を

発現できる精密な部材合成が可能な製造プロセスも求められていた。 

 

1.1.2 事業の目的 

化学産業は日本国の主要産業の一つであり、高い国際競争力を誇る製品を多数生み出し

ている一方で、化石資源を大量に消費して、二酸化炭素排出量も多い。地球温暖化が懸念

され、輸入に頼る石油の価格上昇や枯渇リスクに直面する中、化学品製造の革新的な技術

によりこれら課題を解決することが急務となっている。 

有機ケイ素部材は、化学品の中でも高機能な部材であり、その優れた物性のため、一般

の化学品よりも高価であるにもかかわらず幅広い産業で用いられている。国内の有機ケイ

素部材メーカーは、世界的にも一定の競争力を有しているが、国家戦略的に競争力を高め

ることにより、有機ケイ素の製造企業のみならず、それを用いる幅広い下流産業にも影響

を与え、日本の産業競争力強化に大きな貢献をすることが期待されている。 

本事業は、有機ケイ素原料の製造と有機ケイ素原料から有機ケイ素部材の製造について、

現在の課題を解決する新たな技術の創出を研究開発の対象としており、これを新たな触媒

プロセスと、それに用いる触媒を開発することにより実現しようとするものである。また、

ここで創出した技術の実用化により、有機ケイ素原料製法の省エネルギー化と有機ケイ素

部材の製造プロセス改良による高機能化を達成して、有機ケイ素部材の新たな市場開拓と

省エネルギー化、日本の産業競争力強化に貢献することを目的としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.2-1 本事業の概要 

 

具体的に本事業では、高機能な有機ケイ素部材を安定的に供給するため、砂の直接変換

による金属ケイ素を経由しない有機ケイ素原料の製造方法と有機ケイ素原料から白金触媒

を使用しない高機能な有機ケイ素部材の製造方法の研究開発と実用化を実施する（図

1.1.2-1）。 
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1.1.3 事業の位置づけ 

1.1.3-1 経済産業政策上の位置づけ 

本事業は、図 1.1.3-1 に示すように、2014 年 6 月 24 日に内閣府より発表された「科学

技術イノベーション総合戦略 2014」の第 2 章「産業競争力を強化し政策課題を解決するた

めの分野横断技術について」の中で、「(5)新たな機能を実現する材料の開発」のコア技術

の一つである「革新的触媒技術」の要素技術の中で位置づけられた事業である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.3-1 経済産業政策上の位置づけ 

出典：内閣府「科学技術イノベーション総合戦略 2014」（2014 年 6 月 24 日） 

工程表 p.112 

 

その後の「科学技術イノベーション総合戦略 2015」（2015 年 6 月 19 日閣議決定）、「科学

技術イノベーション総合戦略 2016」（2016 年 5 月 24 日閣議決定）、「科学技術イノベーシ

ョン総合戦略 2017」（2017 年 6 月 2 日閣議決定）においても、「革新的触媒技術」等の開発

は、エネルギーバリューチェーンの最適化に向けて重点的に取り組むべき課題とされてお

り、本事業は産業競争力強化を目的とした国家戦略の中に位置付けられている。 

また、2016 年 4 月 19 日に内閣府より発表された「エネルギー・環境イノベーション戦

略(NESTI 2050)」の第 4 章「対象技術分野の特定」において、付加価値の高い化学品を生

産するプロセスにおいて、新触媒を利用する「革新的触媒生産プロセス」は、「（2）本戦略

の対象とすべき革新技術分野、[2]省エネルギー分野、①革新的生産プロセス」の要素技術

の一つとして位置付けられている。 
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さらに、2010 年 6 月に経済産業省が策定した技術戦略マップの「グリーン・サステイナ

ブルケミストリー分野」においても、技術項目「グリーン製造化学プロセス」の「精密制

御高分子製造（高性能機能化学品の製造）」、「低環境負荷型縮合系高分子製造技術（新規触

媒等によるプロセス）」、「有機分子触媒」、技術項目「製造工程廃棄物・副生物の大幅削減」

の「従来型有機合成のシンプル化（合成ルートの転換、触媒反応化、溶媒転換、生成工程

変換等を含む副原料削減）」など、本事業に関連する個別の技術が記載されている。 

 

1.1.3-2 国内外の研究開発動向とその位置づけ 

現在の有機ケイ素工業は、1940 年代に GE 社が発明した直接法を主に用いており、他の

合成法に比較して危険で複雑な工程も少なく、金属ケイ素と少量の触媒から連続的に多量

生産できるという点で経済的で優れているため現在も広く用いられている。しかしながら、

この方法は、酸化ケイ素（SiO2）を炭素と混合して 1800℃で 5 時間以上加熱する金属ケイ

素の製造工程を経由するため、多大な還元用エネルギー（電気エネルギー）を必要とする。

日本は他国と比べてエネルギー価格が高いため、日本国内でこの工程を実施することは経

済性の観点からは困難であり、現在では金属ケイ素を海外から輸入して使用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.3-2 従来技術と有機ケイ素プロジェクトでの研究開発技術の比較 

 

これに対して、SiO2 は世界的に偏在しないため、日本国内で良質なものが調達できるこ

とから、金属ケイ素を経由しない有機ケイ素製造プロセスが確立できれば、金属ケイ素の

輸入に頼らない国内での有機ケイ素部材製造が可能となる。さらに、金属ケイ素の製造に

必要なエネルギーが大幅削減されるため、金属ケイ素を経由しない有機ケイ素製造プロセ

スが確立できれば、従来法よりも経済性の高い省エネルギー型の製造プロセスが実現し、

我が国の国際産業競争力は格段に高くなる（図 1.1.3-2）。 

1940年代にGE社が発明した直接法は、金属ケイ素の製造工
程を経由するため、典型的なエネルギー多消費プロセスで
はあるが、他の合成法に比べて危険で複雑な工程も少なく、
金属ケイ素と少量の触媒から連続的に多量生産できるとい
う点で経済的ですぐれており、現在も広く用いられている。

本プロジェクトの技術は、エネルギー
消費が少なく、高品質の有機ケイ素

部材を製造する、従来とは全く異なる
新しいアプローチの研究開発
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一方、シリコーンの硬化や有機ケイ素化合物の製造に広く用いられているオレフィン類

のヒドロシリル化触媒は、塩化白金酸（H2PtCl6）などの白金化合物が 50 年以上変わらず

触媒として用いられている。Pt 系触媒は高活性であるため使用量は微量であるが、高価な

希少金属であり供給が不安定であること、シリコーンの硬化工程では製品に残存するため

回収が困難であることなどの課題があり、Pt 触媒の代替技術が求められていた。 

また、有機ケイ素部材の代表であるシリコーン類の製造方法は、メチルクロロシラン類

の加水分解であるが、この製造方法は、目的とする構造化合物以外の副生成物が混在する

ため、分子量分布や分子構造の制御を行うことが極めて困難な課題があった。分子量分布

や分子構造などの制御されたシリコーン類が製造可能になれば、より高機能な物性が発現

できるため、有機ケイ素部材の使用分野が大きく広がることが期待される。同時に、この

方法では、塩素系の有機ケイ素原料が主に使用されており、塩素系物質の混入による製品

の特性劣化だけでなく、有機ケイ素部材に残存する触媒が製品に及ぼす影響も問題となる

ため、有機ケイ素部材に対する不純物の混入防止技術も課題となっている。 

さらに、メチルシラン系よりも耐熱性が高いフェニルシラン系の有機ケイ素部材やその

原料製法において、Grignard 試薬などの有機金属化合物を用いる場合、製造工程で多量の

無機塩が副生されて環境負荷と製造コストが高価になる要因となるため、特殊な有機金属

化合物原料を用いない高機能な有機ケイ素部材の製造技術が必要となっていた。 

本事業では、上記の課題を、新規の触媒及び触媒プロセスの研究開発によって解決する

ため、以下の研究開発項目を実施する。 

・研究開発項目①「砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発」 

・研究開発項目②「有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発」 

 

研究開発項目①は、安定な SiO2 を、金属ケイ素 Si（シリコン）を経由しないで、触媒的

化学反応によって有機ケイ素原料に変換しようとするものであり、化学の常識を超えた、

極めて「挑戦的」なアプローチである。したがって、成功すれば化学の常識を覆すもので

あり、これまで、実用化を指向する類似の研究開発は行われていない、世界に先駆けた

Challenging な研究開発である。 

研究開発項目②は、学術的には触媒研究が精力的に行われている分野である。しかしな

がら、オレフィンのヒドロシリル化用 Pt 触媒が 50 年以上変わらずに使用されているよう

に、新たな触媒が工業化された例はなく、世界に先駆けて新たなプロセスの工業化を目指

す研究開発である。 
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1.2 NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

1.2.1 NEDO が関与することの意義 

有機ケイ素部材は、化学品の中でも高機能な部材であり、その優れた物性のため、一般

の化学品よりも高価であるにもかかわらず幅広い産業で用いられている。国内の有機ケイ

素部材メーカーは、世界的にも一定の競争力を有しているが、国家戦略的に競争力を高め

ることにより、有機ケイ素の製造企業のみならず、それを用いる幅広い下流産業にも影響

を与え、日本の産業競争力強化に大きな貢献をすることが期待されている。 

本事業は、このような国家戦略的な課題解決に貢献するもので、日本の産業競争力強化

と省エネルギー化を実現する社会的な必要性が高い研究開発であるが、触媒の基礎探索か

ら、最終的な実用化につなげるまで、10 年の長期間の研究開発を必要とするため、企業単

独の取り組みでは事業が進展しない懸念がある。さらに、本事業は、化学的に安定な構造

を示すケイ酸を有機ケイ素原料へ変換するなど広範囲で難易度の高い技術の研究開発と実

用化を対象にしているため、産学官の英知を結集しながら進める必要がある。このような

研究開発の要素が多いプロジェクトマネジメントの難易度は極めて高く、プロジェクトマ

ネジメント経験が少ない場合、その成功確率は大きく減少することが分かっている。以上

から、本事業は、プロジェクトマネジメント経験の豊富な NEDO が、プロジェクトリーダー

と指示・協議を繰り返し行いながら、国家プロジェクトとして効率的に推進すべきもので

ある。 

 

1.2.2 実施の効果（費用対効果） 

1.2.2-1 事業費 

本事業の事業費の推移を表 1.2.2-1 に示す。事業期間 10 年間で、総額約 26 億円の規模

の事業費を予定している。2014 年度と、2017 年度に計上されている加速予算 10 百万円、

15 百万円は、NEDO 実施した有機ケイ素に関する技術動向と市場の調査に係る費用である。 

 

表 1.2.2-1 事業費の推移 

（単位：百万円） 

*2012 年度～2013 年度：経済産業省の直執行 

**カッコ表示は見込み額 

 2012

年度 

2013

年度 

2014

年度 

2015

年度 

2016

年度 

2017

年度 

2018

年度 

2019

年度 

2012～2019

年度総額 

10 年間の総

額(予定) 

当初 

予算 
200 200 200 200 184 200 182 150 1516 (2006) 

加速 

予算 
－ － 10 420 147 15 －  592  

繰越 － － － － － － －    

実績 200 200 210 620 331 215 182 (150) (2108) (2598) 
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1.2.2-2 実施の効果 

有機ケイ素部材の市場は、2006 年時点で約 98 億ドル（1.1 兆円：1 ドル＝112 円換算）

あるが、2016 年には約 142 億ドル（1.6 兆円）に到達した後、2016 年以降、2021 年までの

5 年間も、年平均成長率（CAGR）は 5.1％と順調に成長して、2021 年には世界の市場は約

183 億ドル（2.0 兆円）まで拡大すると予測されている。また、販売数量（トン）での市場

動向は、2006 年に 160 万トン、2016 年に 221 万トンと順調な増加傾向にある。その後の

2016 年以降、2021 年までの 5 年間も、年平均成長率（CAGR）は 3.1％と順調に成長して、

2021 年には世界の市場は、258 万トンまで拡大すると予測されている。さらに、OECD（経

済協力開発機構）から発表されている、全世界及び国・地域別の GDP 予測値から有機ケイ

素部材の 2020 年までの CAGR 予想値を補正推算し、2050 年までの市場動向を推定した結

果、2030 年には約 268 億ドル（3.0 兆円）、2050 年には 約 535 億ドル（6.0 兆円）の市場

需要があると推定されている。 

（出典：NEDO「有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発／有機ケイ素に関する技術

動向と市場の調査」Freedonia "Global Silicones Market, 4th Edition"および OECD の

各国・地域の GDP 予測値から推定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.2-1 2030 年(予測）における本事業の推定効果 

 

図 1.2.2-1 に 2030 年に本事業によって得られる省エネルギー効果の推定値を示す。効

果は、2030 年の市場規模と、本事業成果により拡大した市場を加味して試算を行った。本

事業により有機ケイ素部材の製造プロセスの省エネルギー化が達成されると、2030 年には、

原油換算で年間 44 万 kL の省エネルギー効果（年間約 101 万 t の CO2 排出削減効果）があ

ると試算できる。但し、現段階では、有機ケイ素部材の製造プロセスが確立されていない

ことから多くの仮定を含んでいるため、省エネルギー効果の数値は、事業完了の時点で再

精査する必要がある。 

図 1.2.2-1 には、省エネルギー効果以外の効果も示した。素原料の SiO2 は地球上に普遍

的に存在しており、珪砂やバイオ由来燃焼灰も使用可能である(珪砂の日本埋蔵量 2 億 t、

＜その他効果＞

・海外情勢による素原料の供給リスク低減
素原料から国内調達可能で、珪砂やバイオ由来燃焼灰が使用可能。(珪砂の日本埋蔵量2億t、もみ殻由来燃焼灰産出量39万ｔ/年）
https://www.silicone.jp/contact/qa/qa001.shtm（信越シリコーンHP）

・有機ケイ素原料・部材の低コスト化による日本企業のシェア拡大
＜有機ケイ素原料＞金属シリコン経由：¥1000/kg、プロジェクト成果による触媒経由：¥600円/kg（プロジェクト成果による試算）
＜機能性シリコーン＞白金触媒：～¥20,000/kg、プロジェクト成果による触媒～¥16,000/kg （NEDO試算）

・有機ケイ素部材の使用段階における、CO2削減の波及効果

費用の総額：26億円/10年(予定）

省エネルギー効果：４４万kL/年（2030年、原油換算）
=CO2排出削減量 1０１万t/年
(化学産業の排出量の2％弱)

－



1.2－3 

もみ殻由来燃焼灰産出量 39 万ｔ/年）。したがって、金属ケイ素を経由しない有機ケイ素製

造プロセスが確立できれば、金属ケイ素の輸入に頼らない国内での有機ケイ素部材製造が

可能となり、有機ケイ素原料・部材の低コスト化による日本企業のシェア拡大が可能にな

り、我が国の国際産業競争力は格段に高くなる。 

さらに、有機ケイ素部材は、使用段階における CO2 削減効果が他部材と比較して大きい

ことが知られている。日米欧の有機ケイ素団体が、種々の有機ケイ素部材用途における CO2

削減効果が調査しており、有機ケイ素部材の使用段階において、生産及び廃棄の際に発生

する CO2 の約 9 倍の CO2 削減効果が平均値として示されている（表 1.2.2-2）。 

たとえば、「複層ガラス窓ユニット用シーラント」には、日米欧で 56,700 トンの有機ケ

イ素部材の市場用途があり、この用途で有機ケイ素部材を使用すると、他材料を使用した

場合と比較して 12,226 千トンの CO2 削減効果があるとされている。 

同様に、調査対象用途における CO2 削減効果を合計すると、有機ケイ素部材は、日米欧

での使用段階で年間約 54,240 万トンの CO2 排出削減に貢献していることになる。本事業の

研究開発により開拓される市場用途でも同程度の CO2 削減への貢献があるとすれば、将来

的な CO2 排出削減への貢献はさらに大きいものとなる。 

 

表 1.2.2-2 有機ケイ素部材の使用用途別 CO2 削減効果 
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出典：シリコーン工業会「シリコーンのカーボンバランス」

http://www.siaj.jp/ja/pdf/pamph/carbonbalance.pdf 
 

ケーススタディーを行った用途 市場（日米欧）
削減効果
/排出量比

正味GHG
削減効果

トン/年 1000t-CO 2
キッチン/浴室用シーラント 79,400 1.1 -54
複層ガラス窓ユニット用シーラント 56,700 27.7 -12,226
エキスパンションジョイント用シーラント 38,900 0.9 16
構造接着用シーラント 10,100 11.7 -925
石造物撥水材-コンクリート用 2,500 25.3 -378
石造物撥水材-レンガ用 10,100 13.2 -650
建築物断熱材用ポリウレタン添加物 9,300 2.7 -80
電気製品断熱材用ポリウレタン添加剤 4,700 17.0 -371
変圧器用オイル 8,700 1.6 -28
電気絶縁体 9,600 2.4 -128
太陽電池グレードシリコン用クロロシラン 360,100 7.5 -9,228
紙製造用消泡剤 10,200 27.1 -2,488
塗料添加剤 1,900 6.8 -5
ガラス繊維処理剤用シラン 1,900 27.1 -167
耐熱産業用コーティング剤 3,200 7.3 -112
コーティング用接着促進剤 1,900 170.1 -731
洗剤用消泡剤 7,800 12.7 -778
哺乳瓶用乳首 1,900 0.3 8
家庭用器具の耐熱コーティング剤 1,600 13.8 -142
加熱調理器具 1,900 1.2 -3
自動車エンジン廻り用エラストマー 33,800 86.3 -19,162
グリーンタイヤ 6,400 66.5 -2,325
ポリカーボネート用コーティング剤 1,800 2.9 -26
車両排気管用コーティング剤 500 9.2 -25
船底塗料 100 182.2 -126
自動車接着剤 5,900 28.4 -1,076

ケーススタディーの合計 670 ,9 00 13 .7 - 51 ,20 8

ケーススタディー対象外用途 114,000 8.7 -5,530
GHG削減効果が確認されない用途 357,000 0.0 2,500

全市場/加重平均 1,141 ,9 00 8 .9 - 54 ,24 0
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このように、本事業により、省エネルギー効果の高い有機ケイ素原料と高価な希少金属

である Pt 触媒を用いない高機能部材の製造プロセスが確立できれば、有機ケイ素部材の

新たな市場開拓と省エネルギー化、日本の産業競争力強化に大きく貢献することができる。 
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2．研究開発マネジメントについて 

2.1 事業の目標 

本事業は、既存の有機ケイ素原料製造プロセスに代わる新たな革新的省エネプロセスと

高機能な有機ケイ素部材の新規製造プロセスを実現するための触媒技術及び触媒プロセス

技術を開発するもので、有機ケイ素産業のエネルギー制約を克服するために不可欠な研究

開発である。本技術の確立は、日本国の有機ケイ素産業の国際的な競争力強化につながる。 

本事業は、2012年度から未来開拓研究プロジェクトの１つとして経済産業省直執行事業

で開始され、2014年度からNEDO事業として実施している。本事業の研究開発項目は二つに

分けられる。第一の実施内容は、研究開発項目①「砂からの有機ケイ素原料製造プロセス

技術開発」であり、以下の内容を実施する。 

 

研究開発項目①「砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発」 

①-1 金属ケイ素を経由しないＱ単位構造中間原料製造法の開発 

①-2 Ｑ単位構造中間原料からの有機ケイ素原料製造技術の開発 

①-3 砂からＱ単位構造を基本構造とするビルディングブロック型の有機ケイ素原料 

   製造法の開発 

①-4 高活性ケイ素化学種を経由した有機ケイ素原料製造法の開発 

①-5 その他の反応 

 

本事業における第二の実施内容は、研究開発項目②「有機ケイ素原料からの高機能有機

ケイ素部材製造プロセス技術開発」であり、以下の内容を実施する。 

研究開発項目②「有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発」 

②-1 ケイ素－炭素結合形成技術 

②-2 ケイ素－酸素結合形成技術 

②-3 ケイ素－ケイ素結合形成技術 

②-4 触媒固定化基盤技術 

 

本事業では、2014 年度（事業開始から通算して 3 年目、2014 年 9 月 26 日に実施済）、

2016 年度（同 5 年目、2016 年 10 月 28 日に実施済）、2019 年度（同 8 年目、2019 年 8 月

2 日に実施予定）に中間評価を実施する。各々の研究開発項目における中間目標及び最終

目標を以下のとおり設定している。 

研究開発項目①「砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発」 

【中間目標(2014年度末)】 

・複数の反応経路とそれぞれの反応における触媒の中心元素の種類や配位子構造等に 

ついて複数の候補を選定する。 

【中間目標(2016年度末)】 

・ケイ砂を原料に用いる際の技術課題を抽出する。 

・反応経路と触媒について有望な組合せを絞り込む。 
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【中間目標(2019年度末)】 

・ケイ砂の反応率50％、有機ケイ素原料の選択率50％を達成すると見込まれる反応 

経路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標を得る。 

ただし、研究開発項目のうち①-1（金属ケイ素を経由しないＱ単位構造中間原料 

製造法の開発）については、2019年度前半までに反応率70％及び選択率70％を達成 

すると見込まれる反応経路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件に 

ついて指標を得る。 

・原料に用いるケイ砂の処理方法等を選定する。 

【最終目標(2021年度末)】 

・1kgスケールでケイ砂の反応率50％、有機ケイ素原料の選択率50％を達成する。 

ただし、研究開発項目のうち①-1（金属ケイ素を経由しないＱ単位構造中間原料 

製造法の開発）については、反応率70％及び選択率70％を達成する。 

・触媒反応の実用化に向けて必要となるプロセス要素技術を特定し、その工業的実施 

可能性を1kgスケールで検証する。 

 

研究開発項目②「有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発」 

【中間目標(2014年度末)】 

・複数の高機能有機ケイ素部材を想定した各種反応に用いられる触媒の活性中心元素 

や配位子構造等について複数の候補を選定する。 

【中間目標(2016年度末)】 

・反応経路と触媒について有望な組合せを絞り込む。 

【中間目標(2019年度末)】 

・有機ケイ素原料の反応率80％、有機ケイ素部材の選択率80％を達成すると見込まれ 

る反応経路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標を 

得る。 

【最終目標(2021年度末)】 

・1kgスケールで有機ケイ素原料の反応率80％、有機ケイ素部材の選択率80％を達成 

する。 

・有機ケイ素部材中の残留触媒の低減を達成する。 

・有機ケイ素部材の構造制御技術を確立する。 

 

最終目標と中間目標の設定の考え方は以下の通りである。 

最終目標として研究開発項目①は、1kg スケールでの目標数値（ケイ砂の反応率 50%、有

機ケイ素原料の選択率 50%）の達成を設定している。これは、1kg スケールあれば、化学工

学的な検証も一定程度まで可能であり、その後の実用化に向けたスケールアップに進むの

に必要な最低限の反応スケールであることによる。なお、目標数値は実施内容の難易度を

考慮して設定した。 

研究開発項目②についても、最終目標として 1kg スケールでの目標数値（有機ケイ素原

料の反応率 80%、有機ケイ素部材の選択率 80%）の達成を設定しているが、その理由は研究
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開発項目①と同様で、目標数値についても実施内容の難易度を考慮して設定した。さらに、

有機ケイ素部材中の残留触媒低減のための技術と、有機ケイ素部材の構造制御技術につい

ても、それぞれ個別に最終目標を設定した。 

中間目標に関しては、研究開発項目①で実施する研究開発内容は難易度が高いものが多

く、類似の研究もほとんどなく参考となる知見も限られているため、可能性のある反応と

それに用いる触媒を広く探索した後、順次確度の高いものに絞り込んでいくことにして、

この方針により最終目標を達成するために必要なスケジュールを考慮して設定した。また、

ケイ砂を原料として用いるには、その処理法や取扱いに関する開発も必要なため、ケイ砂

の取扱いに関する研究開発についても、個別の中間目標を設定した。 

研究開発項目②で実施する開発内容は触媒開発が精力的に行われているため学術的に

は参考になる知見は多いが、工業的に使用されている例は知られていない。このため、実

用化技術として使用可能な触媒と触媒プロセスの開発は難易度が高いものと考え、最初に

触媒の基礎探索を広く実施して触媒の候補を集めて、その後、順次絞り込みを行うことで、

1 ㎏スケールでの最終目標を達成する最適な反応条件の指標を得る方針にしている。また、

本研究開発項目で予定している触媒固定化技術の開発についても、個別の中間目標を設定

した。 

表 2.1-1 に、2019 年度中間目標とその設定根拠を示す。研究開発項目①、研究開発項目

②とも、目標とする反応率と選択率を達成する反応経路と触媒の開発を継続しながら、1 ㎏

スケールでの最終目標を達成するため、これらを達成するために必要な温度や反応条件等

の最適な反応条件を得ることを目標にしている、 

 

表 2.1-1 研究開発目標（2019 年度の中間目標）と根拠 

 

研究開発項目① 砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発項目
研究開発目標

（2019年度中間目標） 根拠（共通）

①-1 金属ケイ素を経由しないＱ単位構造
中間原料製造法の開発 ・ケイ砂の反応率５０％、有機ケイ素

原料の選択率５０％を達成すると
見込まれる反応経路と触媒を選定
し、温度や反応媒体等の最適な
反応条件について指標を得る。
（１）については、２０１９年度前半
までに反応率７０％及び選択率
７０％を達成すると見込まれる反応
経路と触媒を選定し、温度や反応
媒体等の最適な反応条件について
指標を得る。

・原料に用いるケイ砂の処理方法等
を選定する。

**
（3）天然資源からのビルディングブロック形成
（4）一酸化ケイ素の利用
（5）大気圧プラズマの利用

・難易度が高く、類似の研究が
ほとんどなく参考となる知見も
限られているため、２０１４年
度～２０１６年度の３年間は
可能性のある反応と触媒を
広く探索した後、順次確度の
高いものに絞り込んでいくこと
にした。

・絞り込んだ触媒候補に対して、
２０１７年度～２０１９年度は、
１ｋｇスケールでの最終目標を
達成するために必要な最適な
反応条件の指標を得る方針に
している。

・処理法や取扱いに関する技術
開発が必要と考えられるため、
ケイ砂の取扱いに関する中間
目標を設定した。

①-2 Ｑ単位構造中間原料からの有機ケイ
素原料製造技術の開発

①-3 砂からＱ単位構造を基本構造とするビ
ルディングブロック型の有機ケイ素原料製造
法の開発
（２０１８年度から中止）

①-4 高活性ケイ素化学種を経由した有機
ケイ素原料製造法の開発
（２０１６年度で終了）

①-5 その他の反応
（２０１９年度から中止）
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研究開発項目② 有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発項目
研究開発目標

（2019年度中間目標） 根拠（共通）

②-1 ケイ素－炭素結合形成技術

・有機ケイ素原料の反応率８０％、
有機ケイ素部材の選択率８０％を
達成すると見込まれる反応経路と
触媒を選定し、温度や反応媒体等
の最適な反応条件について指標を
得る。

・実用化技術として使用可能な
触媒及び触媒プロセスの開発
は難易度が高いものと考え、
２０１４年度～２０１６年度の
３年間では触媒の基礎探索を
広く実施して触媒の候補を
集め、その後、順次絞り込み
を行った。

・絞り込んだ触媒候補に対して、
２０１７年度～２０１９年度は、
１ｋｇスケールでの最終目標を
達成するために必要な最適な
反応条件の指標を得る方針に
している。

②-2 ケイ素－酸素結合形成技術

②-3 ケイ素－ケイ素結合形成技術

②-4 触媒固定化基盤技術
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2.2 事業の計画内容 

2.2.1 研究開発の内容 

2.2.1.1 研究開発スケジュール 

 本事業の研究開発スケジュールと予定している予算額を図 2.2.1-1 に示す。本事業は、

2012 年度～2013 年度は経済産業省直執行事業（未来開拓研究 PJ）として実施された後、

2014 年度から NEDO 事業として実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1-1 研究開発のスケジュールと予算額  

 

研究開発項目①に関しては、2012 年度～2016 年度で、それぞれの反応経路と触媒を広く

探索して有望な反応経路と触媒を絞り込んだ。その後、2017 年度～2019 年度で、絞り込ん

だ触媒候補に対して、1 ㎏スケールでの最終目標を達成するため必要な最適な反応条件の

指標を得る検討を行った後、2020 年度～2021 年度に、最終的な 1kg スケールでの実用化可

能性を検証する計画にしている。また並行して、2014 年度～2016 年度に、ケイ砂原料使用

の課題を抽出した後、2017 年度を～2019 年度にケイ砂処理方法選定を行い、2020 年度～

2021 年度に実用化可能性を検証することにしている。 

研究開発項目②では、研究開発項目①と同様、2012 年度～2016 年度で、それぞれの反応

経路と触媒を広く探索して有望な反応経路と触媒を絞り込んだ。その後、2017 年度～2019

年度で、絞り込んだ触媒候補に対して、1 ㎏スケールでの最終目標を達成するため必要な

最適な反応条件の指標を得る検討を行った後、2020 年度～2021 年度で、最終的な 1kg スケ

ールでの実用化可能性を検証する計画にしている。さらに並行して、2015 年度～2019 年度

に、触媒利用のための触媒固定化技術の開発を行い、2020 年度～2021 年度に、残留触媒の

低減検証と有機ケイ素部材の構造制御技術を完成させる。 

年度
2012
※

2013
※

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
2022
～

①砂からの有機ケイ素
原料製造プロセス技術
開発

②有機ケイ素原料から
の高機能有機ケイ素

部材製造プロセス技術
開発

予算（億円） 2 2 2.1 6.2 3.3 2.2 1.8 1.5 2.9 2

反応経路と触媒の候補選定・絞込み
選定した反応系の最
適反応条件検討

反応経路と触媒の候補選定・絞込み
選定した反応系の最
適反応条件検討

構造制御技
術開発

触媒固定化
技術開発

固定化分子触媒の
高度化、評価

残留触媒低
減検証

ケイ砂原料使用の
課題抽出

ケイ砂処理法の選定

実用化
プロセス
技術検証

企
業
に
よ
る
実
用
化
検
討

中間評価 中間評価 中間評価 事後評価

合計：26億円（10年間）

１ｋｇス
ケール検
証

１ｋｇスケー
ル検証
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2.2.1.2 研究開発項目の内容 

研究開発項目①と②の具体的な内容を以下に示す（図 2.2.1-2～図 2.2.1-3）。 

 

研究開発項目①「砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1-2 研究開発項目①の概要  

 

①-1 金属ケイ素を経由しないＱ単位構造中間原料製造法の開発 

砂からの有機ケイ素原料製造に関して、固体原料である「砂」のケイ素－酸素結合を

開裂することにより低分子化して、液体または溶媒に可溶なＱ単位構造中間原料（テ

トラアルコキシシランなど）に変換する反応経路に関する触媒技術の研究開発を行う。

テトラアルコキシシラン合成は、アルコール、金属アルコキシド、炭酸ジアルキル等

をケイ砂（シリカ）と反応させる方法等を検討する。 

①-2 Ｑ単位構造中間原料からの有機ケイ素原料製造技術の開発 

テトラアルコキシシラン等のＱ単位構造中間原料からの有機ケイ素原料製造として、

有機化剤を用いて有機基をケイ素上に導入する方法、酸素原子を還元剤で取り除く方

法等に有用な触媒技術の開発を行う。 

①-3 砂からＱ単位構造を基本構造とするビルディングブロック型の有機ケイ素原料製造法の開発 

砂の規則構造を部分的に保持したＱ単位構造を基本構造とするビルディングブロック 

を選択的に切り出すための触媒技術の開発を行う。(2016年度で終了） 
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①-4 高活性ケイ素化学種を経由した有機ケイ素原料製造法の開発 

砂から高活性ケイ素化学種を経由して有機ケイ素原料を製造する方法の開発を行う。 

(2018年度から中止） 

①-5 その他の反応 

金属ケイ素を経由しない有機ケイ素原料の効率的な製造技術の開発は極めて難易度が

高いことから、①-1～①-4以外の方法についても検討する。 

(2019年度から中止） 

 

研究開発項目②「有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1-3 研究開発項目②の概要 

 

②-1 ケイ素－炭素結合形成技術 

ケイ素－炭素結合形成法として、白金触媒を用いるヒドロシリル化反応、有機マグネ

シウム原料を用いる方法などがあるが、前者は触媒コストが高い、白金触媒が製品中

に残存して製品品質に悪影響を及ぼす、反応系により白金触媒が使用できないなどの

課題がある。また後者では、原料コストが高い、副生マグネシウム塩が多量に発生す

るなどの課題もある。ここでは、これらの課題を解決するため、ヒドロシリル化反応

用の非金属や卑金属触媒の開発、高価な有機マグネシウムなどの有機金属原料を使用

しない高効率・高選択的な反応の開発を目指した、新規なケイ素－炭素結合形成技術

の開発を行う。 
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②-2 ケイ素－酸素結合形成技術 

ケイ素－酸素結合は、原料のクロロシラン類やアルコキシシラン類の加水分解反応で

形成されるのが一般的であるが、ランダムに反応が起こり、結合形成の制御も容易で

ない課題がある。このため、反応制御しながらも特異的なシリコーン構造を構築する

ための技術として、ケイ素－酸素結合を選択的に形成できる触媒技術の開発や、シリ

コーンのクロスカップリング反応技術の開発を行う。また、これら技術を、はしご型

ポリシロキサンやかご状シロキサンなど構造が制御されたシリコーンや、異なる単位

構造が規則的に配列した規則性シリコーンなど、特徴的な物性が期待されるシリコー

ンの合成の検討に展開しながら、得られるシリコーンの構造解析手法も検討する。 

②-3 ケイ素－ケイ素結合形成技術 

ケイ素－ケイ素結合形成は、通常、クロロシランをナトリウム等の金属を用いて還元

的にカップリングさせる方法に限定されているが、構造制御が困難であることと、塩

素化合物やナトリウム塩の混入により、生成物を電子機器部材等に用いる場合は性能

劣化の原因となる課題がある。このため、これらを用いない、ヒドロシランの脱水素

縮合等によるケイ素－ケイ素結合形成法の開発とその製造法の開発を行う。 

②-4 触媒固定化基盤技術 

ケイ素－炭素結合形成や、ケイ素－酸素結合形成等の有機ケイ素部材合成反応に高活

性・高選択性を示す触媒活性種（分子触媒、金属ナノ粒子など）をシリカなどの担体

に固定化することにより、有機ケイ素部材製造プロセスにおける触媒の分離・リサイ

クルを容易にして、製品純度を高めるだけでなく、連続流通プロセスでの生産性向上

を実現させるための基盤技術の開発を行う。具体的には、触媒機能を最大化するため

の担体の開発、担体への触媒活性種の固定化技術の開発、固定化触媒によるケイ素部

材合成技術の開発とプロセス化に向けた実用化について検討する。 

なお、②-4は、②-1～②-3で開発した触媒を固定化するための技術であることから、

触媒開発が進んでから実施すべき内容であり、2015年度以降に検討を開始して、2016

年度末に有効性を見極めることとする。 

 

2.2.2 研究開発の実施体制 

研究開発の実施体制は、本事業を 2014 年 4 月に経済産業省から NEDO に移管するとき、

プロジェクトマネジメントを強化する目的で変更した。変更前（2012 年度～2013 年度、経

産省直執行事業）の体制を図 2.2.2-1、変更後（2014 年度、NEDO 事業）の体制を図 2.2.2-

2 に示す。変更前の体制は、独立行政法人（現在は国立研究開発法人）産業技術総合研究

所（産総研）を委託先として、大阪市立大学、群馬大学、早稲田大学、関西大学の 4 機関

を産総研からの再委託先とする体制で実施した。有機ケイ素部材の製造企業 3 社（信越化

学工業株式会社、東レ・ダウコーニング株式会社、昭和電工株式会社）は、産総研に設置

された集中研への研究員出向の形で参画した。変更後の体制は、産総研の再委託先であっ

た大阪市立大学、群馬大学、早稲田大学、関西大学を NEDO 委託先として、委託先は産総研

を含めてた 5 機関とした。有機ケイ素部材の製造企業 3 社は集中研への研究員出向で参画

を継続した。 
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図 2.2.2-1 本事業における研究開発の実施体制（2012 年度～2013 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-2 本事業における研究開発の実施体制（2014 年度） 
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2015 年度からは、産学官の密接な情報交換の下で効果的・効率的なデータ収集を行い、

学術レベルで得られた成果を実用化につなげていくため（2014 年度の中間評価での指摘）、

製造企業 3 社（昭和電工株式会社、コルコート株式会社、東レ・ダウコーニング株式会社）

を共同実施先として参画する体制を構築した。共同実施における人件費等は企業側負担で

ある。企業側負担での参画（共同実施）は、実用化を担う企業にとって本事業が魅力ある

ことを示唆している。なお、大阪大学を産総研の再委託（研究開発項目①-2 のうちアルコ

キシシランの水素化反応を担当）として要素技術開発を促進している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-3 本事業における研究開発の実施体制（2015 年度～2016 年度） 

 

2017 年度から、北里研究所（北里大学）を大阪市立大学の再委託（研究開発項目②-1 の

うち新規な鉄錯体触媒の開発）として要素技術開発を促進している。 

なお、東レ・ダウコーニング株式会社の親会社であるダウコーニング株式会社は、ダウ

ケミカル株式会社とコーニング株式会社の 50%ずつ出資する合弁会社であったが、2017 年

6 月に、ダウケミカル社の 100％子会社となり、プロジェクトへの参加が困難になり、東

レ・ダウコーニング株式会社は本事業から脱退している。ただし、東レ・ダウコーニング

株式会社が担当していた内容は、共同実施先の産業技術総合研究所が引き継いでいるため、

事業遂行上に問題はない。 

なお、経済産業省直執行、NEDO 事業のいずれの事業においても、産総研・触媒化学融合

研究センターの佐藤一彦研究センター長にプロジェクトリーダー委嘱している。佐藤一彦
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研究センター長は、アカデミア（大学）での触媒開発の経験と、産総研における企業との

共同研究による開発技術の実用化の経験を有しており、本事業のような、触媒の基礎探索

からプロセス開発や実用化までを見据えて進めていく必要のある技術開発を牽引するのに

最適なプロジェクトリーダーである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-4 本事業における研究開発の実施体制（2017 年度～2019 年度） 

 

2.2.3 研究開発の運営管理 

NEDO では、化学産業における国内外の技術動向を把握しながら、実用化に向けたプロジ

ェクトマネジメントを経済産業省及びプロジェクトリーダー等と連携して行っている。 

さらに、NEDO は、研究開発の進捗状況把握と実用化に向けたマネジメントとして、外部

有識者で構成される技術検討委員会を設置している。技術検討委員会では、研究開発の進

捗把握、プロジェクトの方向性や中間評価結果への対応、個別の研究開発の内容に関する

指導があり、技術検討委員会での意見コメントを参考に、本事業の推進を最適化する等の

効果的な事業推進を図っている。 

技術検討委員会は、本事業が経済産業省の直執行であった 2012 年度～2013 年度にも

NEDO が事務局となり開催（年一回）して、経済産業省との連携により外部有識者の意見を

運営管理に反映した。2014 年度の NEDO 移管を機会に、進捗状況や外部情勢の変化を適切

に運営管理に反映することを目的として、2015 年度からの技術検討委員会の開催頻度は年

2 回（中間評価の予定されている年度は年 1 回の開催予定）とした。なお、2019 年度は、

【再委託】

産総研を中心に、各大学を委託先として研究開発を実施。
実用化の入り口を見越し、企業は集中研（産総研）への研究員出向に加え共同実施先としても参画。
大阪大学、北里大学を産総研の再委託先として要素技術開発を促進。

【共同実施】
（自己負担）

ＮＥＤＯ

プロジェクトリーダー
国立研究開発法人産業技術総合研究所

触媒化学融合研究センター
研究センター長 佐藤一彦

国立研究開発
法人産業技術
総合研究所

研究開発項目：

①砂からの有機
ケイ素原料製造
プロセス技術開
発

②有機ケイ素原
料からの高機能
有機ケイ素部材
製造プロセス技
術開発

大阪市立大学

研究開発項目：

②有機ケイ素原料
からの高機能有
機ケイ素部材製造
プロセス技術開発

早稲田大学

研究開発項目：

①砂からの有
機ケイ素原料
製造プロセス技
術開発

②有機ケイ素
原料からの高
機能有機ケイ
素部材製造プ
ロセス技術開発

群馬大学

研究開発項目：

①砂からの有
機ケイ素原料
製造プロセス技
術開発

②有機ケイ素
原料からの高
機能有機ケイ
素部材製造プ
ロセス技術開発

関西大学

研究開発項目：

②有機ケイ素
原料からの高
機能有機ケイ
素部材製造プ
ロセス技術開発

信越化学工業
株式会社

昭和電工
株式会社

研究員出向

指示・協議委託

昭和電工株式会社

研究開発項目：

②有機ケイ素原料からの
高機能有機ケイ素部材製
造プロセス技術開発

【共同実施】
（自己負担）

大阪大学
研究開発項目：

①砂からの有機ケイ素原
料製造プロセス技術開発

【再委託】

コルコート株式会社

研究開発項目：

①砂からの有機ケイ素原
料製造プロセス技術開発

北里大学
研究開発項目：

②有機ケイ素原料
からの高機能有機
ケイ素部材製造プ
ロセス技術開発

技術検討委員会

意見・提言
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技術検討委員の意見を参考に、2019 年度中間評価結果を翌年以降の実施方針に反映させる

予定である（表 2.2.3-1）。 

本事業における技術検討委員会の委員（外部有識者）を表 2.2.3-2 に示す。事業を開始

した 2012 年度は、3 名の有識者(持田委員長、寺田委員、室井委員)に委員委嘱をしたが、

2013 年度には 2 名の有識者（辻委員、松川委員）に追加委嘱を行い、5 名の委員会体制と

している。さらに 2018 年度には 1 名の有識者（長瀬委員）に追加委嘱を行い、現在は 6 名

の技術検討委員会体制としている。この技術検討委員は、今後の事業進捗に応じて、意見

が必要となる分野の有識者についてさらに追加を検討する。 

 

表 2.2.3-1 技術検討委員会の開催(予定)履歴 

開催年度 開催日時 場所 

2012 年度 第 1 回 2013 年 2 月 27 日 経済産業省 

2013 年度 第 2 回 2014 年 1 月 27 日 経済産業省 

2014 年度 
第 3 回 2014 年年 11 月 19 日 産業技術総合研究所 

第 4 回 2015 年 2 月 26 日 NEDO 川崎本部 

2015 年度 
第 5 回 2015 年 10 月 9 日 NEDO 川崎本部 

第 6 回 2016 年 2 月 4 日 NEDO 川崎本部 

2016 年度 第 7 回 2017 年 1 月 6 日 NEDO 川崎本部 

2017 年度 
第 8 回 2017 年 11 月 16 日 NEDO 川崎本部 

第 9 回 2018 年 3 月 1 日 NEDO 川崎本部 

2018 年度 
第 10 回 2018 年 10 月 19 日 NEDO 川崎本部 

第 11 回 2019 年 2 月 15 日 NEDO 川崎本部 

2019 年度 第 12 回 2019 年 12 月初旬～下旬 NEDO 川崎本部（予定） 

 

表 2.2.3-2 技術検討委員会委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 氏 名 所 属 役 職 専門分野

委員長 持田 邦夫 学習院大学 教授 有機ケイ素化学

委員 辻 康之 京都大学 教授 有機金属化学

委員 寺田 眞浩 東北大学 教授 有機化学

委員 長瀬 公一 東レ株式会社 研究本部／嘱託 機能性材料

委員 松川 公洋 京都工芸繊維大学 特任教授 有機ケイ素材料

委員 室井 髙城 アイシーラボ 代表 工業触媒
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NEDO は、事業開始から現在に至るまで、佐藤一彦プロジェクトリーダーが開催している

有機ケイ素プロジェクト「全体会」に、定期的にオブザーバー参加をしている。事業者間

の議論を通した研究開発の進捗把握と、プロジェクトリーダー、委託先、業界団体、業界

関連会社に対するヒアリングを必要に応じて行うことで、研究開発目標の達成度や課題把

握を行い、事業の運営管理に反映している。 

 

2.2.4 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

2.2.4-1 実用化につなげる戦略 

本事業は、基礎的・基盤的な研究開発であるが、実用化を進める上では民間企業の関与

が必須であることから、民間企業の研究者を「産総研特定集中研究専門員」として産総研

（集中研）に登録することで、初期段階から企業視点を入れた研究開発として進めている。

企業の研究者が産総研の研究員と日常的に議論を深耕できるため、相互のシナジー効果も

発揮されて実用化を指向した成果が効率的に創出されている。 

また、実用化の可能性が高い研究開発項目については、産総研からの技術移転を早める

ため、民間企業の共同実施者の社内でプロジェクトによる触媒技術をオンサイト検討する

体制を構築をしている。 

さらに NEDO では、有機ケイ素技術動向と市場調査を、業界誌、Web 検索などから定期的

に実施して、プロジェクトの実施方針に反映している。2017 年度には、開発促進財源予算

を投入して「有機ケイ素に関する技術動向と市場の調査」を実施した。この調査でニーズ

を把握した外部刺激応答性の触媒については、2018 年度からの実施方針に追加することで

実用化に向けた事業推進を行っている。 

（**2014 年度にも「有機ケイ素製造プロセスの技術動向及び有機ケイ素部材の開発ニーズ

に関する検討」を調査実施している。） 

同時に NEDO では、プロジェクト成果を展示会出展する広報活動により、実用化に向けた

ビジネスマッチングを実施している。具体的には、エコプロ展 2017（2017 年 12 月 7 日～

9 日）、nanotech2018（2018 年 2 月 14 日～16 日）、nanotech2019（2019 年 1 月 30 日～2

月 1 日）に出展しており、有機ケイ素部材を使用するエンドユーザからのニーズを事業者

に議論するとともに、実用化の可能性に応じて、その都度、プロジェクト成果を共同研究

に展開するためのビジネスマッチングを実施している。なお、プロジェクト成果の展示会

出展による広報活動は 2019 年度も継続して実施する予定である。 

 

2.2.4-2 知財マネジメント 

経済産業省と NEDO の委託事業では、日本の技術競争力の強化や世界的な市場の獲得を

目指して、研究開発の成果である知財を創生する知財マネジメントを、各々の事業の特徴

を考慮しながら実施している。 

本事業は、2012 年度に未来開拓研究プロジェクトの一つとして、経済産業省の直執行で

開始された。「未来開拓研究プロジェクトの実施に関する基本方針」（経済産業省 平成 24・

03・21 産第 5 号）では、「未来開拓研究プロジェクトにおいては、参加者のシナジー効果

の発揮等によるプロジェクトの目的（研究開発の成功と成果の事業化による国益の実現）
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達成を確実にするため、知的財産について適切な管理を行う。」との記載があり、知的財産

が原則として参加者に帰属することを前提に、プロジェクトの推進を阻害する要因を防止

するため、プロジェクトごとの事情に応じた適切な措置を講ずることが必要とされている。

経済産業省の直執行期間においては、この考え方に基づいて作成された「産業技術研究開

発（有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発）知的財産権等取扱規程」を策定の上、

「知的財産権の取扱いに関する合意書」を関係者間で取り交わし、これらに従って知財の

管理を行っている。 

本事業が 2014 年度に NEDO に移管されてからは、経済産業省の定める「未来開拓研究プ

ロジェクトの実施に関する基本方針」に加えて、NEDO の定める「NEDO プロジェクトにおけ

る知財マネジメント基本方針」に基づいた知財マネジメントも実施している。具体的には、

「産業技術研究開発（有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発）知的財産権等取扱

規程」の見直しを行い、合意書を実施者間で取り交わした上で、これに基づいた知財管理

を 2014 年度から行っている。なお、この規程の概要は以下の通りである。 

・研究開発結果に基づく知財に関する決定機能は PL に一元化。  

・知財権はプロジェクト参加者に帰属。  

・プロジェクト参加者は、非参加者よりも有利な条件で知財権を使用。  

・知財権実施等に対する障害の排除。  

・大学への不実施補償なし。  

以上のように、本事業では、日本の技術競争力の強化や世界的な市場の獲得を目指した

「知財マネジメント」体制が厳密に整備されており、その効率的な運用も図られている。 
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2.3 情勢変化への対応 

(1)NEDO 移管時における採択審査 

本事業は 2012 年度に未来開拓研究プロジェクトの一つとして、経済産業省の直執行で開

始されたが、3 年目となる 2014 年度に経済産業省から移管されて NEDO 事業となった。実

用化を目指すプロジェクトマネジメントを強化する目的で変更した NEDO 移管時の体制変

更の妥当性は、表 2.3-1 に記載の外部有識者による「採択審査委員会」に諮問した。 

 

表 2.3-1 NEDO 移管時における採択審査委員会委員 

 

 

 

 

 

(2)研究開発体制の変更 

本事業を効果的・効率的に推進するには、産学官の綿密な連携によるデータ収集を行い、

学術レベルで得られた成果を実用化につなげる必要性があり、2014 年度中間評価でも同様

の事項が指摘がされた。このため、民間企業の研究者が産総研に出向することだけでなく、

製造企業 3 社（昭和電工株式会社、コルコート株式会社、東レ・ダウコーニング株式会社）

が産総研の共同実施先として参画する体制構築をした。これは、産総研からの技術移転を

早めるだけでなく、実用化検証が民間企業の社内でオンサイト検討できるため、実用化の

可能性を高確度で判断できる。 

 

(3)研究開発項目の選択集中 

事業成果の実用化に向けたプロジェクトマネジメントとして、研究開発項目の選択を

2016 年度から実施している。具体的には、研究開発を進めた結果、実用化が難しいと判断

した研究開発項目①-4 を 2016 年度で終了としている。また、プロジェクト成果を実用化

に移行するまでには、さらなる研究開発リソース（研究開発期間と研究費）が必要と判断

された①-3 を 2018 年度から中止にしている。さらに、研究開発を確実に遂行する必要が

ある研究開発項目①-2 と②-2 にリソースを集中するため、研究開発項目①-5 は 2019 年度

から中止にしている。 

 

 

区分 氏 名 所 属 役 職

委員長 御園生 誠 東京大学 名誉教授

委員 染宮 昭義 神鋼リサーチ株式会社 主席研究員

委員 府川 伊三郎 （元）福井工業大学 教授
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2.4 中間評価への対応 
(1)2014 年度中間評価 

「総合評価」＜肯定的意見＞では、「本テーマは高付加価値材料である有機ケイ素原料

の素原料を国内産原料に転換しようとする意欲的なもので、産業の国際競争力強化、雇用

確保に貢献する産業戦略上重要なテーマである。有機ケイ素原料の原料供給を、現在海外

の技術で海外の企業により生産されている金属ケイ素に頼らず、国内の企業により実施可

能な反応・技術を新たに開発することにより実現しようとするプロジェクトであり、これ

を遂行する意義は極めて大きい。学術的にも産業的にもインパクトがあり、世界に先駆け

たチャレンジングなテーマ設定であり大変素晴らしい。これまで多くの研究成果を挙げて

いることに感激すると共に、ほぼ当初の目標を達成されていると感じた。今後、より大き

な成果を挙げられることを多いに期待している。」などを頂いている。 

 

なお、「総合評価」＜問題点・改善すべき点＞での指摘事項には、下記の対応をした。 

1．研究項目①においては、エネルギー消費、経済性がポイントであり、従来プロセスに比

較してどの程度改善されうるか、具体的プロセスを想定しそれに依拠した現実性のある

定量的評価を実施すべきである。現在の評価法は早急に改善すべき。研究項目②は機能

がポイント。これについても具体的な機能を早い時期に想定することを期待したい。 

 （対応）研究項目①は、民間共同実施者と共に研究開発を進めることで、現行比較での経

済優位性を考えたプロセスを開発して現実的な評価を開始した。研究項目②は、民間か

ら共同実施者を募集して、川下で有機ケイ素部材を展開する想定を開始した。 

2．当初構想では素原料・中間原料・製品がシリーズになっており、中間原料が定まらない

と、製品化へのルートも定まらない。中間原料を数種類の中核的物質に絞り込んで、当

初構想の実験室レベルでの一気通貫の実証を優先的に実施する必要がある。 

 （対応）実験室レベルで実証可能なサンプル量が得られてから実施する（2017 年度以降）。 

3．商業化を見据えたより明確な目標設定とそれを実現するための開発すべき要素技術の

明確化が必要ではないか。研究テーマ全体の資源配分の再検討が必要ではないか。「や

るべきこと」ではなく「やれること」に偏っている傾向も見える。 

 （対応）早期の商業化を実現するため、民間企業との共同研究実施体制を構築して、市場

要求のある具体的な化合物製造のための要素技術を開発した。 

4．有機ケイ素原料を砂から得るという研究項目①においては、アルコキシシランの合成と

いう大きな成果を上げているものの、産業的なインパクトを念頭に置いて目標とすべき

アルキルアルコキシシラン類またはアリールアルコキシシラン類の合成については、要

素技術開発の具体的な道筋が未定である。人的、および研究資源を投入してこの課題の

解決に注力すべきと思われる。 

 （対応）ナノ金属触媒を使用することで達成した。 

5．砂から汎用有機ケイ素原料の製造プロセスに関する開発研究のプロジェクト全体にお

ける比重が相当大きいと推定される。しかし実際には、ここへの研究資本の投下が少な

いように思われる。 
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 （対応）NEDO 加速資金の投入を行い、複数の製造プロセス候補を抽出した。 

6．研究開発を担当するメンバーが有機金属化学関係に片寄っており、問題の捉え方が有機

化学的な視点に偏る恐れがある。今後、無機化学やプロセス工学等の研究者の参加を積

極的に受け入れる必要がある。 

 （対応）無機化学の研究開発の中心となる研究者を 2 名増強するとともに、共同実施先と

して事業を持つ民間企業との連携研究を開始した。 

7．技術委員会のメンバーに、企業からの参画者を増やすべきと感じる。年に１度一年間の

成果に基づいて、その後の取り組み方と開発技術の応用展開について、しっかりとした

議論を行うことが望まれる。特に研究項目②で新たに見出された触媒反応および新規化

合物など、短期での実用化の可能性の高いサブテーマについては、上記技術委員会での

議論を踏まえた上で、研究推進加速予算などを活用して、十分な支援体制を構築すべき

と考える。 

 （対応）NEDO 加速資金を利用して、民間企業の複数社と短期実用化の可能性が高いサブ

テーマの研究開発を集中的に実施した。成果は共同で特許出願されている。 

 

(2) 2016 年度中間評価 
「総合評価」＜肯定的意見＞では、「酸化ケイ素を出発物質として一気通貫でシリコー

ン等を製造する新しい体系と応用を生み出す研究指向は、限られた日本の資源エネルギ

ー環境にあっては望ましい取り組みであり、新産業を生み出す可能性を秘めている点、

大変有意義である。エネルギーや環境問題を考えれば取り組みは至極当然の方向である

ので、これまで成立してこなかった方が不思議なくらいである。研究計画やマネジメン

トは、ケイ素化学の広さ、また開拓領域の広さゆえに、比較的広範囲にわたっているが、

それぞれにおいて斬新なアイデアと企業ニーズを取り入れ設定させており、中間評価時

点においては有効なものになっている。すでに、酸化ケイ素からテトラアルコキシシラ

ンの合成に成功し、実用性と工業的実施性を検証しつつあり、最重要項目の第一段階は

クリアできている。また、ケイ素化合物合成のため様々な基本要素技術も斬新な形で構

築されつつあり、今後の成果が期待される。」などを頂いている。 

 

なお、「総合評価」＜問題点・改善すべき点＞での指摘事項には、下記の対応をした。 

1．第一段階の反応に対し 1kg で 50％の反応率で 50％の選択性である必然性は全くない。

むしろ、選択性を高める方策の検討と実施、またより工業的実施性を高めるための取り

組みを化学工学的な専門家や企業の積極参画を得て実施するなどで、レベルをスピーデ

ィにアップさせるべきであろう。スケールを上げたときに発生する様々な問題点がプロ

セス自体の実現可能性を極度に低下させることは多々あるので、かなり早い時期に問題

点を洗い出し、対策を具体化させておくことが肝要である。 

 （対応）研究開発項目①-1 について、「2019 年度前半までに反応率 70％及び選択率 70％

を達成すると見込まれる反応経路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件

について指標を得る。」ことを基本計画と実施方針に明記した。さらに、実用化とコス
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トを意識した化学工学プロセスシミュレーションの実施と、民間の共同実施者の社内で、

プロジェクトによる技術検証をオンサイトで検討開始した。 

2．Si-C 結合形成のモデル化合物が何れもアルキル/アリール置換シラン化合物であり、テ

トラアルコキシシランに応用展開出来るかを早期に確認する必要がある。テトラアルコ

キシシランを原料とするジアルキル置換体の社会実装可能性を覗わせる成果は得られ

ていない。当初構想実現の為のキーであるテトラアルコキシシランのジアルキル化技術

開発への研究開発資源配分が相対的に低かった。この結果、実験室的な一気通貫のシナ

リオ実証に至らなかったと理解する。 

 （対応）アルコキシシラン化合物を用いた検討によって得られた知見を基に、Ｑ単位構造

中間原料（テトラメトキシシラン等）を出発原料として有機ケイ素原料を製造するため

の触媒種と反応条件の検討を開始した(2017 年実施方針、実施計画書に記載）。また、

ジアルキルジアルコキシシランを得る複数の合成経路を検討してきたが、実用化の見込

みが低い①-4 (高活性ケイ素化学種を経由した有機ケイ素原料製造法の開発)について

は 2016 年度末で検討を終了した。 

3．Si-C 結合技術の開発が停滞している。この点がブレークスルーできないと本プロジェ

クトの成功はあり得ない。配位子を含めた Fe 触媒設計を進めて現行の Pt 触媒の 1/10 以

下の価格で提供できる目処をつかんで欲しい。また Fe 触媒が材料系中に残存した場合

の影響を明確にして、触媒設計にフィードバックして欲しい。産総研含めアカデミア側

の実施者はシリコーン工業を正確に把握し、本プロジェクトが如何にチャレンジングか

をよく認識すべき。またシリコーン工業からの実施者も、現状の実態を丁寧に説明すべ

き。Rochow 法は 50 年以上使われ続け高度にリファインされ、プロダクトミックス等の

バランス含め高度に最適化･効率化されている。 

 （対応）研究開発項目の選択集中により、リソースを①-2(Q 単位構造中間原料からの有

機ケイ素原料製造技術の開発) に移行した。また、配位子を含めた Fe 触媒設計は民間

企業との共同研究で実用化の可能性を検討開始した。さらに、NEDO による「有機ケイ素

に関する技術動向と市場の調査」、企業との共同研究におけるニーズ説明、プロジェク

ト成果の広報活動を含めた展示会（エコプロ展、nanotech 展など）出展から、シリコー

ン工業のエンドユーザーを含めたヒアリングと技術動向を継続的に把握している。なお、

プロジェクト参画企業は、プロジェクト関連会議、産総研への研究員出向、共同研究を

通して、アカデミア側に市場ニーズを継続的に説明もしている。 

4．評価委員から意見が出たように、「実用化」の意味するところをプロジェクトとして今

一度コンセンサスをとり、今後は、それに向けて力を注いでいく必要がある。そのため

には、何をどこまで本プロジェクト内でやり、どこからを企業と共同でやり、どこから

を企業にまかせるかの見通しを立てる必要がある。 

 （対応）民間企業による実用化検討は、事業終了後の 2022 年度からとしているが、早期

に実用化できるものは、民間企業でオンサイト検証できる見直しを実施した。 

5．「ケイ素－炭素結合」を直接形成させるプロセスだけでなく、ケイ素－炭素結合をはじ

め様々な結合に容易に変換できる「ケイ素－水素結合」の形成にもっと重点を置き、そ
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れを起点として直接法からは得られないケイ素材料を合成する経路を開発するのも一

つの方向であると考える。また、企業からの要望を聴き、それを取り入れて行くだけで

なく、直接法にはない本プロセスの優れた特徴の発見に力を注ぎ、その特徴を活用した

り企業側へ発信したりして行くこともまた重要であると考える。 

 （対応）研究開発項目①-2 において、2019 年度末に「テトラアルコキシシランの水素化

反応に有望な触媒種を選定して最適な反応条件についての指標を得る」ことを実施方針

に明記した。さらに、企業との共同研究を継続的に実施すると共に、展示会などでの成

果 PR を積極的に開始している。 

6．テトラアルコキシシランからジメチルあるいはジフェニルジアルコキシシランの合成

に道筋を拓く必要がある。原料を砂から得るという研究項目①においては、複数の天然

砂からアルコキシシランの合成を行うという成果を上げている。このアルコキシシラン

のヒドロシランへの変換反応においてもモデル系で萌芽的な成果を得ているものの、産

業的なインパクトを念頭に置いて目標とすべきメチルまたはアリールアルコキシシラ

ン類の合成については、要素技術開発の具体的な道筋が未だ不明である。同課題の解決

への注力が必須である。現在、世界的にバルクで使われるこれらのシリコーン部材の合

成が、ケイ素化学工業の低エネルギー化、低炭素化への鍵技術となろう。これに関連し

て、バルク有機ケイ素材料の低エネルギー合成手法の確立と、未踏機能性有機ケイ素材

料の創出の明確な区別が必要と感じる。研究項目②で新たに見出された触媒反応および

新規化合物など、短期での実用化の可能性の高いサブテーマについては、上記技術委員

会での議論を踏まえた上で、研究推進加速予算などを活用して、前倒しで実用化のため

の十分な支援体制を NEDO 側で構築すべきと考える。 

 （対応）2019 年度末に「Ｑ単位構造中間原料（テトラメトキシシラン等）を出発原料と

した場合の反応条件を精査して、有望な触媒種と反応経路の候補を選定する」ことを目

標に、技術検討委員の知見を得ながら研究開発を推進しており、アルコキシシランのヒ

ドロシランへの変換反応は、遷移金属ヒドリド錯体触媒を用いる方法の検討において、

触媒配位子の更なる改良に重点をおくことにした（実施方針、実施計画に記載済）。さ

らに、バルク有機ケイ素材料の低エネルギー合成手法の確立は、小型ベンチプラントに

よる検討を予定しており、未踏機能性有機ケイ素材料の創出は、企業との共同研究によ

り推進をしている。なお、有機ケイ素に関する技術動向と市場の調査を NEDO 事業として

実施。ケイ素企業にヒアリングも実施して、外部刺激に応答して活性が変化する触媒系

の開発を②-1 に追加している。同時に、事業成果に関心あるユーザーとビジネスマッチ

ングを行い、サンプル提供につながる実用化支援を実施している。 
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2.5 評価に関する事項 
本事業は、2012 年度から経済産業省の直執行事業とする前に、経済産業省での事前評価

とパブリックコメントを実施した。さらに 2014 年度の NEDO に移管時には、NEDO 環境部で

事前評価とパブリックコメント（NEDO POST）を実施して、NEDO 事業としての判断をした。

経済産業省と NEDO における、事前評価書及びパブリックコメントを「事前評価及びパブリ

ックコメント関連資料（添付資料②-1～②-5）」として別添する。 

また NEDO は、技術的及び政策的な観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術

的意義及び将来の産業への波及効果等について、外部有識者による中間評価と事後評価を

実施する。経済産業省の直執行事業の開始年度（2012 年度）から通算して 3 年目（2014 年

度（2014 年 9 月 9 日に実施済））、5 年目（2016 年度（2016 年 10 月 28 日実施済））、8

年目（2019 年度（2019 年 8 月 2 日実施予定））に中間評価を実施して、事業終了年度（2021

年度）の次年度に事後評価を実施する。 

表 2.2.3-2 評価種類と実施(予定)時期の履歴 

評価の種類 評価の実施時期 評価手法 評価事務局 評価項目・基準 評価委員 

事前評価 

（経済産業省） 

2011 年 7 月 22 日 外部評価 経済産業省 標準的評価項目・

基準 

添付資料

②-1 

事前評価 

NEDO 

2014 年 1 月 22 日 外部評価 環境部 標準的評価項目・

基準 

添付資料

②-4 

中間評価 

（2014 年度） 

2014 年 9 月 9 日 外部評価 評価部 標準的評価項目・

基準 

表 2.3-3 

中間評価 

（2016 年度） 

2016 年 10 月 28 日 外部評価 評価部 標準的評価項目・

基準 

表 2.3-4 

中間評価 

（2019 年度） 

2019 年 8 月 2 日 

（予定） 

外部評価 評価部 標準的評価項目・

基準 

― 

事後評価 

（2022 年度） 

2022 年度 外部評価 評価部 標準的評価項目・

基準 

― 

 

表 2.2.3-3 中間評価（2014 年度）評価委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 氏 名 所 属 役 職

分科会長 御園生 誠 東京大学 名誉教授

分科会長代理 染宮 昭義 （元）神鋼リサーチ株式会社 主席研究員

委員 河内 敦 法政大学 教授

委員 飛田 博実 東北大学 教授

委員 中村 正治 京都大学 教授

委員 昇 忠仁 三井化学株式会社 主席部員

委員 村上 正浩 京都大学 教授
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表 2.2.3-4 中間評価（2016 年度）評価委員 

 

 

区分 氏 名 所 属 役 職

分科会長 上田 渉 神奈川大学 教授

分科会長代理 染宮 昭義 （元）神鋼リサーチ株式会社 主席研究員

委員 岩原 孝尚 株式会社カネカ 高度専門研究者

委員 河内 敦 法政大学 教授

委員 飛田 博実 東北大学 教授

委員 中村 正治 京都大学 教授
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3．研究開発成果について 

3.1 事業全体の成果 

 事業全体としては、表 3.1-1 に示すように、複数の課題で目標を上回る成果が得られるな

ど順調に進展している。①砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発に関しては、シリ

カとアルコールからのテトラアルコキシシラン製造において、実用化に向けて有望な無機脱

水剤を用いる高収率・高選択的な新規製造法を見出すとともに、もみ殻燃焼灰など入手容易

な種々の天然原料が利用可能であることや従来法に比べコスト優位性があることを示すこと

ができる等、中間目標を 2019 年度前半に達成する成果を得た。また、最も困難な課題である

テトラアルコキシシランからのアルキルシランやヒドロシラン製造に関しても、テトラアル

コキシシランのアルキル化が進行する触媒や安価な水素源を利用したヒドロシラン合成経路

を見出すことができた。 

一方、②有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素製造プロセス技術開発に関しては、ケイ

素－炭素結合形成技術において、反応開始剤が不要でハンドリング性が大幅に向上した鉄錯

体触媒の開発に成功した。また温度による外部刺激に応答して活性を制御することができる

金属微粒子触媒の開発に成功した。さらにアリル系基質やヘテロ原子含有基質のヒドロシリ

ル化に有効な高性能触媒の開発に成功した。ケイ素－酸素結合形成技術においては、Si(OH)4

とそのオリゴマーの合成と粉体化に世界で初めて成功するとともに、オリゴシロキサンの高

選択合成法の開発や、ポリシロキサンの構造を精密に制御できる実用的な触媒反応の開発等

に成功した。ケイ素－ケイ素結合形成技術においては、半導体原料として重要なジシランを

脱水素カップリングにより製造する触媒技術において、実用に耐えうる収率・選択性・寿命

を有する触媒の開発に成功し、目標を大きく上回る成果を得た。これらの成果は、従来技術

に比べ大幅な省エネルギー・低コストプロセスとなるとともに、従来法では製造ができない

新規有機ケイ素材料の開発に繋がる技術であり、ケイ素化学産業に留まらず、将来的に様々

な産業分野において活用される素材を提供し、市場の拡大につながるものと大きく期待され

る。 

 

表 3.1-1 事業全体の成果 

目  標 研究開発成果 達成度 
課題と解決方針 

※未達の場合のみ 

① 砂からの有機ケイ素
原料製造プロセス技
術開発 

・砂からテトラアルコキシシラ
ンを製造する技術において、反
応率７０％・選択率７０％を上
回る触媒や反応条件の指標を
得るとともに、現行製造法に対
するコスト優位性や CO2 排出削
減効果を明確化した。 
・均一系触媒を用いた反応にお
いて安価な水素源を用いたヒ
ドロシラン合成法を見出した。
固体触媒を用いた検討におい
てテトラアルコキシシランを
原料とし、アルキルシランに変
換できる触媒系を見出した。 

達成  

ケイ砂の反応率５０％、
有機ケイ素原料の選択率
５０％（①-1 については
反応率７０％・選択率７
０％）を達成すると見込
まれる反応経路と触媒を
選定し、温度や反応媒体
等の最適な反応条件につ
いて指標を得る。（出典：
基本計画 p.3） 
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②有機ケイ素原料からの
有機ケイ素原料の反応率
８０％、有機ケイ素部材
の選択率８０％を達成す
ると見込まれる反応経路
と触媒を選定し、温度や
反応媒体等の最適な反応
条件について指標を得
る。（出典：基本計画 p.3） 

・外部刺激に応答して活性が制
御可能なヒドロシリル化触媒
を見出した。 
・高機能材料への応用が期待さ
れるかご型骨格シラノール Q8H8

の合成と単離に成功した。オリ
ゴシロキサンの高選択合成法
の開発やポリシロキサンの構
造を精密に制御できる実用的
な触媒反応の開発等に成功し、
目標を十分に達成した。 
・モノシランからのジシラン製
造において実用化を達成す
ると見込まれる収率・選択性・
寿命を有する触媒を見出し、目
標を達成した。 
・還元剤が無くても利用できる
ヒドロシリル化用固定化触媒
を開発した。 

大幅達成  

   



 

3.2－1 
 

3.2 研究開発項目毎の成果 

3.2.1 砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発 

 シリコーンの原料である有機ケイ素原料は、1940 年代に General Electric 社の研究員で

あった Rochow 博士により開発された直接法と呼ばれる方法により現在でも生産されている。

この方法は、単体ケイ素（金属ケイ素）に塩化メチル等を銅触媒存在下で反応させる方法で

ある。ここで用いられる単体ケイ素は、高純度なケイ石を電気アーク炉で、炭素を還元剤と

して溶融還元して製造される（図 3.2.1-1）。 

 

図 3.2.1-1 現行の有機ケイ素原料製造法 

 

 一方、シリコーンは主に図 3.2.1-2 に示す M、D、T、Q と呼ばれる 4 つの基本単位構造の組

み合わせからなる高分子化合物である。上記の直接法で製造されるクロロシラン類を加水分

解すると、下記の基本単位構造が形成されることになる。Q 単位構造を持つテトラアルコキシ

シラン（Si(OR)4）は、シリコーンレジン等の重要な原料であるが、やはり金属ケイ素を経由

して製造されるのが一般的である。原料であるケイ石の組成式は SiO2で示されるが、実際に

は無限の構造を持つ高分子物質であり、一つのケイ素原子は 4 つの酸素原子と結合を形成し

ている（Q 単位と同じ）。ケイ素－酸素結合は大変強い結合（結合エネルギー：約 450kJ/mol）

であり、その結合を切断するには多くのエネルギーを要する。下記のシリコーンの基本構造

を見れば明らかなように、いずれもケイ素－酸素結合を有している。したがって、シリコー

ンの原料（基本単位）を製造する際、SiO2 から一旦すべての酸素を取り除くのではなく、選

択的に必要な分だけ有機基に置換する触媒技術を開発することができれば、大きな省エネル

ギー効果が見込まれる。 

 

 

図 3.2.1-2 シリコーンの骨格を形成する単位構造 

 

 このような試みとして、Si(OCH3)4 を原料とする反応が General Electric 社より報告され

ている（Organometallics 2004, 23, 6202; US Patent 6258971 (2001)など）。この反応で

は、CH3Si(OCH3)3などの生成が確認されているが、触媒反応ではなく水素化ナトリウムを過剰

量用いる必要があり実用的ではない。このように、直接法を開発した General Electric 社に

おいても、直接法を代替する方法の重要性が認識されており、シリコーンに関連する企業に
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おいてはその開発が試みられているものと推察されるが、これまで成功例は全く報告されて

いない。直接法の代替技術の開発は重要な課題である一方、極めて難しい課題である。 

 このような課題を解決するため、本開発項目では、下記に詳細を示す①-1、①-2、①-3、

①-5 の各課題に取り組んだ。なお①-4 は 2016 年度までで検討を終了している。表 3.2.1-1

には、これら開発項目の成果をまとめて示した。 

 

表 3.2.1-1 研究開発項目①の成果 
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3.2.1.1 金属ケイ素を経由しない Q 単位構造中間原料製造法の開発 

 図 3.2.1.1-1 に研究開発項目①-1 の 2017～2019 年度計画を示した。 

 
図 3.2.1.1-1 研究開発項目①-1 の 2017～2019 年度計画 

 

3.2.1.1.1 SiO2からのテトラアルコキシシランの直接合成 

産業技術総合研究所（産総研）では、砂の主成分であるシリカ（SiO2）のケイ素－酸素結合

を開裂させることによる、低分子有機ケイ素原料の合成検討を行った（図 3.2.1.1-2）。具体

的には、ケイ素化学産業の基幹原料の一つであり、シリコーンなどさまざまな有機ケイ素材

料の原料としても重要なテトラアルコキシシランを、金属ケイ素を経由することなく、シリ

カとアルコールとの反応により一段階で効率的に合成するための触媒及び反応条件の検討を

行った。 

 

 

図 3.2.1.1-2 各種ケイ素源でのテトラアルコキシシラン合成 
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安価で豊富に存在するケイ素源を原料として、反応率 70%・選択率 70%を上回る触媒や反応

条件の指標を得るとともに、現行製造法に対するコスト優位性や CO2 排出削減効果を明確化

した。また反応の段階的なスケールアップを行い、小スケールでの基礎研究フェーズと同等

以上の目的物の収率を得られる反応条件を見出すとともに、最終目標（1kg での工業実施可能

性の検証）に必要な反応装置について指針を得た。 

 今回開発した技術では、シリカとアルコールという安価でありふれた原料から金属ケイ素

を経由せず、テトラアルコキシシランを高効率で合成できるため、有機ケイ素原料の省エネ

ルギー・低コスト製造に繋がり、今後の有機ケイ素材料の利用拡大が期待される。2017～2019

年度における本研究開発項目の成果のまとめを図 3.2.1.1-3 に示す。 

 

 

図 3.2.1.1-3  SiO2からのテトラアルコキシシランの直接合成成果の概要 

 

今後、市場動向や参加企業の意向も考慮しながら、パイロットプラント建設に向けた課題

を明らかにするとともに、更なる省エネルギー化を図るため、プロセスの改良を行う。 
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3.2.1.2 Q 単位構造中間原料からの有機ケイ素原料製造技術の開発 

 本開発項目では、砂からの直接製造が可能と考えられる Q 単位構造中間原料であるテトラ

アルコキシシラン等のケイ素－酸素の結合を切断し、ケイ素原子上にアルキル基、アリール

基、水素原子等を持つ化合物を製造するための触媒技術を開発することを目的とした均一系

触媒による安価な水素源を用いた水素化反応の検討を継続するとともに、固体触媒によるテ

トラアルコキシシラン等の変換を検討した。さらに、テトラアルコキシシラン等から容易に

合成が可能なアシロキシシランの脱炭酸反応による有機シランの製造法についても検討を行

った。図 3.2.1.2-1 には、これら 3 つの研究開発項目の 2017～2019 年度計画を示した。 

 

 

図 3.2.1.2-1 研究開発項目①-2 の 2017～2019 年度計画 

 

3.2.1.2.1 遷移金属錯体触媒を用いたアルコキシシラン等の変換反応開発 

 産総研では、ケイ砂等の SiO2 原料から直接製造が可能であると期待されるテトラアルコキ

シシランなどの Q 単位構造中間原料やそこから誘導可能な四塩化ケイ素を、水素ガスを水素

源として温和な条件で水素化することによりヒドロシランを製造する触媒反応を開発するこ

とを目的に検討を行った。ヒドロシランは、ヒドロシリル化反応をはじめとする様々な反応

に利用されており、有機ケイ素産業において重要な原料の一つである。ヒドロシランは、現

在、金属ケイ素を経由するエネルギー多消費プロセス又は高価な金属水素化物を一当量以上

必要とするプロセスにより製造されている。 

本研究では、Ir ヒドリド錯体を触媒として用いることにより、水素ガスによるクロロシラ

ン類の水素化が可能であることを明らかにした。さらに本反応では、従来法では多段階の製

造工程を要したクロロヒドロシランの選択的合成が可能となった。Q 単位構造中間原料のモ

デル化合物において水素を利用した触媒的水素化では、反応条件検討による反応効率の改善

は、現時点で達成できていない。今後、触媒構造が検討課題であると認識している。ニッケ

ル触媒を用いて、ハロシランとオレフィン類を原料に、ビニルシラン類の効率合成法を開発

した。今後は、さらなる触媒の効率化を目指した検討を行う予定である。 
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3.2.1.2.2 安価な還元剤を用いたアルコキシシラン等の変換反応開発 

産総研では、アルコキシシランの触媒的なヒドロシランへの変換反応において、取り扱い

容易で温和な還元剤としてボランを用いた検討を行った。ボランを還元剤とする検討は 2016

年度までの取り組みにおいて、希土類金属錯体を触媒とする反応を見出している。一方で、

本反応では副生するアルコキシボランが触媒を被毒するため、目的とするヒドロシランの収

率が中程度にとどまるという問題点を有する。しかし、今回ルイス塩基を触媒とすることで、

ボランを還元剤とするアルコキシシランの効率的水素化反応を達成した。さらに、NaBH4はア

ルキルハライドと反応してボランを生成することに着目し、これを組み合わせることで、形

式的に安価な NaBH4を還元剤とするアルコキシシランからのヒドロシラン合成を達成した。 

 

3.2.1.2.3 アシロキシシランからの脱炭酸を経由するカルボシラン合成 

  

産総研では、Si-O 結合を Si-C 結合に変換する新たな反応経路として、アシロキシシラン

の脱炭酸反応による Si-C 結合生成反応について検討を行った。アシロキシシランからの脱炭

酸により、Si-O 結合を Si-C 結合に変換する反応プロセスに関して理論的検討を進めた結果、

アシロキシ基がハロゲン原子等の電子吸引性の原子や置換基を有する場合、脱炭酸反応が起

きやすい傾向があることがわかった。また、その結果等に基づいた実験的検討では、2016 年

度までの検討で見出した塩基触媒よりも、さらに高活性な触媒系を見出すことができ、そ

れらの高活性触媒を用いることにより、従来の触媒系では反応が困難であったアシロキシ

シランでも、脱炭酸反応を進行させて、対応するカルボシラン類を生成させることが可能

になった。 

これらの理論的および実験的検討により、脱炭酸過程を経由した Si-O 結合の Si-C 結合

への変換プロセスについて、実用化の可能性を高めることができた。Q 単位構造中間原料か

らの有機ケイ素原料製造に関する有望な一つの経路を提示できたことから、中間評価の目

標は達成できたと考える。今後は、さらに反応条件の改良等を通じて、実用的な反応系

への展開や応用を進めていく予定である。 

 

 

 

図 3.2.1.2-2 脱炭酸を経由する Si-O 結合の Si-C 結合への変換 

 

3.2.1.2.4 固体触媒を用いた有機ケイ素原料合成反応 

産総研では、テトラメトキシシラン（TMOS）のアルキル化反応に対して有効な触媒の探索

を行った。Na を様々な金属酸化物上に担持した触媒（図 3.2.1.2-3）を用いて検討した結果、

CeO2担体を用いると TMOS のメチル化によるトリメトキシメチルシラン（MeSi(OMe)3）の生成

反応が効果的に進行することを見出した。さらなる MeSi(OMe)3生成活性の向上を目指し、金
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属状態の Na を増やすことを目的として、Na/CeO2 への水素解離能を有する金属種の添加の影

響について調べた結果、Pd を添加した場合、活性が顕著に向上することがわかった。Pd の添

加効果を確認するために、担持 Na に対する電子状態を調べた結果、Na/CeO2 に比べて

Pd/Na/CeO2では金属 Na の割合が高いことが示された。したがって、Pd は金属 Na 活性点の形

成を促進する役割を果たしていることが明らかとなった。Pd/Na/CeO2 上で得られた

MeSi(OMe)3 生成速度は、これまでに唯一、本反応が進行することが報告されている NaH との

反応における生成速度の約半分であった。しかし、活性点である Na 原子当たりの生成速度に

換算すると、NaH との反応よりも 5 倍大きく、Pd/Na/CeO2 では、担体上に分散された金属 Na

活性サイトを安定に保持できていることが明らかとなった。さらに、水との反応性が著しく

高く、空気中では取り扱いが困難な NaH に比べて、Pd/Na/CeO2 の取り扱いは容易である点か

らも優位性がある。 
 

 
図 3.2.1.2-3 Na 担持触媒の作製と触媒反応の概略図 

 
CeO2 上に Na と Pd を担持した触媒上で本反応が効果的に進行することを見出したことは顕

著な成果である。Pd/Na/CeO2上で得られた反応活性は、2019 年度末の中間目標である「有機

ケイ素原料の反応率 50%、有機ケイ素部材の選択率 50%を達成すると見込まれる反応経路と触

媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標を得る」に対して、反応率は

45～70%を得ており、目標をほぼクリアしている。一方、選択率に関しては、今のところ目標

には至っていないが、本研究で開発した触媒は、NaH を用いた場合の MeSi(OMe)3 生成速度の

約半分の速度を得るところまで到達している。さらに、Na 原子当たりの活性に換算した場合

には、NaH との反応よりも約 5 倍も高く、NaH と比較して、Pd/Na/CeO2では、担体上に分散さ

れた金属 Na 活性サイトを安定に保持できる点において優位性がある。 
  

水素還元処理
NaOx/MOx Na/MOx

TMOS反応

NaOMe, NaOSi(OMe)3/MOx etc.

水素還元（再生）

MeSi(OMe)3

Me2Si(OMe)2

空気中焼成
NaOH/MOx

(含浸担持)

MOx：金属酸化物担体
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3.2.1.2.5 アルコキシシランの分子変換 

 産総研の再委託先である大阪大学では、ハフニウムトリフラートを用いてアルコキシシラ

ンをシリルトリフラートへと容易に変換可能であることを見出した。また、上述の反応系に

対し、ヒドリド源としてアミンボランを加えると、速やかに水素化が進行することを明らか

にした。すなわち、ハフニウムトリフラートを用いて反応中でアルコキシシランを変換する

ことで、ワンポットでヒドロシランを生成することに成功した。 

 Q 単位構造原料であるアルコキシシランからの有機ケイ素原料合成に関して、前周期遷移

金属触媒を用いてアルコキシシランを一旦シリルトリフラートやシリルハライドへと変換す

ることで、ヒドロシランの触媒的合成が容易になることを見出した。現時点では、ヒドリド

源としてアミンボラン化合物を用いているものの、本事業で開発した水素化触媒と合わせる

ことで、アルコキシシランの水素化の効率化を図れるものと期待される。また、アルコキシ

シランと金属ヒドリドの直接的な反応に展開すべく、低原子価の前周期遷移金属種やシリカ

表面に担持した前周期遷移金属や希土類金属錯体の反応性を検討しており、Q 単位構造中間

原料の水素ガスを用いた水素化達成の手立てを探る。 
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3.2.1.3 砂から Q 単位構造を基本とするビルディングブロック型有機ケイ素原料製

造法の開発 

3.2.1.3.1 環状またはかご型構造を有するビルディングブロックの直接合成 

 群馬大学では 、 シ ロ キ サ ン 環 状構 造を含むとさ れて いる鉱物ウラ スト ナイト

（wollastnite）を用いて、温和な条件でケイ素モノマーへ変換する方法を試みた。 

原料としてケイ素と酸素を 4 つずつ含むシクロテトラシロキサン構造を含むと言われ

ているウラストナイト（wollastnite）を用いた。 

群馬大学では環状シラノールのカリウム塩及びナトリウム塩を市販原料から高収率で

合成する方法を見出しており、それらが構造規制シロキサンのよい前駆体となっている

ことを踏まえ、生成物をシラノールのカリウム塩として取り出すことを考え、ウラスト

ナイトを塩化カリウム、水と混合し、マイクロウェーブ反応装置で 180 ℃、20 時間反応

させた（図 3.2.1.3-1）。得られた固体のスペクトルを解析したが、回収された塩化カリ

ウムに加え新たな赤外（IR）吸収を持つ化合物の存在が確認できた。2017 年度に分離操

作、ならびに条件検討を行ったが、ケイ素を含む単分子またはオリゴマーは確認できず、

原料とは異なるものの無機塩骨格がまだ残っており、有機溶媒に溶解しない生成物であ

ることを確認した。  

 
図 3.2.1.3-1 ウラストナイト（wollastnite）を用いた反応 

 

ウラストナイトについては、文献で一例だけだが直接変換が報告されており（図

3.2.1.3-2）、高い温度を必要としているため、マイクロウェーブ反応装置、ボールミル混

合装置などの装置を活用し、できるだけ低温で反応を進行させる検討を行ったが、いず

れの場合も効率よく開裂反応を起こすことはできなかった。 

 
図 3.2.1.3-2 ウラストナイトを用いた反応の報告例 

 

 実験室で試みることができる条件下では目的とする反応を起こすことができなかっ

た。2018 年度以降本テーマは中止となっているが、低温で効率よくケイ素酸素結合を開

裂できる触媒が見出されたときは、本鉱物に適用し目的の反応が起こるかの確認を行う

予定である。 
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3.2.1.3.2 ケイ酸塩を原料としたビルディングブロック型有機ケイ素原料製造法の開発 

早稲田大学では、かご型の Q8 骨格を有するケイ酸塩を原料に、有用な合成原料である

アルコキシシロキサンオリゴマーへ転換することを目的とし、かご型ケイ酸塩のアルコ

キシ化の条件を検討した。かご型ケイ酸塩を硫酸処理後、塩析により有機溶媒に抽出し、

アルコール存在下で加熱することで、低収率ながらかご型アルコキシシロキサンの合成

に成功した。また、副生成物としてかご型構造の一部が開裂したシロキサンオリゴマー

も存在が示唆されたが、この副生成物はゲル浸透クロマトグラフィーにより除去可能で

あることが見出された。 

 

 

図 3.2.1.3-3 かご型ケイ酸塩のアルコキシ化 

 

 かご状ケイ酸塩の骨格を維持したまま、すべての頂点をアルコキシ化することによりかご

状オリゴシロキサンを得ることに成功した。一部では結合の開裂によるかご状構造の崩壊が

観測されたが、ゲル浸透クロマトグラフィーにより目的物の単離が可能であることも示され

た。ただしその収率は最大でも 64%程度と十分ではなく、収率改善のために反応条件のより詳

細な検討ならびにシロキサン結合の開裂を抑制するための触媒の選択が必要となる。当初の

目的は達成したが、収率、反応条件等の検討が残り、他項目に集中する必要もあり、当該項

目はこの成果をもって中止とした。 
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3.2.1.4 高活性ケイ素化学種を経由した有機ケイ素原料製造法の開発 

本項目は、研究開発項目①－２に集中するため、2017 年度以降中止した。  
 

3.2.1.5 その他の反応 

3.2.1.5.1 フロー反応装置を利用した有機ケイ素原料製造の可能性検討 

産総研では、安定な Q 単位構造中間原料からの有機ケイ素化合物合成反応において、フロ

ー反応装置の利用に着目し、2017 年度から 2018 年度にかけて検討を重ねた。しかしながら、

本反応装置の有用性は認められなかったため、本項目は 2019 年度以降中止することとした。 
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3.2.2 有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発 

 シリコーンは、主としてケイ素－炭素結合およびケイ素－酸素結合から形成されており、

この 2 種類の結合形成を自在に制御できるようになれば、様々な高機能有機ケイ素部材の製

造が可能となる。しかし、これらの結合を形成する触媒技術は極めて限定されているのが現

状である。また、オリゴシランやポリシランは、特異な電子･光物性を持つケイ素系材料とし

て、又は薄膜シリコン半導体の低温形成・塗布形成用材料として注目を集めている。オリゴ

シランやポリシランはケイ素－ケイ素結合を主体とする材料であり、これらを高効率・高純

度・高選択的に製造するためには、ケイ素－ケイ素結合の高度な形成技術が重要となる。本

研究では、以上のように高機能有機ケイ素部材製造に欠かせない、3 つの基本的な含ケイ素結

合であるケイ素－炭素（研究開発項目②－1）、ケイ素－酸素（研究開発項目②－2）および

ケイ素－ケイ素（研究開発項目②－3）結合形成のための触媒技術開発を行う。また、開発さ

れた触媒の除去・再利用等を容易にするための触媒固定化技術（研究開発項目②－4）の開発

も行う。表 3.2.2-1 には、これら研究開発項目の成果について一覧としてまとめて示した。 

 

表 3.2.2-1 研究開発項目②の成果 

 

 

 

3.2.2.1 ケイ素－炭素結合形成技術 

 ケイ素上に有機基を導入するためのケイ素－炭素結合形成反応は、有機ケイ素材料製造の

ための基幹反応の一つである。初めて有機ケイ素化合物が合成された際に用いられたのが、

有機金属化合物とクロロシランとの反応であり、この反応は有機マグネシウム試薬の開発と

ともに広く用いられるようになった。直接法が開発されてからは、主原料は直接法で製造さ

れるものの、様々な有機基の導入に利用出来ることから、この方法は現在に至るまで工業レ

ベルでも利用されている。一方、1940 年代にヒドロシランとオレフィンまたはアルキン類

との反応であるヒドロシリル化反応が見出され、有機ケイ素部材製造において最も重要なケ
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イ素－炭素結合形成反応の一つとなっている（図 3.2.2.1-1）。このように、重要なケイ素

－炭素結合形成反応はいずれも 60 年以上前に開発された反応であり、現在重要となってい

る省エネルギー・省資源の観点や、より高性能な部材開発といった観点に立つと多くの問題

点を抱えている。 

 

 

図 3.2.2.1-1 ヒドロシリル化反応 

 

 有機マグネシウム試薬を用いる反応は、様々な有機基の導入に幅広く対応できる有用な反

応であるが、有機マグネシウム試薬は有機ハロゲン化物と当量以上の金属マグネシウムから

調製され、反応後多量のマグネシウム塩が発生する、また、エーテル系溶媒中で行う必要が

あるなど、高コストな製造法である。また、有機マグネシウム試薬は反応性が高いために、

共存不可能な官能基があることや副反応の問題なども知られている。 

 ヒドロシランの不飽和炭素－炭素結合への付加反応であるヒドロシリル化反応は、有機ケ

イ素部材製造およびその硬化技術（硬化は、シリコーンを封止材、ゴム、接着剤などとして

利用するために必要な重要技術である）として最も重要なケイ素－炭素結合形成反応であ

り、遷移金属錯体が触媒として利用されてきた。1950年代に白金触媒がこの反応に極めて有

効であることが示されて以来、工業的には白金触媒が専ら用いられている。白金触媒は極め

て高い触媒活性を示すが、ヒドロシリル化反応がシリコーンの硬化反応として多用されるた

め、多くの場合最終製品に白金が残留し回収することができない。最近のデータでは、世界

の白金産出量200トンのうち約3％がヒドロシリル化反応に利用され、その大部分が回収でき

ていない（A. J. Holwell, Platinum Metal Review, 2008, 52, 243.）。 

 また、白金の使用は、コストや資源の問題以外にも、硫黄化合物、リン化合物、窒素化合

物などの共存により触媒被毒を受けやすいことや着色の原因となること、電子材料用途など

では残留白金が製品性能低下につながる場合があることなどの問題点も抱えている。図

3.2.2.1-1 に示すように、ヒドロシリル化反応では、ケイ素と水素が付加する位置の異なる

2 種類の物質が生成する可能性があり、その選択性の制御も課題となっている。さらに、ア

リル系化合物など一部の工業的に重要な化合物では、白金触媒では副反応が多く実用的でな

いことも知られている。以上のように白金を代替するヒドロシリル化触媒の開発は喫緊の課

題となっている。 

 これらの問題点を克服し、さらに高効率・高選択的な反応開発を目指し、本開発項目では、

ヒドリシリル化反応用の白金を代替する非金属又は卑金属触媒の開発、配位性官能基を有す

るなど白金触媒では対応が難しい工業的に重要な基質に対するヒドロシリル化触媒の開発

及びヒドロシリル化や有機マグネシウム試薬を用いる方法以外の新規ケイ素－炭素結合生

成反応技術について検討を行っている。図 3.2.2.1-2 に、2017～2019 年度計画を示した。 
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図 3.2.2.1-2 ケイ素－炭素結合形成技術に関する 2017～2019 年度計画 

 

3.2.2.1.1 ヒドロシリル化反応用触媒の開発 

3.2.2.1.1.1 塩化アリルのヒドロシリル化触媒の開発 

産総研では、白金触媒の適用が困難とされる塩化アリルのトリクロロシランによるヒドロ

シリル化に取り組んだ。種々のシランカップリング剤の原料であり、さらに工業的に有用と

される、トリクロロ（クロロプロピル）シランの効率合成を達成するべく、塩化アリルとト

リクロロシランとの反応に取り組むこととした。2016 年度までの、ニッケルおよびチタンな

ど、卑金属を用いた取り組みでは、アルコキシ基やシロキシ基、ビニル基等の反応性置換基

を有するヒドロシランや、白金触媒の適用が難しい配位性置換基を有するオレフィンやアリ

ル化合物など、工業的に重要性の高い基質に関しては十分な触媒活性・選択性を示す触媒の

開発には至っていない。一方で、これらの基質については、必ずしも卑金属にこだわること

が重要ではなく、工業的に適用可能な触媒を開発することが第一の課題となる。以上の観点

から、本項では卑金属にこだわらず有望な触媒を見出すことを目的に広く探索した。 

その結果、塩化アリルのヒドロシリル化に極めて高い触媒活性を示すロジウム触媒を見出

すことに成功した。また、この触媒系を用いた反応では、遷移金属触媒を用いた塩化アリル

の反応で一般的に見られる、プロペンの副生がほとんど進行しないことを明らかにした。 

 

3.2.2.1.1.2 アリルエーテルのヒドロシリル化触媒の開発 

産総研では、白金触媒では困難であるポリエチレングリコールモノアリルエーテルの選択

的ヒドロシリル化に取り組んだ。高い生体適合性と低い毒性のため、ポリエチレングリコー

ル（PEG）由来の機能性ポリマーは多くの生体関連物質、表面修飾、マイクロコンタクトプリ

ンティング、高分子電解質の重要な原料として広く用いられている。その中で白金触媒を用

いたヒドロシリル化反応は、様々な官能性ポリエチレングリコールを合成するための重要な

反応の一つである。しかし、これまでの白金触媒、特に Karstedt's 触媒を用いた反応ではオ

レフィンの異性化や、水素化、脱水素シリル化などの副反応が進行することが知られている。
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そこで、本研究では白金触媒に代わる触媒を用いたポリエチレングリコールモノアリルエー

テルの高選択的ヒドロシリル化反応を開発することを目的とした。その結果、ポリエチレン

グリコールモノアリルエーテルに極めて高い触媒活性および選択性を示すルテニウム触媒を

見出すことに成功した。 

 

3.2.2.1.1.3 アリルアミンのヒドロシリル化触媒の開発  

産総研では、シランカップリング剤の簡便供給を指向して、反応性官能基を含んだアリル

化合物の中でも、効果的な触媒が現状ではほとんど見出されていないアリルアミンのヒドロ

シリル化に取り組んだ。その結果、アリルアミンのヒドロシリル化に極めて高い触媒活性を

示すロジウム触媒を見出すことに成功した。 

 配位性の窒素原子および活性プロトンを含み、困難な基質とされるアリルアミンとトリア

ルコキシシランのヒドロシリル化反応を汎用性のロジウム触媒である Wilkinson 錯体を用い

ることで達成した。今後は、さらなる基質適用範囲の拡大および安価な遷移金属触媒を用い

たヒドロシリル化反応の実現に取り組む。 

 

3.2.2.1.1.4 ヒドロシリル化反応用鉄錯体触媒の開発 

大阪市立大学と再委託先である北里大学では、安価で安定した供給が可能であり、また極

めて毒性の低い鉄を中心金属とする錯体触媒の開発を目指して研究を行っている。2016 年度

までの研究において、イミノビピリジン誘導体を配位子とする鉄錯体が、一級から三級シラ

ンのいずれに対しても高い触媒活性を示すことを見出してきた。2017、2018 年度は触媒の性

能として重要である活性に加えて選択性の検討を行った。オレフィンのヒドロシリル化反

応に触媒活性を示す卑金属錯体触媒の開発を行い、イミノビピリジン誘導体を配位子と

する鉄錯体及びコバルト錯体が、オレフィンならびにケトン化合物のいずれに対しても

高いヒドロシリル化触媒活性を示すことを見出した。さらにこの両基質に対して、非常

に高い基質選択的ヒドロシリル化反応を行う系を見出し、選択性のスイッチングも容易

に行えることを明らかにした。また、P-N-N 型ピンサー配位子を有する鉄錯体がオレフィ

ンのヒドロシリル化反応に対して極めて高い触媒活性を示すことを見出し、さらに P-N-

N 型ピンサー配位子とカルボキシレート配位子を有する鉄錯体は空気中で取り扱いが可

能であり、しかも従来反応開始剤として使用してきた NaBHEt3 等の還元剤を使用するこ

となく触媒活性を発現できることを見出した。これにより触媒のハンドリング性が向上

し、実用化に大きく前進した。  
 今後は、この触媒反応の更なる条件検討および適応範囲を調べ、特にケイ素上に活性

置換基を有するヒドロシランの反応に対して、高活性ならびに高選択性を有する錯体触

媒の探索を行い、この技術の実用化に向けて改良を行っていく。 

 

3.2.2.1.1.5 ヒドロシリル化用金属ナノ粒子触媒の開発 

関西大学では、これまでに、アセチルアセトナート鉄あるいは酢酸鉄から調製されるジメ

チルホルムアミド（DMF）保護鉄ナノ粒子（Fe-NPs）の合成に成功し、得られた DMF 保護鉄ナ

ノ粒子が一級シランを用いたアルケンのヒドロシリル化反応において高活性な触媒として機

能することを見出した（図 3.2.2.1-3 左図）。また合成した鉄ナノ粒子の動的光散乱法と透
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過型電子顕微鏡での観察により粒子径を確認したところ、どちらも 5-6nm の粒子が多く生成

しており、電子線回折によって酸化鉄( -Fe2O3)の構造を有する微粒子であることを確認した。 
また、得られた DMF 保護鉄ナノ粒子のヒドロシリル化反応前後における構造、粒子サイズ

ならびに電子状態に関する詳細な解析および比較を機器分析によって行った。 

さらに DMF 保護法で合成した酸化鉄ナノ粒子と白金ナノ粒子を混合した触媒を用いること

により、三級シランを用いたアルケンのヒドロシリル化を達成した。本反応は酸化鉄ナノ粒

子あるいは白金ナノ粒子単独では反応が進行しないことから、鉄および白金ナノ粒子を混合

して反応することによりはじめて触媒活性を示すという特徴を有する。本触媒系で達成した

トリアルコキシシラン等の三級シランを用いたヒドロシリル化はシランカップリング剤の合

成において有用な合成反応である。 

本研究では、鉄ナノ粒子を用いた一級シランのヒドロシリル化ならびに鉄－白金混合ナノ

粒子を用いた三級シランのヒドロシリル化反応のそれぞれの反応において、触媒の再利用（リ

サイクル）を行い、DMF－ヘキサンを用いた簡便な抽出操作のみによって触媒を効率よく回収

することに成功し、少なくとも 5 回までの触媒リサイクルにおいて高い活性を維持し、高収

率でヒドロシリル化生成物が得られることを明らかにした（図 3.2.2.1-4）。また、鉄－白金

混合ナノ粒子触媒系においては、60℃では全く反応せず、その溶液を 100℃に加温することによ

り、定量的に反応が進行することを見出した。本反応では 60℃以下ではヒドロシラン、アルケン

ともに原料回収し触媒は失活していないことから、本触媒系は温度刺激応答型触媒として機能

することを明らかにした（図 3.2.2.1-4）。 

 

   
 
図 3.2.2.1-3 ヒドロシリル化反応用酸化鉄微粒子（左）および酸化鉄－白金混合微粒子

触媒（右）  
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図 3.2.2.1-4 DMF 保護ナノ粒子触媒による高品質なケイ素剤の合成および提供  
 

今後は、さらなる高活性触媒プロセスの構築のための反応スクリーニングを進めると

ともに、触媒機能発現に関してさらなる知見を得、触媒粒子の回収ならびにさらなる改

良を加える。また、コバルトなどの汎用金属においてもナノ粒子化によってヒドロシリ

ル化触媒として用いるなど、本手法の実用化プロセスへの適用を目指し、スケールアッ

プ可能な反応条件の探索を行う予定である。さらなる反応条件最適化、基質拡張並びに

反応機構考察に関する検討を引き続き行う。  
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3.2.2.1.2 新規なケイ素－炭素結合形成技術 

3.2.2.1.2.1 ヒドロシランやジシランなどをケイ素源として用いたクロスカップリングお

よび酸化的カップリングによる新規ケイ素－炭素結合形成反応の開発 

関西大学では、新規なケイ素－炭素結合形成技術として、ヒドロシランやジシランなどを

ケイ素源として用いたクロスカップリングおよび酸化的カップリングによる新規ケイ素－炭

素結合形成反応の開発に取り組んだ。シンプルな原料からの触媒プロセスによる高機能有機

ケイ素化合物合成としての、DMF 保護ナノパラジウム粒子を用いた、アリールハロゲン化物と

ジシランまたはヒドロシランを用いたクロスカップリングによるアリールシラン合成反応に

おいて、溶媒抽出のみの簡便な手法でパラジウムナノ粒子触媒の回収再利用に成功し、5 回ま

でのリサイクルにおいて触媒活性を維持したまま反応が進行することを見出した。さらに、

1,3－ジエンにアミノ基とシリル基を酸化的カップリングにより効率的に導入する合成法に

ついては、反応収率の向上を目的としさらなる反応スクリーニングを行った。その結果、ジ

エンと第 2 級アミンとジシランの酸化的カップリング反応において、2,3－ジメチル－1,3－

ブタジエン、アミン、ヘキサメチルジシランをパラジウム錯体触媒存在下、分子状酸素を酸

化剤として反応させることによって、ジエンのアミノシリル化生成物の単離収率が 80％以上

（最高収率 87％）と飛躍的に向上した。本反応は酸素雰囲気のもとでのみ目的生成物が高収

率で得られ、Ar 雰囲気のもとでは生成物は全く得られなかった。この結果からも本反応は反

応過程で分子状酸素が関与していることが示唆される。 
今後は、本反応におけるさらなる触媒活性を目指すとともに、現状ではハロゲン化物を用

いたクロスカップリングにのみ本手法の適用が限定されているので、アリルアルコールとジ

シランとの反応における本パラジウムナノ粒子触媒を用いたアリルシランの合成など、本パ

ラジウムナノ微粒子を用いたクロスカップリングにハロゲンフリーの反応基質を用いた新た

な反応開発を行う予定である。 

さらに、パラジウム錯体と銅塩を用い、酸素雰囲気のもと、1,3－ジエンとアミン、ジシラ

ンを反応させることで、アミノ基を有するアリルシランが簡便に得られることを見出した。

本反応は、酸化的カップリングによって、同一分子内にアミノ基とシリル基をワンステップ

かつ温和な反応条件で導入するケイ素－炭素結合形成を伴う有機ケイ素化合物の効率的な触

媒合成プロセスである。本反応においては、反応条件の選定が触媒活性に大きく影響を与え

ることがわかった。今後は、本プロセスの実用化に向けた基質の拡張と本反応の反応機構の

解明などを行う予定である。さらなる反応スクリーニング、触媒として用いる金属微粒子又

は金属錯体触媒の最適化、基質拡張並びに反応機構考察に関する検討を引き続き行う。 
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3.2.2.2 ケイ素－酸素結合形成技術 

 現在実用化されているほとんどの有機ケイ素部材はシリコーンであり、その骨格を形成し

ているのがケイ素－酸素結合である。したがって、ケイ素－酸素結合形成技術は高機能有機

ケイ素部材製造において極めて重要である。ケイ素－酸素結合は、原料であるクロロシラン

類やアルコキシシラン類の加水分解反応で形成されるのが一般的であり、その際中間体とし

て生成するシラノールは触媒がなくとも（又は副生する塩酸により）容易に自己縮合してケ

イ素－酸素結合を形成するため、結合生成の制御が容易ではない。これまでにも触媒は利用

されているものの、一般に用いられてきた触媒は比較的単純な酸や塩基、金属塩であり、種々

の構造の混合物を生成してしまう反応がほとんどである。そのため、高度な構造制御を可能

とするケイ素－酸素結合形成触媒技術の開発が望まれている。本プロジェクトではケイ素－

酸素結合形成触媒技術を達成すべく、「シラノールの単離」、「ビルディングブロックの合

成とそのための反応開発」、「ポリシロキサンの精密重合反応の開発」の 3 段階に階層化し、

研究開発を行っている（図 3.2.2.2-1）。本項目では、これら 3 つの階層に関する各課題につ

いて検討する。また、これらの課題を通してシリコーンの構造解析技術についても検討する。 

図 3.2.2.2-2 に 2017～2019 年度計画を示した。 

 

図 3.2.2.2-1  超高性能・高機能有機ケイ素部材の技術開発の階層図 
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図 3.2.2.2-2 ケイ素－酸素結合形成技術に関する 2017～2019 年度計画 

 

3.2.2.2.1 ケイ素－酸素結合を選択的に形成できる触媒技術 

3.2.2.2.1.1 酸を用いたシリケートのプロトン化反応開発 

 産総研では、酸を用いたシリケートのプロトン化反応開発に取り組んだ。構造制御された

レジン構造、ポリシロキサン、オリゴシロキサンを選択的に形成するためには、シラノール

の脱水縮合反応やクロスカップリング反応を制御する手法の開発が極めて重要である。その

ためには、シラノールを安定に合成し、その性質および縮合過程を解明することが必須と考

えられる。しかし、シラノールは脱水縮合しやすい化合物であり、通常用いられるクロロシ

ランやアルコキシシランの加水分解法では、工業的に重要なシラノールを単離することがで

きない。これまでに産総研では、Pd/C 触媒存在下ベンジルオキシ基を有するケイ素化合物の

水素化分解反応により、無水条件において有機ケイ素部材の大部分を占めるシロキサン（シ

リコーン）の基本単位であるシラノールを合成する新規触媒技術を開発している。 

また、本反応をさらに改良し、種々Q 単位シラノールの合成および単離を検討し、Si(OH)4

の二量体（(HO)3SiOSi(OH)3）、環状三量体（[Si(OH)2O]3）、環状四量体（[Si(OH)2O]4）を安

定に合成し、粉体として単離することに成功している。この結果をもとに、より実用性の高

い合成法の開発を目指し、メルドラム酸を用いたシリケートのプロトン化により、Si(OH)4の

かご型八量体([SiO1.5(OH)]8, Q8H8)を溶液中において合成することに成功している（図

3.2.2.2-3）。 
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図 3.2.2.2-3 オルトケイ酸とそのオリゴマー 

 

 分取 GPC を用い、分取・再結晶化することにより、DMAc を含む Q8H8結晶として単離するこ

とに成功した。また、X 線結晶構造解析により世界で初めて分子構造を明らかにすることに成

功した。さらに、合成および単離条件を最適化することにより、2019 年度の KPI である 10 g

スケールにおける反応率 80%及び選択率 80%を達成した。また、単離することに成功した Q8H8

は水を含まない強みを生かし、等量のクロロシランを作用させることで、対応するかご型化

合物（[Si8O12][SiMe2H]8）を効率よく合成することに成功した。 

 

3.2.2.2.1.2 有機塩基触媒を用いたポリシロキサンの新規精密合成法の開発 

産総研では、有機塩基触媒を用いたポリシロキサンの新規精密合成法の開発に取り組んだ。

超高性能・高機能な有機ケイ素部材を製造するには、有機ケイ素部材の物性の大部分を決定

づけるシロキサン骨格の精密な構造制御法の開発が不可欠である。1866-72 年にかけての C. 

Friedel, J. M. Crafts, そして A. Ladenburg によるシロキサン化合物の発見、続く 1908

年以降長年にわたる F.S.Kipping によるシロキサン化合物の精力的な研究から現在に至るま

で、有機ケイ素部材の大部分が加水分解によるゾル-ゲル法により合成されているが、ゾル-

ゲル法によりポリシロキサンの構造を精密に制御することは困難である。また、酸や塩基（主

に水酸化カリウム）を触媒とした環状シロキサン化合物の開環重合反応によってもポリシロ

キサンが得られるが、分子量分散(Ð)が 2 ないしそれ以上となり、生成するポリシロキサ

ンの分子構造の制御が困難である。一方、制御したポリシロキサンの合成法として、アルキ

ルリチウム試薬やシロキシリチウム試薬等を開始剤とした、環状トリシロキサンのアニオン

開環重合による低分散ポリシロキサンの合成が報告されている。しかし、可燃性の高いアル

キルリチウム試薬を用いることや、不純物として環状オリゴマーが副生することなど、検討

の余地が大きい。 

そこで、産総研では、工業プロセスとして簡便に使用可能なポリシロキサンの精密な構造

制御法の開発を行った（図 3.2.2.2-4）。3.2.2.2.1.1 項で述べたように、本事業では種々の

シラノールを安定に合成し単離することに成功しているため、特にシラノールを開始剤とし

た低分散ポリシロキサンの合成法の開発に取り組んだ。その結果、有機塩基触媒存在下、シ

ラノールを開始剤とする環状トリシロキサンの開環重合を開発することに成功した。有

機塩基触媒を用いる本反応は非常に簡便でありながら、得られるポリシロキサンの分子量

分散は小さく（Ð ≤ 1.1 程度）、平均重合度を精密に制御したポリシロキサンの合成が可

能である。また、様々な官能基を有する開始剤（シラノール）や停止剤（クロロシラン等）

を用いることで、従来法では合成が極めて困難な末端に様々な官能基を導入したポリシロキ
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サンを容易に合成可能である。この末端が官能化されたポリシロキサンをさらに構造修飾す

ることで、従来法では合成が困難である複雑なブロックコポリマーや多分岐ポリシロキサン、

大環状ポリシロキサンなどの精密合成へ展開可能である。また、この新規重合法は (1) シ

ラノールの合成、単離精製、保存がリチウム化合物よりも容易である、(2) 様々な官能基を

持つシラノールや多価シラノールの合成が可能であり、シラノールの分子設計に基づいて合

成対象のポリシロキサンの構造を予め設計できる、といった利点も持つ。精密に構造制御さ

れた種々のポリシロキサンを合成し、シロキサン骨格の構造と物性の相関を明らかにするこ

とが今後の課題である。現在開発中である種々のシラノールを本反応の開始剤とすることで、

構造制御された高性能シリコーン部材開発が可能になるものと考えている。 

 

 

図 3.2.2.2-4 研究の概要 

 

3.2.2.2.1.3 反復シロキサン結合形成による構造制御オリゴシロキサンのワンポット合成

技術 

産総研では、配列構造が精密に制御されたオリゴシロキサンを選択的に合成する手法とし

て、B(C6F5)3 触媒によるアルコキシシランとジヒドロシランとの脱炭化水素的クロスカッ

プリング反応と同じく B(C6F5)3触媒によるカルボニル化合物のヒドロシリル化反応を、一

つの反応容器内で交互に繰り返し行うことで、逐次的にシロキサン結合形成を行うワン

ポット合成技術を開発している。2017～2019 年度は、本技術の適用範囲拡大に向けての検討

を行い、分子量は同一で配列構造のみが異なる配列異性体を選択的に作り分けることができ

るほか、スピロシロキサン構造も選択的に合成できることを見出した。また、官能基許容性

についても調査を行い、オレフィンやクロロアルキル基が共存可能であることを見出し、こ

れにより二官能性の構造制御オリゴシロキサンの合成も可能となった。さらに、本技術を用

いて合成される構造制御オリゴシロキサンを原料に用いてトリヒドロシランとの共重合を行

うことにより、原料の構造が保持され、なおかつ規則的に Si-H 基を有する定序性ポリシロキ

サンを合成することにも成功した。 
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3.2.2.2.1.4 アルコキシシラン等の選択的製造技術 

 産総研では、アルコキシシラン等の選択的製造技術について取り組んだ。アルコキシシラ

ン類は、有機ケイ素材料の中間原料として極めて重要な化合物である。市販品として入手で

きるものは、同一のアルコキシ基を持つものに限られるが、物性や反応性が異なる異種のア

ルコキシ基を同一ケイ素原子上に導入した化合物は、構造や物性を制御した有機ケイ素材料

製造のための新しい原料としての応用が期待される。産総研では、そのような化合物を選択

的に合成する手法の開発を目的に検討を行ってきた。2016 年度までに、さまざまな触媒をス

クリーニングした結果、入手容易なメトキシまたはエトキシシラン類をアルコールと反応さ

せることにより、原料中の複数のメトキシ基またはエトキシ基の一部だけを他のアルコキシ

基に選択的に変換させることができる触媒反応系を見出した。本反応は、精製操作も簡便で、

目的のアルコキシシラン類を良好な収率かつ高純度で単離できた。また、生成物の基本的物

性・反応性について検討を始め、工業的応用を図るための反応のスケールアップについても

基礎的検討を行った。 

2017～2019 年度は、メトキシ基またはエトキシ基と他のアルコキシ基を有するアルコキシ

シラン（以下、非対称アルコキシシラン）に関して、水に対する反応性をさらに詳細に検討

して、構造と反応性の相関関係について整理した。また、アルコール以外の求核剤に関して

は、カルボン酸無水物との反応でアシロキシシラン類が良好な収率で得られる触媒反応系を

見出しているが、2017～2019 年度は、合成できるアシロキシランの拡張を行うとともに、非

対称アルコキシシランと無水酢酸の反応で得られるアセトキシ化アルコキシシランを用いた

表面処理剤への応用についても検討を行った。 

これらのことより、本研究項目における中間目標は十分達成できたと考える。今後は、

得られたアルコキシシラン類、アシロキシシラン類等の反応性や応用の検討をさらに継

続することによって、それらを利用する有機ケイ素系機能性化学品・材料の開発を進め

ていく予定である。 

 

 

図 3.2.2.2-5 メトキシシランまたはエトキシシラン類と求核剤の反応  
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3.2.2.2.1.5 構造制御されたオリゴシロキサン形成のための触媒技術開発 

 群馬大学では、前回の中間評価までに三塩化インジウムを用いたヒドロシランとシラ

ノールとの新規脱水素縮合反応の開拓と応用、新規高機能材料の原料として有望なヤヌ

スキューブ合成を報告した。2017 年度以降は、ヤヌスキューブが高機能材料として企業

から高い注目を集めたことを踏まえ、新規骨格を有する化合物の合成、さらに実用化に

向け工業生産に適した合成法の開拓の 2 点に重点を置いて研究を進め、大量生産に適し

た手法で、高い機能が期待できる多種の骨格を有する化合物の合成に成功した。本研究

開発項目においては、材料として有用な、高度に構造が規制されたオリゴシロキサン形成の

ための新反応を開拓することを目標としているが、本研究では新しいヤヌスキューブ、さら

に新しい骨格を有するシロキサン、反応性置換基を有するシロキサンを、応用を見据えた効

率的な合成法で得ることができた。既に企業で材料に向けて高分子合成も行われており、目

標は十分に達成できていると考えている。現在の課題は、より安価で安全な原料を用いた合

成法への変換と、材料の価格低減のための合成経路の最適化である。今後複数の企業との共

同研究を通じ、多彩な方向性をもった応用を展開する。 

 

 

図 3.2.2.2-6 新規骨格ヤヌスキューブの合成  
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3.2.2.2.2 シリコーン版クロスカップリング反応 

3.2.2.2.2.1 銅触媒を用いたシラノールとトリアルコキシシランの脱水素カップリングに

よるトリアルコキシシリル基含有シロキサン化合物の高選択的合成 

産総研では、銅ヒドリド錯体触媒存在下、シラノールとトリアルコキシシランとの脱水素

カップリング反応が進行し、選択的にトリアルコキシシリル基を有するシロキサン化合物を

合成することに成功した。トリアルコキシシリル基含有シロキサン化合物はシランカップリ

ング剤などのケイ素材料において重要な反応性官能基であるトリアルコキシシリル基を有す

ることから、様々な変換が可能な有用なビルディングブロックである。本反応系はヒドロシ

ランとして、ジアルコキシヒドロシラン、モノアルコキシシラン、トリシロキシヒドロシラ

ンやジヒドロシランに適用可能であり、対応するカップリング生成物を選択的に得ることが

できる。さらに、本反応の反応中間体の単離に成功し、反応中間体が銅シロキシ錯体である

ことを明らかにした。 

 

 

図 3.2.2.2-7 脱水素カップリング反応によるトリアルコキシシリル基含有シロキサン化合

物の合成法開発 

 

3.2.2.2.2.2 アシロキシシラン類とシラノールを用いたクロスカップリング反応によるオ

リゴシロキサン／ポリシロキサン合成技術 

産総研では、2016 年度までの検討において、固体酸触媒を用いたモノアセトキシシランと

シラノール（シランモノオール、シランジオール）の選択的クロスカップリング反応、無触

媒条件下でのジ-、トリ-またはテトラアセトキシシランとシラノール（シランモノオール、

シランジオール）の選択的カップリング反応等を見出している。とくに、テトラアセトキシ

シランを用いた場合は、シランジオールとの反応が段階的に進行し、反応性のアセトキシ基

を有し、ビルディングブロックとして有用な鎖状 3 量体、環状 4 量体、および 2 環式 5 量体

を得ることができた。 

そこで、2017～2019 年度の検討では、基質の拡張や反応条件の改良等の検討を行った結果、 

(1)ジアセトキシシランとシラノールの反応が触媒存在下で効率的に進行すること、(2)テト

ラアセトキシシランと各種シランジオールの段階的反応により、さまざまな環状 4 量体や 2

環式 5 量体が得られること、(3)アセトキシ基を有する 2 環式 5 量体化合物をビルディングブ

ロックとしてポリマー合成を行うと、熱安定性にすぐれた新規な構造規則的ポリシロキサン

が得られることなどがわかった。 

これらの結果より、構造制御されたオリゴシロキサンやポリシロキサンの合成に関わる反

応系や触媒系において、最適な反応条件に関する指標を得るという中間目標は、十分達成さ

れたと考えている。今後、生成物の物性、反応性等の検討を通じて、アセトキシシランを用

いる反応の効果的な利用法やケイ素系高機能性材料の開発を進めていく予定である。 
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3.2.2.2.2.3 Lewis 酸触媒を用いたシリコーン版クロスカップリング反応 

早稲田大学では、2017～2019 年度の検討において、側鎖有機基の配列が制御された規則構

造ポリシロキサンを合成した。原料として側鎖有機基の配列に対称性を有する二種類のオリ

ゴシロキサンを用いることにより、規則構造ポリシロキサンの合成が可能であることを明ら

かにしている（図 3.2.2.2-9）。 

 

図 3.2.2.2-9 側鎖有機基の配列に対称性を有する二種類のオリゴシロキサンを 

用いた規則構造ポリシロキサンの合成 

 

2017 年度以降の研究においては、原料の構造や重合反応に用いる触媒、種々の反応条件（温

度、濃度等）を検討し、原料とするオリゴシロキサンが持つ側鎖有機基の種類・配列、ある

いは T 環境 Si を含む種々の規則構造ポリシロキサンの合成に成功した。 

 事業当初の目標である規則構造ポリシロキサンの合成について、構造に関する汎用性を実

証した。具体的には側鎖有機基の種類や、繰り返し構造単位に含まれるケイ素の数およびそ

の配列、T 単位構造の有無が異なっていても、対称性オリゴシロキサンの構造を反映した規則

構造ポリシロキサンが生成することが判明した。またこれらの規則構造ポリシロキサンの合

成において、B(C6F5)3触媒を用いた Piers-Rubinsztajn 反応による重縮合が妥当な選択肢であ

ることを明らかにした。さらによりスケールの大きい合成においても本手法が有効であるこ

とが示された。 

周期性の高い規則構造ポリシロキサンは、ポリシロキサンの構造と物性の相関を明らかに

する上で重要であり、応用面のみならず学術的にも意義深い。実際に、本手法で得た規則的

に架橋されたポリシロキサンはランダム架橋レジンとの耐熱性の比較により、材料としての

優位性を示すことも確認された。 

本成果の課題と今後の予定としては、スケールアップ時の反応条件について検討がなされ

ていないため、触媒や原料の濃度等について検討を進める予定である。また、反応温度や反

応時間、原料濃度などに応じて得られる規則構造ポリシロキサンの平均分子量が変化するこ

とが予想されるため、今後は反応条件と生成物の平均分子量の関係についても調査を行う。

2018 年度の検討において、配列異性体の関係にある ABBBA 型ポリシロキサン、BABAB 型ポリ

シロキサンを合成した。これらの分子量分布が揃えられれば、配列が物性に与える影響を今

後詳しく調査できる。本検討では T 単位構造を含む構造制御ポリシロキサンも合成した。2019

年度以降は、これを Q 単位構造に拡張し、ネットワーク構造を有する規則構造ポリシロキサ

ンの合成について今後検討を行う予定である。 
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3.2.2.3 ケイ素－ケイ素結合形成技術 

 図 3.2.3-1 にケイ素－ケイ素結合形成技術に関する 2017～2019 年度計画を示した。 

 

図 3.2.3-1 ケイ素－ケイ素結合形成技術に関する 2017～2019 年度計画 

 

3.2.2.3.1 脱水素縮合反応によるジシランの製造 

産総研と昭和電工株式会社は共同で脱水素縮合反応によるジシランの製造に取り組んだ。

ケイ素－ケイ素結合を有する化合物のひとつであるジシランは、現在主流の半導体原料であ

るモノシランに比べ、薄膜シリコンの低温・高速成膜性に優れた材料である。しかし、モノ

シランと比べて非常に高価であり、世の中ではまだ広く使われていない。本開発項目では、

ジシランをより安価に製造するために、原料であるモノシランから触媒を用いることにより、

現行の製造法である無触媒－高温熱二量化法よりも低温かつ高収率でジシランを得ることを

目指し検討を行った。 

モノシランの脱水素カップリング反応を、固定床固体触媒により連続気相反応で検討した

ところ、遷移金属を担持したゼオライトを用いると、反応温度 300℃以下、高収率でジシ

ランが得られることがわかった（無触媒法は反応温度 400℃以上）。さらに、遷移金属成

分として特定の前周期遷移金属担持ゼオライト触媒を用いるとジシラン収率が高く、触

媒寿命が長くなることを見出した。特に Mo 担持 ZSM-5 触媒では、200℃で反応を開始し、

収率低下のたびに 10℃ずつ昇温を行うことでジシラン収率 8%以上、3065 時間維持した。 

さらに、触媒改良および反応条件の最適化により、最大ジシラン収率は 20%に達した。

また、ジシラン以外にも次世代半導体原料として有望なトリシランも 7%以上生成した。 

実用化に向けた触媒の大量調製方法の最適化検討については昭和電工株式会社で実施し、

合計で 60kg の触媒を安定製造できる技術を確立した。 

以上の結果から、「実用化を達成すると見込まれる最適な触媒を選定し、最適な反応条

件についての指標を得る」という中間目標を上回る成果を達成したと言える。今後は、

実用化に向け、特に触媒の高寿命化、収率の向上を目指すとともに、実生産に即した反

応条件検討を進める予定である。 
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3.2.2.3.2 鉄錯体触媒による脱水素縮合反応 

大阪市立大学では、鉄錯体触媒による脱水素縮合反応によるケイ素－ケイ素結合形成反応

開発に取り組んだ。3.2.2.1.1.4 項に記載したように、オレフィンのヒドロシリル化反応に対

して、イミノビピリジン誘導体を配位子とする鉄錯体が良い触媒活性を示すことを見出した。

そこでこの鉄錯体が、ケイ素－ケイ素結合生成に有力な反応であるヒドロシランの脱水素縮

合反応に対して、どのような触媒活性を示すかを調べた。その結果、この鉄錯体が脱水素カ

ップリング反応に対しても触媒活性を示すことが分った。イミノビピリジン配位子上に種々

の置換基をもつ鉄錯体の触媒能の検討を行い、置換基によって触媒能が大きく変化する現象

は見られないことが分かった。 
一方、本事業における他の研究テーマに人材と予算を投入することが急務となったため、

本研究テーマを 2018 年度以降は中止とした。 
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3.2.2.4 触媒固定化技術 

 図 3.2.2.4-1 に研究開発項目②-4 の 2017～2019 年度計画を示した。 

 

図 3.2.2.4-1 研究開発項目②-4 の 2017～2019 年度計画 

 

 大阪市立大学では、ヒドロシリル化用触媒について触媒固定化技術に取り組んだ。オ

レフィンのヒドロシリル化反応において、本事業ではこれまでにターピリジン誘導体、

イミノビピリジン誘導体、および P-N-N 型ピンサー誘導体を配位子とする鉄錯体を合成

し、その触媒能の検討を行い、いずれの場合も特徴的な高い触媒活性を示すことを見出

してきた。そこで触媒の回収等を有効に行う方法として、この均一系触媒を不均一系と

することを試みた。2016 年度までの検討において、イミノビピリジンのイミノ窒素なら

びにイミノビピリジンの中央ピリジンのパラ位にアンカー部分を導入した 2 種の錯体を

合成し、それらをシリカゲルと結合させた不均一系触媒の合成を行い、触媒活性能の検

討を行った。しかし、高い触媒活性は得られなかった。2017 年度、2018 年度は、ターピ

リジンを配位子とする鉄およびコバルト錯体をシリカゲルに担持する方法を確立し、そ

のヒドロシリル化触媒能の検討を行った。その結果、コバルト錯体を担持した場合に触

媒活性を示し、反応後にろ過により固体触媒を分離して、繰り返し触媒として使用でき

ることも明らかにした。さらに、出発コバルト錯体にアセテート塩あるいは臭化物塩を

用いて錯体触媒を合成し、それを反応に用いると、通常では必要となる反応開始剤であ

る還元剤を用いることなくヒドロシリル化反応が進行することを見出した。これにより

錯体担持触媒を用いた反応を空気下で行うことが可能となり、実用化に大きく近づいた

といえる。  
 今後は、今回開発したコバルト担持型固体触媒の基質適応範囲の検討を行うとともに、ど

れくらいの量の錯体が担体に担持されているのか、どのような構造で担持されているのか、

担持触媒はどの程度の再利用に耐えられるのか、また触媒活性が低下した場合に再活性化が

可能かどうかなどについて検討を行っていく。加えて、シリカゲルビーズへの担持の他に、

ガラス容器の表面への担持、さらにフローリアクターへの展開も行っていく。また、他の配

位子を担持した場合、および他の遷移金属を導入した場合の触媒活性についても検討を行っ

ていく予定である。  
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3.3.  知的財産権の取得と成果の普及 

3.3.1 特許出願、論文、外部発表の状況 

 表 3.1-1 に、本事業の特許、論文、外部発表等の件数を示す。 

 

表 3.1-1 特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

 

年度 

特許出願 論文 外部発表 

国内 外国 PCT*

出願 

査読付

き 

その

他 

学会発

表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

2012 年度 1 0 0 0 0 4 0  

2013 年度 7 0 1 0 0 11 0  

2014 年度 17 0 1 3 0 28 12  

2015 年度 17 3 5 4 0 48 0  

2016 年度 23 10 9 13 2 39 29  

2017 年度 21 4 7 7 0 48 16 1 

2018 年度 18 6 5 7 0 30 2  

2019 年度 0 0 0 1 0 4 1  

2020 年度         

2021 年度         

（※Patent Cooperation Treaty：特許協力条約） 

2019 年 6 月 20 日現在 
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3.3.2 成果の普及 

成果の普及に向けた主な活動としては、以下が挙げられる。 

1) プレス発表・新聞報道 

 前回の中間評価（2016 年 10 月 28 日）以降、研究開発項目②－2 の成果について、2017 年

2 月 2 日、2017 年 7 月 26 日、2018 年 2 月 20 日に、産総研・NEDO で同時にプレス発表を

行った。また研究開発項目②－1 の成果について、2019 年 4 月 15 日に、関西大学・NEDO で

同時にプレス発表を行った。 

 

 
図 3.3.2-1 産総研成果のプレス発表 

 

 
図 3.3.2-2 関西大学成果のプレス発表 
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また、本事業の成果や取り組みについて、2018 年 2 月 21 日付け日刊工業新聞、2018

年 12 月 4 日付け日経産業新聞、2019 年 4 月 16 日付け日刊産業新聞、2019 年 4 月 16 日

付け化学工業日報等で紹介された。 

 

2) ホームページでの情報発信 

 産業技術総合研究所触媒化学融合研究センターのホームページの中にケイ素事業のホ

ームページを作成し（http://silicon.pj.aist.go.jp/）、ケイ素事業の概要や成果につ

いて紹介している。 

 

 

図 3.3.2-3 ケイ素事業ホームページ 
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3) 産総研テクノブリッジフェアで成果を企業にアピール 

 産総研における研究成果を企業にアピールする産総研テクノブリッジフェアにて、本

事業の成果を紹介している。これをきっかけとして、企業からの問い合わせが寄せられ

ており、今後本事業成果の実用化に繋がるケースも出てくるものと期待される。 

 

 

図 3.3.2-4 産総研テクノブリッジフェアでの出展例 

 

4) 産総研一般公開にてプロジェクトの概要・成果紹介 

 毎年 7 月に行っている産総研一般公開にて、本事業の概要や成果について、一般市民

にわかりやすく紹介している。 

 

 

図 3.3.2-5 産総研一般公開での出展例 
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3.4 最終目標の達成可能性 

 表 3.4-1 に各開発項目について最終目標の達成の可能性をまとめた。 

① 「砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発」のうちテトラアルコキシシラン製造

に関しては、シリカから高収率・高選択的に製造可能な方法を見出すとともに、従来法

に比べ低コストで製造可能な反応経路を絞り込めており、段階的なスケールアップに成

功している。テトラアルコキシシラン製造・販売を主力事業とするコルコート社におい

ても実用化の最初のターゲット化合物（テトラプロポキシシラン）を選定し、実用化研

究が進んでいることから、このまま実用化に向けて研究を推進していけば最終目標の達

成が十分見込まれる。一方、メチルシランやヒドロシランの製造においても、有望な反

応経路を絞り込んでおり、今後触媒や反応条件の検討を進めていく。 

② 「有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発」に関しては、1）

ケイ素－炭素結合形成技術において、温度による外部刺激に応答して活性を制御できる

触媒や、開始剤不要で空気中でも取り扱い可能な高活性鉄触媒、2）ケイ素－酸素結合

形成技術において、構造制御されたオリゴシロキサンやポリシロキサンの製造に利用で

きるシラノールや反応性官能基を有するオリゴシロキサン、かご型シロキサン等のビル

ディングブロックの選択的合成、ポリシロキサンの精密構造制御技術等の実用的なプロ

セスの開発、3）ケイ素－ケイ素結合形成技術においては、モノシランからジシランの

製造に関して、実用化が有望視される収率・選択性・寿命を持つ触媒の開発に成功して

おり、今後引き続き検討を進めることにより十分最終目標の達成が可能であると考えて

いる。 

 

表 3.4-1 最終目標達成の可能性 
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4．成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 

本事業における「実用化」の考え方は以下のとおりである。 

 
図 4.-1 本事業における「実用化」の考え方 

 

4.1 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 

 これまでの研究開発の状況をもとに、主だったものについて実用化が期待される技術の例

を図 4.1-1 に示した。 

テトラメトキシシランやテトラエトキシシラン等のテトラアルコキシシラン類は、シリコ

ーンレジンの原料として重要であるとともに、高純度合成シリカや電子デバイス用の保護膜、

絶縁膜の原料としても有用であり、幅広い産業分野で使用されている重要なケイ素化合物で

ある。またテトラプロポキシシランは主としてシリコーンゴムの架橋剤の硬化速度調整のた

めに用いられている。現在、これらテトラアルコキシシラン類は、工業的には天然のケイ石

を出発原料に、大量の電気エネルギーを用いて製造される金属ケイ素を経由して製造されて

いる。これは典型的なエネルギー多消費プロセスであり、テトラアルコキシシラン類のコス

ト高の一因ともなっている。2017～2019 年度の検討により、研究項目では、モレキュラーシ

ーブ法によるテトラアルコキシ製造プロセスについて、スケールアップした実験結果を基に

化学プロセスシミュレーションを行った。その結果、原料のケイ素源について、もみ殻燃焼

灰など国内の入手容易な各種天然ケイ素源へ適用可能であることを明らかにするとともに、

本プロセスが、金属ケイ素の製造に比べ大幅に低い温度で実施可能であり、使用エネルギー

を大きく低減して、二酸化炭素排出量を現行製造法より半減させられるポテンシャルを有す

ることを明示した。今後、スケールアップ等実用化に向けた検討を進めることにより、最終

年度までに当初の目標どおり 1kg で所定の技術レベルを確立することは十分可能であるが、

TPOSにおいては、実施企業であるコルコート社で実用化のための検討が先行して進んでおり、

この最終目標は前倒しで達成できる可能性もある。その後スケールアップ等の検討を数年間

実施し、実用化を達成する。 

メチルシラン類は、シリコーン産業の根幹をなす原料であるが、現行法を置き換える手法

の開発は最難関の課題である。現在、メチルシラン類の製造は金属ケイ素と塩化メチルとの

反応により行われており、金属ケイ素を経由することから典型的なエネルギー多消費プロセ

スとなっている。本事業では、現行法に比べ大幅な省エネルギープロセスの開発を目指して

いる。固体触媒を用いた検討では、前回の中間評価（2016 年度）ではモデル化合物を原料と

する反応開発に留まっていたが、今回は実際のターゲットであるテトラアルコキシシランを
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原料に、メチルシランに変換可能であることを示した。また均一系触媒を用いた検討では、

安価な水素源を用いてアルコキシシラン類からヒドロシラン類を製造する反応経路について

有望なものを絞り込むことができた。今後、触媒や反応条件を検討することにより、最終年

度までには所定の基盤技術レベルを確立することを目指している。 

ケイ素－炭素結合形成反応のうち、工業的に最も重要な反応の一つがヒドロシランのオレ

フィンへの付加反応であるヒドロシリル化反応である。ヒドロシリル化反応では、工業的に

は主に白金化合物が触媒として用いられている。ヒドロシリル化反応は、シランカップリン

グ剤など、種々の有機ケイ素部材の製造に用いられるとともに、シリコーンを最終的な利用

形態へと変換する硬化反応にも多用されており、多くの場合最終製品に触媒として用いた白

金が残留し回収することができない。白金の生産は南アフリカやロシアに限定されており、

現在年間 200t ほど生産されているが、そのうち約 3％がヒドロシリル化反応に利用され、そ

の大部分が回収されずに失われている。また、硫黄、リン、窒素といった配位性原子は白金

触媒の触媒毒として作用するため、これらの原子を含む基質のヒドロシリル化反応では、白

金触媒は有効に働かない。さらに、工業的に重要なオレフィン類であるアリル化合物を基質

とした場合には、白金触媒では副反応が優先することがしばしば問題となる。したがって、

ヒドロシリル化反応において解決すべき主要な課題としては、(1)白金を代替する安価で供給

不安のない触媒の開発、(2)白金触媒が苦手とする基質に有効な触媒の開発、の 2 点が挙げら

れる。（1）に関しては、反応開始剤が不要でハンドリング性が大幅に向上した鉄錯体触媒の

開発に成功した。また、温度による外部刺激に応答して活性を制御することができる金属微

粒子触媒の開発に成功した。（2）に関しては、アリル系基質やヘテロ原子含有基質のヒドロ

シリル化に有効な高性能触媒の開発に成功した。（1）に関しては、引き続き工業的に重要な

3 級シランにおける触媒活性向上を図るとともに、反応条件最適化、スケールアップ検討、企

業連携等を順次行うことにより最終目標を達成する。（2）に関しては、さらなる基質反応条

件最適化、スケールアップ検討等を順次行うことにより最終目標を達成する。その後、スケ

ールアップ検討を数年間行うことにより、実用化を達成する。 

ケイ素－酸素結合はシリコーンの骨格をなす結合であり、その効率的・選択的形成技術は、

高機能有機ケイ素部材の製造において極めて重要である。これまでに、従来技術では困難で

あった（1）様々なシラノール系ビルディングブロックの単離やシロキサン系ビルディングブ

ロックの製造法開発、（2）構造制御された機能性ポリシロキサン製造のための基盤技術開発、

（3）非対称アルコキシシランやアシロキシシランの効率的製造法開発、等に成功している。

これらの技術により、新規シランカップリング剤や高度に構造制御されたオリゴ・ポリシロ

キサンの製造が可能になると期待されるとともに、一部の物質に関しては表面処理剤として

有効であるとの知見も得ている。今後、具体的ターゲット材料設定、スケールアップ検討等

を順次行うことにより最終年度までに 1kg スケールで所定の数値目標を達成する。その後、

スケールアップ等の実用化に向けた検討を数年間行うことにより、実用化を達成する。また

本技術で生み出した新規化合物群は Material Transfer Agreement(MTA）の契約に基づいて、

様々な産業分野の企業への研究試料の提供が進んでおり、実用化とケイ素化合物の利用拡大

につながると期待される。 

ケイ素－ケイ素結合形成技術においてターゲットとしているジシラン類は、現在、薄膜半

導体原料の主流となっているモノシランに比べ、薄膜シリコンの低温・高速成膜性に優れた
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材料として期待されている原料である。しかし、ジシランはモノシランに比べ非常に高価で

あり、世の中ではまだ広く使われていないのが現状である。本事業では、安価な原料である

モノシランを用いた脱水素カップリングによるジシランの製造技術の開発を行っている。触

媒改良および反応条件の最適化により、最大ジシラン収率は 20%に達した。また、ジシラ

ン以外にも次世代半導体原料として有望なトリシランも 7%以上生成した。実用化に向け

た触媒の大量調製方法の最適化検討については昭和電工株式会社で実施し、合計で 60kg の触

媒を安定製造できる技術を確立した。今後最終年度までにユーザー企業と連携して必要な触

媒機能の改良に取り組むことで実用化を図る。 

 

 

図 4.1-1 実用化が期待される技術 
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4.2. 実用化に向けた具体的取り組み 

 本事業で開発を進めている有機ケイ素原料の新規製造技術や有機ケイ素部材製造法の開発

は多岐に渡っている。研究は概ね順調に進展しており、実用化が期待できる有望な技術も多

数見出されている。一部の研究開発課題に関しては、実用化を見据えて企業と共同開発を進

めている状況にあり、このような技術に関しては、企業側の事業化への強い要望があり、早

期の技術移転を希望するなどの状況があれば、事業の終了を待たずに本事業から離れ、別の

枠組みで実用化に向け、本事業技術に、さらに独自の開発技術を加重することなどで、研究

を進めることも視野に入れている。また、ケイ素-酸素結合形成技術等では、多くの基盤技術

の開発が進んでおり、今後実用化を見据えた具体的なターゲットを設定し、基盤技術の展開

を図っていく。他の研究開発課題においては、事業終了時までに最終目標を達成できるよう、

事業で設定したスケジュールに従い、技術開発を進めていくこととしている(図 4.2-1）。 

 

 
図 4.2-1 実用化に向けた取り組み 
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4.3 波及効果 

・学術の推進・他分野への波及 

 本事業の研究開発において生み出した技術について、成果の普及に努めた結果、プロジェ

クト実施者の技術シーズポテンシャルが認知され、民間企業が抱えるプロジェクト外の個別

課題解決のための資金提供型の共同研究に発展している（研究開発項目①関連で共同研究 4

件、研究開発項目②関連で共同研究 6 件）。 

これは本事業で生み出した成果が端緒となり、民間企業がリスクをとって資金提供をして

課題解決したいテーマを大学や公的研究機関に持ち込み、新しいイノベーションに取り組む

仕組みが生まれつつあり、ケイ素化学産業だけでなく、半導体産業や自動車部材産業など幅

広い分野の産業競争力強化に波及する可能性を持つ。 

 

 

図 4.3-1 波及効果 

 

・人材育成 

本事業は、企業から集中研に出向している研究者との日常的な共同研究を通して、産総研

所属の研究員・博士研究員・テクニカルスタッフ等の産業人材育成に大きく貢献している。 

 また、2016 年度からは、リサーチアシスタント（RA）制度により、大学院博士後期課程

の学生を RA として本事業に参加させるなど、大学等での純粋基礎研究の課題に加え、本事

業で目的基礎研究の課題に取り組むことにより、幅広い視野を持った研究者の育成に繋がる

ものと考えている。 
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「グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発（革新的触媒）」

実施計画

平成２４年５月３０日

産 業 技 術 環 境 局

製 造 産 業 局

１．未来開拓研究プロジェクトの目標及びその研究開発の内容

（１）研究開発の概要

化学産業は我が国の一大産業であり、高い国際競争力を誇る製品を多数生み

出している。一方で、同産業は化石資源を大量に消費し、二酸化炭素排出量も

多い。地球温暖化が懸念され、輸入に頼る石油の価格上昇や枯渇リスクに直面

する中、化学品製造の革新的イノベーションの実現により、こうした課題を乗

り越えていくことが急務となっている。

太陽エネルギーにより水から水素を製造する光触媒のエネルギー変換効率を

３０倍以上に飛躍的に向上させることにより、二酸化炭素と水を原料に太陽エ

ネルギーでプラスチック原料等基幹化学品の製造が可能となる。これにより、

２０３０年頃にはオレフィンの原料であるナフサを１７％程度削減できると推

測される。また、ケイ素に適用可能な新たな触媒を開発することにより、有機

ケイ素部材の高性能化等が可能となり、これら高機能有機ケイ素部材を活用し

た次世代ＬＥＤ、有機ＥＬ、太陽電池等の高付加価値で省エネに大きく寄与す

る製品の市場拡大や新市場の創造に大きく貢献する。

本プロジェクトでは、無尽蔵な太陽エネルギーを利用して水等の分解により

得られる水素等（以下「ソーラー水素等」という。）を高効率で製造する「革新

的光触媒」や「分離膜」等を研究開発し、また水素と二酸化炭素等からプラス

チック原料等基幹化学品を製造する「合成触媒」及び「反応プロセス」等の研

究開発を行うことにより、将来にわたる基幹化学品の持続的な確保を実現する。

また、金属ケイ素を経ない砂（ケイ砂）からの有機ケイ素原料や、同原料から

の高機能有機ケイ素部材を製造する「触媒」等の研究開発を行うことにより、

有機ケイ素部材の高性能化や製造プロセスの省エネ化（低コスト化）による高

機能有機ケイ素部材（次世代ＬＥＤ封止材、有機ＥＬ封止材、太陽電池用部材

等）を活用した製品の市場拡大等を実現する。
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（２）各研究開発テーマの内容

①二酸化炭素原料化基幹化学品製造プロセス技術開発

（ⅰ）ソーラー水素等製造プロセス技術開発（革新的光触媒）

「水」又は「水と二酸化炭素」を原料に太陽エネルギーによりソーラー水

素等を製造することを目的に、光触媒や助触媒、水素分離膜、及びこれらの

モジュール化技術等の研究開発を行う。

具体的には、光触媒のバンド準位の制御による吸収波長の長波長化や欠陥

の少ない触媒の合成、光触媒と助触媒の界面の設計等の研究開発を行い、ス

ラリー型、電極型及びそれらのハイブリッド型のモジュールを想定し、大表

面積と物質拡散性を両立するモジュールの設計等を行う。この際、大規模な

展開を考慮して希少金属を使用しない元素戦略的な触媒設計を目指す。また、

水素分離膜については、より小さい開孔径を有する薄膜の生成機構の解明や

それを踏まえた薄膜合成法等の研究開発や水素を安全に分離可能なモジュー

ルの設計等を行う。

これにより、後述（ⅱ）の二酸化炭素資源化プロセスに必要不可欠なソー

ラー水素等を低コストで安全に製造するプロセス基盤を確立する。

（ⅱ）二酸化炭素資源化プロセス技術開発（プラスチック原料等基幹化学品へ

の変換触媒）

（ⅰ）で得られるソーラー水素等を原料として、プラスチック原料等基幹

化学品を高選択的に製造することを目的に、合成触媒及び反応プロセスの研

究開発、小型パイロットでの実証試験等を行う。

具体的には、触媒の組成探索による炭素数２～４のオレフィン選択性の高

い合成触媒の研究開発やプロセスのコストシミュレーションによる反応プロ

セスの最適化の検討及び小型パイロットでの連続運転による触媒寿命の長期

化等の検証等を行う。

これにより、（ⅰ）の研究開発と組み合わせることで、石油資源に依存しな

い二酸化炭素と水を原料とした太陽エネルギーによるプラスチック原料等の

基幹化学品を製造するプロセス基盤を確立する。

②有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発

（ⅰ）砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発

砂から金属ケイ素を経由せずに有機ケイ素原料を製造することを目的に、

触媒等の研究開発を行う。
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具体的には、ケイ砂を効率的に反応させるための処理方法の検討や不純物

の影響の解析等、触媒の中心元素の種類や配位子構造の検討等を行う。更に、

温度や反応媒体等の反応条件についても検討し、触媒反応のプロセス化に向

けた要素技術の検証等を行う。これらを複数の反応経路を想定して実施する。

これにより、有機ケイ素原料を金属ケイ素を経ずに製造する触媒反応プロ

セス基盤を確立する。

（ⅱ）有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発

有機ケイ素原料から高機能有機ケイ素部材を製造することを目的に、現行

の白金触媒を代替する非金属系等の触媒や有機ケイ素部材の高度な構造制御

を可能とする触媒等の研究開発を行う。

具体的には、複数の高機能有機ケイ素部材を想定し、触媒の活性中心元素

や配位子構造の検討等を行い、更に触媒反応のシミュレーションを実施する

等、触媒の高活性化や反応の高効率化を検討する。また、有機ケイ素部材中

の残留触媒を低減するため、触媒の固定化等を行う他、得られる有機ケイ素

部材の構造解析等を行う。

これにより高機能有機ケイ素部材の性能向上や製造プロセスの省エネ化

（低コスト化）を可能とするプロセス基盤を確立する。

（３）各研究開発テーマの目標

①二酸化炭素原料化基幹化学品製造プロセス技術開発

（ⅰ）ソーラー水素等製造プロセス技術開発（革新的光触媒）

【中間目標（２６年度末）】

光触媒等の変換効率（太陽エネルギーが水素等の生成に寄与する率）１％を

達成する。

光触媒等の変換効率を最大限引き出すモジュール化に向けた技術課題の抽

出を行う。

水素と窒素系で高い透過係数を持つ複数の分離膜を開発し、水素・酸素分離

膜候補を抽出する。

【中間目標（２８年度末）】

光触媒等の変換効率３％を達成する。

光触媒等のモジュール化の個別要素技術を確立する。

水素・酸素系での分離膜性能を確認し、分離膜を確定する。また、安全に分
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離できるモジュールの仕様を明確にする。

【中間目標（３１年度末）】

光触媒等の変換効率７％を達成する。

小型バッチ式で変換効率を最大限引き出すモジュールを設計する。

モジュールベースで水素を安全に分離する技術を確立する。

【最終目標（３３年度末】

光触媒等の変換効率１０％（現在の３０倍）を達成する。

小型フロー式で変換効率を最大限引き出し、長期耐久性も兼ね備えたモジュ

ールを設計する。

水素を安全に分離可能な長期耐久性も兼ね備えたモジュールを設計する。

（ⅱ）二酸化炭素資源化プロセス技術開発（プラスチック原料等基幹化学品へ

の変換触媒）

【中間目標（２６年度末）】

投入された水素又は二酸化炭素由来の炭素のオレフィンへの導入率として

７０％（ラボレベル）を達成する。

プロセスのコストシミュレーションによる反応プロセスの最適化を行い、小

型パイロットの仕様を確定する。

【最終目標（２８年度末）】

投入された水素又は二酸化炭素由来の炭素のオレフィンへの導入率として

８０％（ラボレベル）を達成する。

小型パイロット規模でのプロセスを確立する。

②有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発

（ⅰ）砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発

【中間目標（２６年度末）】

複数の反応経路とそれぞれの反応における触媒の中心元素の種類や配位子

構造等について複数の候補を選定する。

【中間目標（２８年度末）】

ケイ砂を原料に用いる際の技術課題を抽出する。
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反応経路と触媒について有望な組合せを絞り込む。

【中間目標（３１年度末）】

ケイ砂の反応率５０％、有機ケイ素原料の選択率５０％を達成すると見込ま

れる反応経路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について

指標を得る。

原料に用いるケイ砂の処理方法等を選定する。

【最終目標（３３年度末）】

１ｋｇスケールでケイ砂の反応率５０％、有機ケイ素原料の選択率５０％を

達成する。

触媒反応の実用化に向けて必要となるプロセス要素技術を特定し、その工業

的実施可能性を１ｋｇスケールで検証する。

（ⅱ）有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発

【中間目標（２６年度末）】

複数の高機能有機ケイ素部材を想定した各種反応に用いられる触媒の活性

中心元素や配位子構造等について複数の候補を選定する。

【中間目標（２８年度末）】

反応経路と触媒について有望な組合せを絞り込む。

【中間目標（３１年度末）】

有機ケイ素原料の反応率８０％、有機ケイ素部材の選択率８０％を達成する

と見込まれる反応経路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件

について指標を得る。

【最終目標（３３年度末）】

１ｋｇスケールで有機ケイ素原料の反応率８０％、有機ケイ素部材の選択率

８０％を達成する。

有機ケイ素部材中の残留触媒の低減を達成する。

有機ケイ素部材の構造制御技術を確立する。
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２．未来開拓研究プロジェクトの成果を事業化するための取組その他未来開拓研

究プロジェクトの内容に関する事項

（１）推進体制の構築

１．（２）に掲げる各研究開発テーマに関する研究開発及び事業化の段階にお

いて優れた技術、知見を有し、相互補完的な関係にある企業、大学、公的研究

機関等から構成される事業推進体制（以下「推進体制」という。）を構築する。

推進体制を構成する企業等の選定に当たっては公募を実施し、採択決定後、参

加企業等がそれぞれどのような役割を担うのか、他の参加企業等とどのように

連携するのか分かるよう、体制図を定めることを求める。

（２）推進体制の効果的な運用

①知的財産権の取扱い

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「産業技術力強化法

（平成１２年４月１９日法律第４４号）」第１９条及び同法施行令第１１条の

規定等に基づき、同法令を遵守することを条件に原則として、委託先に帰属

させることとする。

また、推進体制を構成する企業等が相互に連携しつつ、研究開発及び事業

化を効果的に推進するために、知的財産管理規程等を定めることを求める。

②大学における人材の流動化等に係る取組

大学の研究者の企業等への出向を容易にするための取組や守秘義務を課し

た形での大学院生やポスドク等のプロジェクトの参加などの本プロジェクト

を活用した実践的人材の育成への取組を促すこととする。また、大学側も、

これらの取組を促進する方策について検討するものとする。

（３）関連独立行政法人の協力

①新エネルギー・産業技術総合開発機構の協力

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」と

いう。）では本プロジェクトに関連する光触媒や化学プロセス関連の各種技術

開発を実施してきており、当該分野での実施主体、事業内容に係る知見、ノ

ウハウ等を有することから、経済産業省は、必要に応じて、ＮＥＤＯに対し

て協力を求めるものとする。協力を求める場合、具体的には、事業者公募時

の採択審査における審査委員の選定、実施計画に沿った具体的な研究計画等

の策定、推進体制の構築、進捗状況の把握・分析等を行うに際し、支援を求

めるものとする。
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②産業技術総合研究所の協力

独立行政法人産業技術総合研究所では、光触媒による水分解、二酸化炭素

の化学変換、ケイ素系高分子材料等に関する研究開発を実施してきており、

本プロジェクトに関する技術的知見等を有することから協力を求めるものと

する。また、技術的な難易度が高く、本プロジェクトでは対象としていない、

二酸化炭素及びケイ素等から機能性化学品を製造する技術について、将来の

プロジェクト化に向けた触媒・プロセス技術に関する基盤研究を行うことと

しているが、その成果について定期的に意見交換を行い、本プロジェクトの

研究開発又は事業化の方向性を検討する等連携を行うものとする。

③工業所有権情報・研修館の協力

本プロジェクトにおける知的財産に関する戦略策定や管理方法の検討に当

たって、必要に応じて、独立行政法人工業所有権情報・研修館に知財プロデ

ューサーの派遣を求めることとする。

（４）他省庁の施策との連携体制の構築

経済産業省は、必要に応じて、文部科学省の「元素戦略プロジェクト」や独

立行政法人科学技術振興機構の「先端的低炭素化技術開発」など基礎研究及び

基盤的研究開発の実施体制と緊密に連携するため、各プロジェクトの統括者、

主要参加企業、大学等の責任者、所管省庁等の課室長等から構成される連携体

制を構築する。当該連携体制では、プロジェクト間の、事業計画の調整、成果

の共有や取扱の調整、設備の共用や研究人材交流の促進等について協議を行う

ものとする。

（５）その他事業化促進の取組

研究開発段階から新技術の安全性・性能に係る評価基準の策定、当該基準に

基づく認証の活用、知的基盤の質的向上を検討する等、研究開発から事業化ま

で一貫した推進体制を構築する。

また、事業戦略と一体となった国際標準化を進めるとともに、諸外国に先ん

じて国際標準を獲得するため、業界団体等の内部でのコンセンサス形成を必須

としない「トップスタンダード制度」を活用する等、国際標準提案に係る戦略

的かつ迅速な国際標準獲得等のための体制を整備する。

３．その他実施計画に関する事項

（１）担当課

本実施計画の作成責任課は、製造産業局化学課及び産業技術環境局研究開発

課である。
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（２）実施計画の改定

①随時の見直し

経済産業省は、関連技術や市場の動向を随時把握し、最新の技術や知見を

取り込むこととし、必要に応じて、実施計画に掲げられた研究開発プロジェ

クトの目標や研究開発の内容を変更するものとする。

②中間評価を踏まえた見直し

経済産業省は、外部有識者による評価を原則として平成２６年度、２８年

度、３１年度に実施することとし、内外の研究開発動向の変化、社会・経済

情勢の変化、政策動向の変化その他の情勢の変化を踏まえ、本プロジェクト

の必要性、目的、目標、研究開発の内容、推進体制等について見直しを行い、

必要に応じて、実施計画又は基本方針の別添を改定するものとする。

（３）実施計画の改定履歴

平成２４年５月、制定。
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Ｐ１４００３ 

 

「有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発」基本計画 

材料・ナノテクノロジー部 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

① 政策的な重要性 

化学産業は我が国の一大産業であり、高い国際競争力を誇る製品を多数生み出している。

一方で、同産業は化石資源を大量に消費し、二酸化炭素（ＣＯ２）排出量も多い。地球温暖化

が懸念され、輸入に頼る石油の価格上昇や枯渇リスクに直面する中、化学品製造の革新的イ

ノベーションの実現により、こうした課題を乗り越えていくことが急務となっている。 

本プロジェクトは、エネルギー多消費の既存の有機ケイ素原料の製造プロセスに代わる新

たな革新的省エネプロセスと高機能な有機ケイ素部材の製造プロセスを実現するための触媒

技術及び触媒プロセス技術を開発するものであり、有機ケイ素工業のエネルギー制約を克服

するためには不可欠な技術開発である。さらには、本技術の確立は、我が国の有機ケイ素工

業の国際的競争力の強化につながるものである。 

本プロジェクトは、我が国が抱える環境・エネルギー制約等の構造的課題を克服するため

に、国内トップレベルの実施主体による産学連携研究体制で進める長期プロジェクトである

未来開拓型研究として実施しているものであり、また、内閣府総合科学技術会議が策定した、

「科学技術イノベーション総合戦略（平成２９年６月２日、閣議決定）」において、エネルギ

ーシステム全体を横断して各分野の機能を維持・向上し、大幅な省エネルギーへ貢献する重

要な技術として位置付けられている。 

 

② 我が国の状況 

有機ケイ素工業は化学産業の中でもシリコーン等の高機能な部材を提供するものであり、

炭素系材料と比べて高価ではあるものの、電子材料分野や塗料分野等、幅広い産業で使用さ

れている。しかし、現在の有機ケイ素工業は、主原料のＳｉＯ２をＳｉ金属に変換する工程を

含むプロセスに依存しており、この工程で多大なエネルギーを必要とする。このことが、シ

リコーン等の有機ケイ素部材が高価となっている要因の一つである。このため、Ｓｉ金属を

経由しない有機ケイ素製造プロセスの確立が求められている。 

また、有機ケイ素工業においてシリコーンの硬化や有機ケイ素化合物の製造に広く用いら

れるヒドロシリル化触媒は、古くから利用されているＰｔ触媒であり、使用量が微量ではあ

るものの、高価である、供給不安がある、部材中に残存する使用法の場合は回収が困難であ

る、残存による製品性能が低下する、等の問題があり、これを代替する触媒の開発が求めら

れている。加えて、有機ケイ素工業の主製品であるシリコーンは、安定性、耐候・耐熱性、

透明性といった特性から、有機ポリマー部材に比べて高価であるにもかかわらず広い産業分

野で使用されているが、より性能を向上させることが求められており、これには構造制御や
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コンタミの防止が重要な課題である。さらに、特定の構造を有する有機ケイ素部材は、その

製造工程で大量の無機物が排出され、環境面・コスト面で問題があるため、このような問題

の無い製造プロセスが求められている。 

以上のように、有機ケイ素工業がエネルギー面、コスト面等の問題を解決し、高機能な有

機ケイ素部材を安定的かつ安価に提供するための革新的製造プロセスの確立が求められてい

る。 

 

③ 世界の取組状況 

有機ケイ素部材の世界市場は２０１３年調査で推定１．３兆円であり、年率６％の成長が

見込まれている。日本企業のシェアは出荷額ベースで約２０％を占める。世界でも屈指の生

産規模を有する信越化学工業、高付加価値用途であるＳｉ系ＬＥＤ封止材でトップシェアを

有する東レ・ダウコーニングなど、この分野の日本企業は高い技術力を有している。本プロ

ジェクトで解決を目指す技術課題は世界的にも解決が求められており、有機ケイ素部材の製

造にかかる触媒については、企業や大学等で主に基礎的レベルでの個別の技術開発が進めら

れている。一方、ＳｉＯ２から金属ケイ素を経由しない有機ケイ素の製造プロセスについては、

世界的に見ても例がない状況である。 

 

④ 本事業のねらい 

本プロジェクトでは、有機ケイ素製造に係る新たな触媒技術及び触媒プロセス技術を開発

することにより、前述した課題を解決することを目的とする。これにより、有機ケイ素原料

製造プロセスを確立し、大幅な省エネルギー化を実現させる。また、有機ケイ素部材の製造

コストの低減と性能の向上を図り、その市場を拡大させるとともに、我が国の産業競争力を

強化させる。 

 

（２）研究開発の目標 

① アウトプット目標 

本事業の終了時及び中間時点におけるアウトプット目標は以下のとおりとする。 

 

【最終目標】 

研究開発項目① 砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発 

・１ｋｇスケールでケイ砂の反応率５０％、有機ケイ素原料の反応率５０％、及び選択率５

０％を達成する。ただし、別紙１に記載されている研究開発内容のうち（１）（金属ケイ素

を経由しないＱ単位構造中間原料製造法の開発）については、反応率７０％及び選択率７０％

を達成する。 

・触媒反応の実用化に向けて必要となるプロセス要素技術を特定し、その工業的実施可能性

を１ｋｇスケールで検証する。 

研究開発項目② 有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発 

・１ｋｇスケールで有機ケイ素原料の反応率８０％、有機ケイ素部材の選択率８０％を達成

する。 
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・有機ケイ素部材中の残留触媒の低減を達成する。 

・有機ケイ素部材の構造制御技術を確立する。 

【中間目標】 

研究開発項目① 砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発 

【平成２６年度末】 

複数の反応経路とそれぞれの反応における触媒の中心元素の種類や配位子構造等について複

数の候補を選定する。 

【平成２８年度末】 

ケイ砂を原料に用いる際の技術課題を抽出する。 

反応経路と触媒について有望な組合せを絞り込む。 

【平成３１年度末】 

ケイ砂の反応率５０％、有機ケイ素原料の選択率５０％を達成すると見込まれる反応経路と

触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標を得る。ただし、別紙１に

記載されている研究開発内容のうち（１）（金属ケイ素を経由しないＱ単位構造中間原料製

造法の開発）については、平成３１年度前半までに反応率７０％及び選択率７０％を達成す

ると見込まれる反応経路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標

を得る。 

原料に用いるケイ砂の処理方法等を選定する。 

研究開発項目② 有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発 

【平成２６年度末】 

複数の高機能有機ケイ素部材を想定した各種反応に用いられる触媒の活性中心元素や配位子

構造等について複数の候補を選定する。 

【平成２８年度末】 

反応経路と触媒について有望な組合せを絞り込む。 

【平成３１年度末】 

有機ケイ素原料の反応率８０％、有機ケイ素部材の選択率８０％を達成すると見込まれる反

応経路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標を得る。 

 

② アウトカム目標 

 新規有機ケイ素原料製造プロセスの実用化により、２０３０年には従来プロセスによる製

造と比較して４４万ｋＬ／年の使用エネルギーを削減するとともに、１０１万 t／年のＣＯ２

排出量削減が期待される。また、高機能有機ケイ素部材製造プロセスの実用化により、高機

能有機ケイ素部材の提供が可能となり、ＬＥＤや太陽電池等、さまざまな製品の性能向上で

省エネルギー化に貢献する。もって、有機ケイ素部材の提供価格の低下や性能の向上等によ

って適用分野を広げ、２０３０年には、有機ケイ素部材の日本の出荷額を 1 兆円規模に拡大

することを目指し、産業競争力強化を達成する。 

 

③ アウトカム目標達成に向けての取組 

本プロジェクトで開発した成果を基に、プロジェクト終了後に参画企業が実用化に向けた
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検討を行い、事業化する見込みである。ＮＥＤＯは、実用化が早期に達成されるよう、本プロ

ジェクトの成果目標が着実に達成されるべく進捗管理を行うとともに、必要に応じて、各企業

が主体的に実施する実用化に向けた技術開発への支援を行う。 

    

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき

研究開発を実施する。 

【委託事業】 

研究開発項目① 砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発 

研究開発項目② 有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発 

本研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対して、産学官

の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する研究開発であり、委託事業と

して実施する。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ材料・ナノテクノロジー部の山田 浩主査を任命して、

プロジェクトの進行全体の企画・管理を担当させ、プロジェクトに求められる技術的成果及び

政策的効果を最大化させる。本研究開発は、我が国の将来の成長の糧となるイノベーションを

創出する未来開拓研究プロジェクト「革新的触媒」において実施されるものであり、平成２４

年度に経済産業省が、企業、大学等の研究機関（委託先から再委託された研究開発実施者を含

む）から公募によって研究開発実施者を選定し、共同研究契約等を締結する研究体を構築して

開始したものである。平成２６年度からＮＥＤＯが本研究開発の運営・管理を承継するに当た

っては、その時点までの進捗状況を踏まえて研究開発を実施する。 

なお、各実施者の研究開発能力を最大限に活用し、効率的かつ効果的に研究開発を推進する

観点から、ＮＥＤＯは研究開発責任者（プロジェクトリーダー）として、国立研究開発法人産

業技術総合研究所・触媒化学融合研究センターの佐藤一彦研究センター長を選定し、各実施者

はプロジェクトリーダーの下で研究開発を実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理  

ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理、執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環境の

変化等を適時に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理に当たっては、効率的かつ

効果的な方法を取り入れることとし、次に掲げる項目を実施する。 
 
①研究開発の進捗把握・管理 
ＮＥＤＯは、主としてプロジェクトリーダーを通して研究開発実施者と緊密に連携し、研究

開発の進捗状況を把握する。また、外部有識者で構成する技術検討委員会を組織し、定期的に

技術評価を受け、目標達成の見通しを常に把握することに努める。 
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②技術調査の実施 
ＮＥＤＯは、本技術開発に関する調査を実施し、その調査結果を適宜研究開発に反映させる。

これにより、研究開発がより有効なものになるように、本事業の運営管理を行うこととする。 
 

３．研究開発の実施期間  

平成２６年度から平成３３年度までの８年間とする。 

なお、本プロジェクトは、平成２４年度から平成２５年度までは経済産業省により実施し

たが、平成２６年度からＮＥＤＯが実施する。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意

義及び将来の産業への波及効果等について、外部有識者による評価を実施する。 

評価の時期は、中間評価を経済産業省での事業開始から通算して３年目（平成２６年度）、

５年目（平成２８年度）、８年目（平成３１年度）、事後評価を終了年度の次年度（平成３４

年度）とし、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、

前倒しする等、適宜見直すものとする。 

また、中間評価結果を踏まえ、必要に応じ研究開発の加速・縮小・中止等の見直しを迅速

に行う。 

 

５．その他重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①共通基盤技術の形成に資する成果の普及  

研究開発実施者は、研究成果を広範に導入・普及するように努めるものとする。また、Ｎ

ＥＤＯは、研究開発実施者による研究成果の広範な普及・導入を促進する。  

 

②標準化施策等との連携  

本研究開発で得られた成果については、標準化等との連携を図るため、標準案の提案等を

必要に応じて実施する。  

 

③知的財産権の帰属  

本研究開発の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則と

して、全て委託先に帰属させることとする。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、当該研究開発の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内外の研

究開発動向、政策動向、研究開発費の確保状況等、プロジェクト内外の情勢変化を総合的に

勘案し、必要に応じて目標達成に向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施体制等、

プロジェクト基本計画を見直す等の対応を行う。 
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（３）根拠法 

本プロジェクトは国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第一

号ニ及び第二号に基づき実施する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

平成２６年２月、制定。 

平成２６年６月、プロジェクトリーダーの委嘱に伴う改訂。 

平成２６年７月、「技術調査の実施」の追記に伴う改訂。 

平成２７年２月、評価制度の見直しに伴う改訂。 

平成２９年２月、アウトプット目標と期限の追記に伴う改訂。 

平成３０年５月、ＮＥＤＯ担当部署の変更及びプロジェクトマネージャー変更に伴う改訂。 

平成３１年２月、（別紙２）研究開発スケジュールの変更に伴う改訂。 
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（別紙１）研究開発計画 

研究開発項目① 「砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発」 

 

１．研究開発の必要性 

有機ケイ素原料の製造プロセスの省エネ化を実現するためには、砂から金属ケイ素を経由

せずに製造する基盤技術が必要となる。砂はケイ素原子の全てが酸素と結合しており、これ

ら全てのケイ素－酸素を開裂するのではなく、必要な分だけを選択的に開裂させて有機基に

置換した有機ケイ素原料を合成する反応経路を確立する。すなわち、反応経路として、砂か

ら、テトラアルコキシシラン等のＱ単位構造中間原料を経由し、そのケイ素－酸素結合の一

部をケイ素－炭素結合等に変換することによる、有機ケイ素原料製造法の開発や、高機能有

機ケイ素部材の原料として期待されているビルディングブロック型の有機ケイ素原料製造法

の開発、高活性ケイ素化学種を経る有機ケイ素原料製造法の開発等に取り組む。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）金属ケイ素を経由しないＱ単位構造中間原料製造法の開発 

砂からの有機ケイ素原料製造に当たり、固体原料である砂のケイ素－酸素結合を開裂する

ことにより低分子化して、液体又は溶媒に可溶なＱ単位構造中間原料（テトラアルコキシシ

ランなど）に変換するルートに関する触媒技術の開発を行う。テトラアルコキシシランの合

成に関しては、アルコール、金属アルコキシド、炭酸ジアルキル等をケイ砂（シリカ）と反

応させる方法等を検討する。 

 

（２）Ｑ単位構造中間原料からの有機ケイ素原料製造技術の開発 

テトラアルコキシシラン等のＱ単位構造中間原料からの有機ケイ素原料合成法として、有

機化剤を用いて有機基をケイ素上に導入する方法、酸素原子を還元剤で取り除く方法等に有

用な触媒技術の開発を行う。 

 

（３）砂からＱ単位構造を基本構造とするビルディングブロック型の有機ケイ素原料製造法

の開発 

砂の規則構造を部分的に保持したＱ単位構造を基本構造とするビルディングブロックを選

択的に切り出すための触媒技術の開発を行う。 

 

（４）高活性ケイ素化学種を経由した有機ケイ素原料製造法の開発 

砂から高活性ケイ素化学種を経由して有機ケイ素原料を製造する方法の開発を行う。 

 

（５）その他の反応 

金属ケイ素を経ずに有機ケイ素原料を効率的に製造する技術の開発は極めて難度が高いこ

とから、（１）～（４）以外の方法についても検討し、必要に応じて開発に着手する。 
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３．達成目標 

【中間目標(平成２６年度末)】 

複数の反応経路とそれぞれの反応における触媒の中心元素の種類や配位子構造等について複

数の候補を選定する。 

【中間目標(平成２８年度末)】 

ケイ砂を原料に用いる際の技術課題を抽出する。 

反応経路と触媒について有望な組合せを絞り込む。 

【中間目標(平成３１年度末)】 

ケイ砂の反応率５０％、有機ケイ素原料の選択率５０％を達成すると見込まれる反応経路と

触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標を得る。さらに、２．（１）

（金属ケイ素を経由しないＱ単位構造中間原料製造法の開発）については、平成３１年度前

半までに反応率７０％及び選択率７０％を達成すると見込まれる反応経路と触媒を選定し、

温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標を得る。 

原料に用いるケイ砂の処理方法等を選定する。 

【最終目標(平成３３年度末)】 

１ｋｇスケールでケイ砂の反応率５０％、有機ケイ素原料の選択率５０％を達成する。さら

に、２．（１）については反応率７０％及び選択率７０％を達成する。 

触媒反応の実用化に向けて必要となるプロセス要素技術を特定し、その工業的実施可能性を

１ｋｇスケールで検証する。 
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研究開発項目② 「有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発」 

 

１．研究開発の必要性 

有機ケイ素工業においてシリコーンの硬化や有機ケイ素化合物の製造に広く用いられるヒ

ドロシリル化触媒は、古くから利用されている白金触媒であり、使用量が微量ではあるもの

の、高価である、供給不安がある、用途によっては回収が困難である、残存による製品性能

が低下する、等の問題があり、これを代替する触媒の開発が求められている。また、有機ケ

イ素工業の主製品であるシリコーンは、安定性、耐候・耐熱性、透明性といった特性から、

有機ポリマー部材に比べて高価であるにもかかわらず広い産業分野で使用されているが、更

に性能を向上させることが求められており、これにはコンタミの防止や構造制御が重要であ

る。さらに、特定の構造を有する有機ケイ素部材は、その製造工程で大量の無機物が排出さ

れ、環境面・コスト面で問題があるため、このような問題の無い製造プロセスが求められて

いる。 

これらの技術課題を解決するため、有機ケイ素部材の代表であるシリコーンの主要構造で

ある「ケイ素－炭素結合」及び「ケイ素－酸素結合」、特異な電子･光物性を持つ有機ケイ素

部材であるポリシランの主要構造である「ケイ素－ケイ素結合」の３つの基本的な含ケイ素

結合形成のための触媒技術開発に取り組む。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）ケイ素－炭素結合形成技術 

ケイ素－炭素結合形成法として、白金触媒を用いるヒドロシリル化反応や、有機マグネシ

ウム原料を用いる方法が主として用いられているが、前者では触媒コストが高い、白金触媒

が製品中に残存して製品品質に悪影響を及ぼすなどの課題が、後者では、原料のコストが高

い、副生マグネシウム塩が多量に発生するなどの課題がある。これらの課題を克服し、更に

高効率・高選択的な反応の開発を目指し、ヒドロシリル化反応用の非金属や卑金属触媒等の

開発、及び高価な有機マグネシウムなどの有機金属原料を用いず副生塩が発生しない新規な

ケイ素－炭素結合形成技術の開発を行う。 

 

（２）ケイ素－酸素結合形成技術 

ケイ素－酸素結合は、原料であるクロロシラン類やアルコキシシラン類の加水分解反応で

形成されるのが一般的であるが、ランダムに反応が起こり、結合形成の制御が容易ではない。

そこで、反応を制御しつつ、特異的なシリコーン構造を構築するための技術として、ケイ素

－酸素結合を選択的に形成できる触媒技術の開発や、シリコーン版のクロスカップリング反

応技術の開発を行う。また、これらの技術を、はしご型ポリシロキサンやかご状シロキサン

など構造が制御されたシリコーンや、異なる単位構造が規則的に配列した規則性シリコーン

など、特徴的な物性が期待されるシリコーンの合成の検討に展開する。なお、得られるシリ

コーンの構造解析手法も検討する。 
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（３）ケイ素－ケイ素結合形成技術 

ケイ素－ケイ素結合形成に通常用いられる方法は、クロロシランをナトリウム等の金属を

用いて還元的にカップリングさせる方法に限定されている。この方法では、構造制御は困難

であり、また、塩素化合物やナトリウム塩などが生成物に混入してしまい、電子部材等に用

いる場合は性能劣化の原因となる。そこで、ヒドロシランの脱水素縮合等によるケイ素－ケ

イ素結合形成法の開発とヒドロシラン等の原料の安価な製造法の開発を行う。 

 

（４）触媒固定化基盤技術 

ケイ素－炭素結合形成やケイ素－酸素結合形成等の有機ケイ素部材合成反応に高活性・高

選択性を示す触媒活性種（分子触媒、金属ナノ粒子など）をシリカなどの担体に固定化する

ことにより、有機ケイ素部材製造プロセスにおける触媒の分離・リサイクルを容易にし、製

品純度を高めるだけでなく、連続流通プロセスでの生産性向上を実現させるための基盤技術

の開発を行う。具体的には、触媒機能を最大化させるための担体の開発、担体への触媒活性

種の固定化技術の開発、固定化触媒によるケイ素部材合成技術の開発及びプロセス化に向け

た実用化研究について検討する。 

 

３．達成目標 

【中間目標(平成２６年度末)】 

複数の高機能有機ケイ素部材を想定した各種反応に用いられる触媒の活性中心元素や配位子

構造等について複数の候補を選定する。 

【中間目標(平成２８年度末)】 

反応経路と触媒について有望な組合せを絞り込む。 

【中間目標(平成３１年度末)】 

有機ケイ素原料の反応率８０％、有機ケイ素部材の選択率８０％を達成すると見込まれる反

応経路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標を得る。 

【最終目標(平成３３年度末)】 

１ kgスケールで有機ケイ素原料の反応率８０％、有機ケイ素部材の選択率８０％を達成する。 

有機ケイ素部材中の残留触媒の低減を達成する。 

有機ケイ素部材の構造制御技術を確立する。 
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（別紙２）研究開発スケジュール 

 

※平成２４年度から２５年度は経済産業省直執行事業。 

平成２６年度からＮＥＤＯ事業として実施。 
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産業構造審議会産業技術分科会 
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はじめに 

 

研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化、優れた成果の獲得や社会・経済への還元等を

図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて重要な活動であり、このため、経済産業省

では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２０年１０月３１日、内閣総理大臣決定）等に沿った

適切な評価を実施すべく「経済産業省技術評価指針」（平成２１年３月３１日改正）を定め、これに基づいて

研究開発の評価を実施している。 

 

 今回の評価は、グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発（触媒を利用した化学品基幹原

料等の革新的プロセス技術開発）の事前評価であり、評価に際しては、当該研究開発事業の新たな創設

に当たっての妥当性について、省外の有識者から意見を収集した。 

 

今般、当該研究開発事業に係る検討結果が事前評価報告書の原案として産業構造審議会産業技術

分科会評価小委員会（小委員長：平澤 泠 東京大学名誉教授）に付議され、内容を審議し、了承され

た。 

 

本書は、これらの評価結果を取りまとめたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年７月 

産業構造審議会産業技術分科会評価小委員会 
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 製造産業局 化学課機能性化学品室長  山崎 知巳（事業担当室長） 

 

 産業技術環境局 産業技術政策課 技術評価室長  秦 茂則 
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    ○新規研究開発事業の創設の妥当性に対する意見の収集（平成２３年５月） 

 

    ○産業構造審議会産業技術分科会評価小委員会（平成２３年７月２２日） 
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第１章 技術に関する施策及び新規研究開発事業の概要 
 

 

１．技術に関する施策の概要 

 

化学産業は、技術面から環境・エネルギー及び安全・安心の問題解決に貢献できるキー

テクノロジーを有する産業であり、2009 年 12 月に閣議決定された「新成長戦略（基本方

針）」において掲げられた「グリーン・イノベーション（環境・エネルギー分野革新）」及

び「ライフ・イノベーション（医療・介護分野革新）」を推進していくことが期待される。 

このような背景から、化学分野の研究開発を進める上で、 

Ⅰ．原料のグリーン化 

Ⅱ．製造工程のグリーン化 

Ⅲ．グリーン・イノベーションに資する先端ケミカル部材・材料の提供 

Ⅳ．排水、廃棄物等の処理工程のグリーン化 

Ⅴ．素材・部材としての化学分野の共通評価基盤の整備 

の 5つの視点から研究開発を行う。 

 

 

２．新規研究開発事業の創設における妥当性等について 

 

化学分野を含むナノテク・部材分野においては、①ナノテクノロジー及び革新的部材技

術の確立、②エネルギー消費効率の改善、③安心安全な国民生活の実現、の 3 つの視点か

らの施策が必要とされており、このうち①及び②について、「環境に貢献するエネルギー制

約の克服」、「環境に貢献する環境制約の克服」及び「環境に貢献する資源制約の克服」が

目標として挙げられている（別添「新規要求事業の位置付け」を参照。）。 

現状では、化学産業は石油製品の 18.9％を原料として使用しているとともに、全産業の

約 13％、日本全体の約 5％の CO2 を排出している。このため、製造段階でのエネルギー利

用効率化、製造プロセスでの CO2 削減、バイオマスや気体原料の利用など非石油由来資源

への転換といった課題を克服する必要がある。さらに、触媒技術の抜本的高度化により、

レアメタルの代替や、水質等の汚染物質の発生抑制の効果も大いに期待されている。 

本事業は、具体的には、以下のテーマを実施する予定としている。 

① 石油化学品の革新的製造プロセス基盤の開発及びこれを更に発展させた太陽光

と水と空気から化学品基幹原料を製造する技術開発 

② 新・機能性化学品の革新的製造プロセス基盤の開発 
（スーパー反応場、高機能有機ケイ素反応触媒） 

③ 微生物触媒を活用した革新的発電プロセス技術の開発 

 

これらのテーマは、エネルギーや資源制約からの脱却、地球温暖化の主要因と考えられ

る CO2 の排出抑制に貢献するために、触媒を利用した化学品基幹原料等の革新的プロセス

技術を開発するものであり、１．のうち「Ⅰ．原料のグリーン化」、「Ⅱ．製造工程のグリ

ーン化」、「Ⅳ．排水、廃棄物等の処理工程のグリーン化」に該当する。また、別添の体系

図における目標との関係が明確で、その目標を達成するために必要不可欠であり、適切に

マッチングしていると言える。 
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（１）事業の目的及び実施によるアウトプット、アウトカムについて（研究開発の定量的

目標、社会的課題への解決や国際競争力強化への対応等） 

    

本事業においては、それぞれのサブテーマごとに、それぞれ以下のような目的をター

ゲットとして取り組む予定である。 

① 基幹化学品の製造では、最先端の光触媒技術の開発により、原料の脱石油化（原

料は空気中のCO2と水）を実現する（2030年）。 

② 機能性化学品の製造では、多段階生産工程をワンパス化し、反応温度の低温下等

のプロセスイノベーションを実現し、また、白金触媒を代替する新規触媒開発に

よる製造コストの抜本的な改善と製品性能の高性能化を実現する（2020年）。 

③ 微生物触媒を活用した発電では、汚泥を原料（えさ）とする微生物触媒により革

新的発電プロセスを確立し、下水・排水処理施設の使用電力の削減、自立系シス

テムを確立する（2030年）。 

これにより、化学産業の中長期的な競争力強化、更には化学技術を活用した抜本的省

エネルギー・省電力化が実現する。 

さらに、化学産業の大規模かつ省エネプロセスでの基礎化学品等の製造が可能となる

のみならず、フィルム、繊維、ゴム、医薬品、香料等、様々な製品への波及効果も極めて

大きい。 

 

 

（２）事業の必要性について（出口を見据え成果を社会へ普及させる戦略（研究開発のみ

ならず、実証や性能評価・標準化等を含む実用化に向けた取組等）） 

 

本事業は、単に研究成果を挙げることにとどまらず、それぞれ次のような実用化に向

けた具体的な取組を想定した上で、プロジェクトをスタートさせる予定である。 

① 基幹化学品の製造では、プロジェクト期間中の 2016 年度までに中規模パイロッ

トプラントにおける実証を行い、更にその時点での経済環境に応じて、国内外の

各社のエチレンプラントに適用してビジネス展開を図る。その間開発された分離

膜の製造方法等については、実プラントへ適用される部分で膜モジュールの標準

化を行うことで、本技術の普及を図る。 

② 機能性化学品の製造では、ユーザー企業を巻き込んで、知的財産権と標準化の棲

み分けをしつつ、実用化に向けた取組を推進する。 

③ 微生物触媒を活用した発電では、電極触媒、電極構造、リアクター構成などの各

要素技術を確立・パッケージ化して、国内の下水処理場、工場の排水処理工程を

始めとするビジネス展開を図る。 

 

 

（３）次年度に予算要求する緊急性について 

 

革新的触媒技術は、省エネルギー・省電力の大きな可能性を秘めた未開拓化学技術で

あり、本年 3月に発生した東日本大震災により、電力需給の逼迫が産業空洞化を左右する

中においては、その徹底活用に知を集結し着手することにより、化学産業の国内残留、中

長期的な競争力強化、抜本的省エネルギー・省電力化を通じた災害対応力の強化に早急に

着手する必要がある。 

また、2010 年の鈴木・根岸両教授のクロスカップリング触媒技術に関するノーベル化
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学賞のダブル受賞により、アカデミア、産業界ともに改めて触媒技術に注目が集まってい

る。このタイミングで革新的触媒技術に着目した非連続型の大規模ナショナルプロジェク

トを開始することは、本分野の人材育成、ひいては 20年後、30年後にも引き続き国際的

に強みを持つ化学技術の基盤を引き続き維持する意味でも極めて重要である。 

海外に目を向けてみても、近年、BASF（独）が CO/H2 からオレフィン製造技術の検討

を開始し、欧米では太陽光からのエネルギー変換技術開発の大型プロジェクトが幾つもス

タートしており、日本リードの本技術分野で急速な追い上げが見られる。また、微生物触

媒関連分野については、米国（DOE）は 2000 年以降、約 50 億円を投じて研究開発を進め

ている。 

日本は、触媒分野での基本的な技術的強みを有しているが、我が国技術、企業の国際

的優位性を確保するため、政府としても早急に取り組む必要がある。 

 

 

（４）国が実施する必要性について（非連続型研究、民間とのデマケの整理等） 

 

本技術開発は技術面・投資面で民間単独で取り組むにはハードルが高く、基盤技術の

確立については国の一定の関与が必要である。さらに、化学品原料を石油資源から非石

油由来資源に転換することは、温暖化対策という観点から政策的にも重要な課題であり、

基礎化学品、機能性化学品の製造等の基幹産業におけるプロセスの簡素化・省エネルギ

ー化等に資する基盤技術の開発は、その技術的波及効果が大きい点からも、国家プロジ

ェクトとして実施する事業として適切であると判断される。 

なお、本事業が対象とする技術はリスクが極めて高く、国が支援する必要があるが、

個別の製品化への応用については企業単独の取組とすることにより、民間とのデマケを

整理している。 

 

 

（５）省内又は他省庁の事業との重複について 

 

現時点では省内又は他省庁との事業の重複はなく、当面は化学産業特有の技術という

ことで化学課が研究開発課と連携して研究に取り組んでいく予定である。 

特定の応用分野が見えてくるにつれて、当該応用分野の省内担当課や、他省庁との強

力な連携体制を取る予定。 

 

 

３．新規研究開発事業を位置付けた技術施策体系図等（上記１．技術に関する施策の体系的整

理図） 

 

（別添「新規要求事業の位置付け」を参照。） 
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第２章 評価コメント 

 

事業の目的・政策的位置付け（新規研究開発事業の創設）の妥当性等に対するコメント 

化学関連分野では触媒や微生物など、大きなポテンシャルを有する新しい技術の創出が

不可欠である。基礎化学品製造技術、機能性化学品製造技術は重要な柱であり、触媒開発

の難易度は高いが、革新的触媒技術によって両者のプロセス革新を同時に国主導で進める

本事業は化学産業全体に大きく貢献する。 

ソーラー水素は日本が基礎研究で先行しており、これが実現した場合のインパクトは非

常に大きく、我が国の優位性を確保するためにも、緊急に予算化し、長期ビジョンを持っ

て取り組むことが極めて重要である。また、微生物発電技術は自立的に下水処理を進める

ポテンシャルを有した技術であり、ともに緊急なプロジェクト化が望まれる。 

ケイ素系部材開発は、炭素－ケイ素、ケイ素―酸素結合等を精密に構築する触媒技術開

発が鍵であり、難易度は高いが、画期的な新機能性材料の開発に繋がる可能性が高い。 

なお、全体計画の成否はソーラー水素次第であり、太陽光発電と水電解を組み合わせた

水素製造システムとの競合に勝つことが必要。そのための技術課題と実現可能性をより明

確にする必要がある。また、微生物発電は、目標に到達するための具体的技術課題とその

解決法を明確にすべきである。 

 

○肯定的意見 

・震災後の今日、長期ビジョンをもった戦略的な取組が、ますます重要になっている。化

学関連分野では触媒や微生物など、大きなポテンシャルを有する新しい技術の創出が不

可欠である。 

・GSCは化学産業及びそれを基盤とする様々な産業が持続的に発展するための鍵である。 

・基礎化学品製造技術、機能性化学品製造技術は重要な柱であり、革新的触媒技術によっ

て両者のプロセス革新を同時に国主導で進める本事業は化学産業全体に大きく貢献する。 

・ソーラー水素を二次エネルギー源として捉えた取組は増えているものの、化学品原料に

用いる検討例は依然として限られており、国として取り組むことは極めて重要である。

光触媒関連、ソーラー水素触媒は日本発の、我が国がこれまでに世界をリードしてきた

分野であるが、ここ数年で米国や欧州が大きなプロジェクトを次々に発足させている。

我が国の優位性を確保するためにも、緊急に予算化し、長期ビジョンを持って取り組む

ことが極めて重要である。 

・太陽光／水／空気からの基礎化学品製造技術開発はインパクトが大きく、タイムリーな

提案である。触媒開発の難易度は高いが、事業実施により基幹原料のプロセス革新が期

待される。 

・ソーラー水素は日本が基礎研究で先行しており、成績も顕著に改善している。これが実

現した場合のインパクトは非常に大きい。技術的課題がある程度具体的になっており、

実現可能性が期待される。したがって、長期的・持続的研究課題としてふさわしいと言

える。後段の CO2 利用の化学品製造は、要素技術（膜技術、触媒）がかなり進んでいる

ようなので、実現可能性は十分にある。これについては、ソーラー水素とは別にしても、
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十分な意義が見いだせる。 

・製造プロセスを抜本的に削減することは大きな省エネ・低炭素化につながり、また微生

物発電は自立的に下水処理を進めるポテンシャルを有した技術であり、ともに緊急なプ

ロジェクト化が望まれる。 

・ケイ素系部材開発は、炭素－ケイ素、ケイ素―酸素結合等を精密に構築する触媒技術開

発が鍵であり、難易度は高いが、画期的な新機能性材料の開発に繋がる可能性が高い。 

・スーパー反応場技術による省エネ効果は理解できる。 

・微生物発電は微生物触媒技術が鍵となる。高難易度ではあるが技術課題も明確である。 

 

○問題点・改善すべき点 

・Neo Sunshine Project に関しては、触媒技術を中心に据えることは当然であるが、更に

は反応と分離を組み合わせた技術の開発なども組み込むことで、より大きな展開が期待

される。 

・太陽光／水／空気からの基礎化学品製造技術開発について、出口の一つとして CO2＋H2

＋オレフィンによる機能性化学品製造等も入れたらどうか。 

・全体計画の成否はソーラー水素次第であり、太陽光発電と水電解を組み合わせた水素製

造システムとの競合に勝つことが必要。そのための技術課題と実現可能性をより明確に

する必要がある。 

・スーパー反応場プロジェクトに関しては、高分子反応場の化学的耐久性に関する視点、

微生物発電に関しては、下水処理における速度論（出力）に関する視点を加える必要が

あるのではないか。 

・高分子担持金属触媒及び類似の触媒には長い研究の歴史があり、これらと比較して、“ス

ーパー反応場”触媒の「オリジナリティー」と「高機能性」を明確に示す必要がある（触

媒構造、物性、触媒性能を具体的データで比較。）。解決すべき技術要素をはっきりさせ

てほしい。 

･次世代封止材に関する企業ニーズは多いので、ケイ素系部材開発の中でも中心的な位置づ

けにしてはどうか。 

・省エネ高機能ケイ素系部材は技術的課題と出口（用途）の具体的説明が不十分に思える。

内容を整理して、技術課題と応用の強調点を明確にすることが必要。 

・微生物発電技術の現状が不明（定量的に示すべき。）。下水処理に応用可能か否かも不明

である。まず、現状の性能データと下水処理に必要な性能との比較を定量的に行うべき

である。目標値までの距離が相当ありそうだが、どの程度か分からない（性能を何ケタ

あげる必要があるのか、基質依存性は大丈夫か、どの程度の規模の装置になるのか、な

ど）。その次に、目標に到達するための具体的技術課題とその解決法を明確にすべき。 
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第３章 評価小委員会のコメント及びコメントに対する対処方針 

 

 本研究開発事業に対する評価小委員会のコメント及びコメントに対する推進課の対象方針は、

以下のとおり。 

 

（コメント①） 

 水素製造触媒による基幹化学品製造技術については、太陽光発電と水分解を組み合わ

せた既存のシステムに対する優位性を十分検討した上で、技術課題を明確にして取り組む

ことが必要である。 

（コメント②） 

 微生物触媒による発電技術についても、メタン発酵－溶融炭酸塩型燃料電池による発電

等、既存の技術に対する優位性を十分検討した上で、当該構想の実用化に当たっての技

術課題を明確にして取り組むことが必要である。 

（コメント③） 

 一般的に、触媒探索のような研究開発は、既にある競争的な技術やプロセスに対抗でき

る有効な要素技術が未だ不明な段階においては、多額の資金を集中的につぎ込むのでは

なく、分散的・試行的に取り組んだ上で、有望な物質を絞り込んでいく手法が有効であること

から、その実施方法についても十分検討することが望まれる。 

 

（対処方針①） 

 一般的に、現状の太陽光発電の発電コストは高く、かつ、水素を太陽光発電と水電気分

解で作る場合、光触媒により直接水素を製造するよりもプロセスが複雑になる。光触媒を用

いた可視光による水の直接分解において、５パーセント超の光エネルギー変換効率が達成

できれば、現行プロセス（ナフサクラッカーからオレフィン製造）と比較して経済的に十分な競

争力が見込まれるのみならず、省エネ性、ＣＯ２削減効果においても優位性があることから

技術開発を行う意義は十分あると考えられる。指摘も踏まえ、技術課題を明確にしつつ、最

大限の効果を得られるように事業に取り組む。 

 

（対処方針②） 

 メタン発酵－溶融炭酸塩型燃料電池による発電は、廃棄物から直接電力取り出しが可能

な微生物発電システムと比較してプロセスが複雑になってしまう。また、生ごみ及び都市ガ

スのエネルギーを補足しなければ、エネルギー収支が取れない。他方、微生物触媒による

発電は新しい科学的発見を基礎とした革新的プロセスであり、非常にシンプルであり、現状

の下水処理場の反応槽に電極を設置するだけでよいため、運転コストの面でも有利と考え

られる。技術開発によりシステム効率が向上すれば、自立型の下水処理システムの構築が

可能となり、研究開発を行う意義は十分にあると考えられ、指摘も踏まえ、技術課題を明確

にしつつ、最大限の効果を得られるように事業に取り組む。 
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7 

（対処方針③） 

 既存技術の延長線上にない、夢のある非連続型の技術革新によって日本再生を果たす

べく、国が研究開発で新たな道を切り開く分野を絞り込み、研究開発投資を重点化すべきで

ある。指摘も踏まえ、産学官の関係者が入る強者連合等を活用し、最大限の効果を得られ

るよう事業に取り組む。 
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ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
及
び
革
新
的
部
材
技
術
の
確
立 

“部材”産業の 
国際競争力維持

・強化 
 

日本の強みであ
るナノテク・部材
産業の先端研究
開発の加速 

産業全体として
の国際競争力 
維持・強化 

 
幅広い産業の 
付加価値増大を
図り、産業として
の国際競争力 

強化 

製造業（ハイテク
産業）の 

産業競争力確保 
 

希尐金属の需要
拡大を背景に、 
（需要変動やカ
ントリーリスク等
による）調達困
難化に伴う製造
業の国際競争力
低下を防止 

省エネ・省資源と
いった社会問題

の克服 
 

原油、希尐金属
や水の需要拡大
を背景とした資
源制約の打破、
圧倒的な省エネ
ルギー社会の実
現など、解決困
難な社会的課題

の克服 

安心・安全な国
民生活の実現 

エ
ネ
ル
ギ
ー 

消
費
効
率
の
改
善 

安
心
安
全
な 

国
民
生
活
の
実
現 

トップダウン ボトムアップ 

必要とされる施策 

（Market） 

市場ニーズ 

（背景） 

実現上の課題 

（Function） 

技術（国の事業） 

（Technology ） 

ナ
ノ
テ
ク
・部
材
分
野 

事業（PRJ） 目標 施策 

産
業
の
競
争
力
強
化

に
貢
献
す
る 

環
境
に
貢
献
す
る 

人
の
豊
か
さ
に 

貢
献
す
る 

成
長
基
盤
の 

整
備 

個
別
の
技
術
革
新 

エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
の

克
服 

資
源
制
約
の
克
服 

環
境
制
約
の
克
服 

安
心
・安
全
の
担
保 

肉体的な害を 
低減（安全） 

精神的な害を 
低減（安心） 

シーズとニーズのマッチング 

メーカの開発力強化 

化学的な害を抑制 

情報家電・半導体領域 

精密機器・医療機器・ロボット領域 

輸送用機器領域 

水処理システム（食品・医薬品製造） 

新エネルギー創出（利用） 

エネルギー利用効率化 

水質汚染の防止 

CO2の削減 

土壌汚染の防止 

大気汚染の防止 

非石油由来資源 

鉱物資源 

石油資源 

設備等の共有化による開発コスト低減 

開発期間の短縮化 

有害物の発生を抑制 

有害物の発生を高精度で検知 

有害物の排除（無害化） 

有害物の進入防止 

高速化 

大容量化（ﾃﾞﾊﾞｲｽの小型化） 

機能性の向上 

（ﾓｼﾞｭｰﾙとしての）小型化・軽量化 

小型化 

大面積化 

低コスト化 

小型化・軽量化（低炭素化） 

低コスト化 

高性能化 

エネルギー送電時の効率化 

エネルギー発電時の効率化 

燃料電池利用 

太陽電池利用 

バイオマス等利用 

使用時における効率化 
利用段階 

焼却段階 

製造段階 

製造プロセスでのCO2削減 

リサイクルの推進 

代替材料の開発・使用量低減 

気体原料（ＣＯ２など）の利用 

バイオマスの利用 

天燃ガスの利用 

製造プロセスでの汚染物質削減 

汚染物質の除去 

汚染物質の発生抑制 

汚染物質の除去 

汚染物質の発生抑制 

ナノテク・部材分野の施策として
着手されていない課題 

半導体機能性材料の高度評価基盤開発 
H21-H23 

 

次世代蓄電池材料評価基盤技術開発 

H22-H26 

革新的マイクロ反応場利用部材技術開発 
H18-H22 

超ハイブリッド材料技術開発 
H19-H22 

先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の開発 

H18-H22 

グリーン・サステイナブルケミカルﾌﾟﾛｾｽ基盤技術開発 

（石油化学、機能性化学品の製造プロセスのグリーン化） 
H20-H27 

循環社会構築型光触媒産業創生プロジェクト 
H19-H22 

新規要求事業の位置付け 

次世代印刷エレクトロニクス材料・プロセス基盤技術開発 
H23-H27 

グリーン・サステイナブルケミカルﾌﾟﾛｾｽ基盤技術開発 

（次世代グリーン・イノベーション評価基盤技術開発） 
H23-H27 

グリーン・サステイナブルケミカルﾌﾟﾛｾｽ基盤技術開発 

（化学品原料の転換・多様化を可能とする革新グリーン技術の
開発） 

H23-H25 

擦り合わせ先の維持・強化 

評価技術の標準化 

擦り合わせ・開発期間の短縮化 

別添 

グリーン・サステイナブルケミカルﾌﾟﾛｾｽ基盤技術開発 

（触媒を利用した化学品基幹原料等の 

革新的プロセス技術開発） 
H24-H28 

一
部
統
合 

出典：平成２１年度産業技術調査事業（技術に関する施策調査）、
委託先：アーサー・Ｄ・リトル（ジャパン）株式会社 ８ 
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グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発 
（触媒を利用した化学品基幹原料等の革新的プロセス技術開発） 

事業の内容 

国 民間企業等 

交付金 

NEDO 

委託 

事業イメージ 

事業の概要・目的 

○グリーン・サステイナブルケミストリー（GSC）は、化
学品原料、石油化学、機能性化学、材料評価まで
の川上～川下までを通じ、人と環境への負荷を低減
する概念であり、いわばグリーン・イノベーションを化
学技術で実現していくものです。 

 

○特に２４年度からは、触媒、微生物機能など省エ
ネルギー、省電力の大きな可能性を秘めた未開
拓化学技術の徹底活用に着手することにより、化学
分野等の抜本的省エネルギー・省電力化を通じた
震災対応力の強化を図ることとし、「触媒を利用し
た化学品基幹原料等の革新的プロセス技術開
発」に取り組みます。 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

○具体的には、以下のテーマを実施。 
①石油化学品の革新的製造プロセス基盤の開発及
びこれを更に発展させた太陽光と水と空気から化
学品基幹原料を製造する技術開発 

②新・機能性化学品の革新的製造プロセス基盤の開
発 

③微生物触媒を活用した革新的発電プロセス技術
の開発 

（①の事業イメージ） 

９ 

参考資料 
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「グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発（革新的触媒）」

実施計画（案）に対する意見募集の結果について

平成２４年５月３０日

経 済 産 業 省

製 造 産 業 局 化 学 課

平成２４年４月２７日付けで、「グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤

技術開発（革新的触媒）」実施計画（案）に対する意見の募集を行った結果、以下の

とおり御意見をいただきました。御意見の概要及び御意見に対する考え方を取りまと

めましたので公表いたします。

御協力をいただきありがとうございました。

１．意見公募の実施期間等

（１）募集期間：平成２４年４月２７日（金）～５月１０日（木）

（２）実施方法：電子政府の総合窓口（ｅ－Ｇｏｖ）及び

経済産業省ホームページにおける掲載

（３）意見提出方法：郵送、ＦＡＸ、電子メール、ｅ－Ｇｏｖホームページ

２．御意見の到達件数

３件（１名）

３．御意見の概要及び御意見に対する考え方

別紙のとおりです。

４．本件に関するお問い合わせ先

経済産業省 製造産業局 化学課

電話：０３－３５０１－１７３７
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（別紙）

御意見の内容及び御意見に対する考え方

番号 御意見の内容 御意見に対する考え方

１ 目標値は、理解できるがそれに要する

投資額を合わせて示していただきた

い。少なくとも投じられる税金の上限

を明らかにしていただきたい。上限の

ない事業を国の事業とすることには

賛同致しかねます。

平成２４年度から平成３３年度の１

０年間で、事業規模は１７０億円程度

を想定しております。ただし、中間評

価等の結果を勘案し、事業規模・内容

は必要に応じて見直すこととしてお

ります。限られた予算を活用し、本研

究開発を効果的かつ効率的に推進し

てまいります。

２ 現在の太陽電池で生産された電力に

よる電気分解で得られた水素と比較

してどの程度高い目標であるのかな

ど、現在実現可能な技術との優劣を示

していただきたい。

現状では、太陽光発電による電気分解

では発電コストが高くプロセスが複

雑であり、光触媒により直接水素を製

造することで効率化が期待されます。

光触媒を用いた可視光による水の直

接分解において１０％の変換効率が

達成できれば、現行プロセス（ナフサ

クラッカーからオレフィンを製造）と

比較して経済的に十分な競争力が見

込まれるのみならず、省エネ性、ＣＯ

２削減効果においても優位性がある

と考えており、本研究開発において

は、更なる将来を見据えた検討を進め

てまいります。

３ 目標値が達成できなかった場合、他の

技術に対して優位性を失った場合の

中止の判断基準を示していただきた

い。

本研究開発は外部有識者による定期

的な評価を行うこととしており、目標

と成果に相当程度の乖離が認められ

るなど、評価結果を踏まえ、実施計画、

研究開発の内容、事業化の戦略等につ

いて適切な見直しを行ってまいりま

す。

添付資料②-2



平成２６年度新規／拡充研究開発プロジェクト（案）概要

詳細は「基本計画（案）」をご参照ください

プロジェクト名 ：有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発

その他関連図表

プロジェクトの規模

研究開発の目的

（１）砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発
砂から、テトラアルコキシシラン等の中間原料を経由し、そのケイ素－酸素結合の一部を
ケイ素－炭素結合に変換することによる、有機ケイ素原料製造法の開発や、高活性ケイ
素化学種を経る有機ケイ素原料製造法の開発等に取り組む。
＜ポイント＞
・安定なSiO2を反応させる製造プロセス及びそれに用いる触媒の開発
・高活性ケイ素化学種の取扱い技術の開発

（２）有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発
有機ケイ素部材の代表であるシリコーンの主要構造である「ケイ素－炭素結合」及び「ケ
イ素－酸素結合」、特異な電子･光物性を持つ有機ケイ素部材であるポリシランの主要構
造である「ケイ素－ケイ素結合」の３つの基本的な含ケイ素結合形成のための触媒技術
開発等に取り組む。
＜ポイント＞
・白金触媒を代替する卑金属触媒の開発
・構造制御された有機ケイ素部材の製造プロセス及びそれに用いる触媒の開発
・大量の無機塩が副生しない有機ケイ素部材製造プロセス及びそれに用いる触媒の開発
・有機ケイ素部材製品中の残存触媒を低減する技術の開発

化学産業は我が国の一大産業であり、高い国際競争力を誇る製品を
多数生み出しているが、一方で、同産業は化石資源を大量に消費して
おり、その削減が求められている。また、省エネ等の観点から、最終
製品の機能向上を達成するため、化学産業が提供する部材の更なる
高機能化が求められている。このため、化学産業においては、革新的
イノベーションの実現により、こうした要求を実現していくことが急務と
なっている。

本プロジェクトは、エネルギー多消費の有機ケイ素原料の製造プロセ
スに代わる新たな革新的省エネプロセスと高機能な有機ケイ素部材
の製造プロセスを実現するための触媒技術及び触媒プロセス技術を
開発するものであり、有機ケイ素工業のエネルギー制約を克服するた
めには不可欠な技術開発である。さらには、本技術の確立は、我が国
の有機ケイ素工業の国際的競争力の強化につながるものである。

・事業費総額 １６億円（予定）

・NEDO予算総額 １６億円（予定）

・実施期間 平成２６ ～ ３３年度（８年間）

研究開発の内容

成果適用のイメージ

珪砂

SiO2

有機ケイ素

原料
革新的触媒技術

高機能

有機ケイ素部材

ｼﾘｺｰﾝ

ｼﾗﾝｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ剤

等金属ケイ素を経由しない

→省エネプロセスの実現

脱Pt、コンタミ防止、構造制御

→安価高性能部材の実現

（１）砂からの有機ケイ素原料
製造プロセス技術開発

（２）有機ケイ素原料からの高機能有機
ケイ素部材製造プロセス技術開発

革新的触媒技術

作成：平成２６年１月

LED用部材

次世代ｴｺﾀｲﾔ

（適用例）
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事前評価書 

 

作成日 平成 26年 1月 22日 

1.プロジェクト名 有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発 

2.推進部署名 環境部 

3.プロジェクト概要（予定） 

(1)概要 

1)背景 

化学産業は我が国の一大産業であり、高い国際競争力を誇る製品を多数生み

出している。一方で、同産業は化石資源を大量に消費し、二酸化炭素排出量も

多い。地球温暖化が懸念され、輸入に頼る石油の価格上昇や枯渇リスクに直面

する中、化学品製造の革新的イノベーションの実現により、こうした課題を乗

り越えていくことが急務となっている。 

有機ケイ素工業は、化学産業の中でもシリコーン等の高機能な部材を幅広い

産業に提供する工業である。現在の有機ケイ素工業では、有機ケイ素原料を製

造するに当たり、二酸化ケイ素(SiO2)を金属ケイ素(Si)に変換する工程に頼ら

ざるを得ず、この工程では、多大なエネルギーを必要とする状況である。Siを

経由しない有機ケイ素原料製造プロセス技術が確立できれば、経済性の高い省

エネルギーの製造プロセスが実現し、我が国の産業競争力は格段に高まる。 

一方、高機能な有機ケイ素部材の製造において広く用いられているヒドロシ

リル化触媒は、白金(Pt)触媒であり、これを代替する触媒の開発が求められて

いる。また、有機ケイ素工業の主製品であるシリコーンは広い産業分野で使用

されているが、より性能を向上させることが求められており、これにはコンタ

ミの防止技術や構造制御技術が必要である。更には、特定の構造を有する有機

ケイ素部材は、その製造工程から大量の無機物が排出されるため、このような

物質を排出しない環境に優しい製造プロセスの開発が求められている。 

 

2)目的 

本プロジェクトでは、有機ケイ素工業における上記課題を解決するために、

高機能な有機ケイ素を製造する触媒技術・触媒プロセス技術を確立し、もって

有機ケイ素工業における省エネ化を促進させるとともに、有機ケイ素工業の国

際的産業競争力を強化させることを目的とする。 
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3)実施内容 

有機ケイ素機能性化学品製造プロセスに係る技術開発として、以下の研究内

容に取り組む。 

（ⅰ）砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発 

反応経路として、砂から、テトラアルコキシシラン等の中間原料を経由し、

そのケイ素－酸素結合の一部をケイ素－炭素結合に変換することによる、有機

ケイ素原料製造法の開発や、高機能有機ケイ素部材の原料として期待されてい

るビルディングブロック型の有機ケイ素原料製造法の開発及び高活性ケイ素化

学種を経る有機ケイ素原料製造法の開発等に取り組む。 

（ⅱ）有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発 

有機ケイ素部材の代表であるシリコーンの主要構造である「ケイ素－炭素結

合」及び「ケイ素－酸素結合」、特異な電子･光物性を持つ有機ケイ素部材であ

るポリシランの主要構造である「ケイ素－ケイ素結合」の３つの基本的な含ケ

イ素結合形成のための触媒技術・触媒プロセス技術開発に取り組む。 

 

(2)規模 総事業費 （需給）16億円／8年（委託）を想定 

平成 24、25年度（経済産業省(METI)直執行）予算：各 2億円（一般） 

     平成 26年度予算：2億円（需給） 

 

(3)期間 平成 26年度～33年度（8年間） 

［平成 24、25年度は METI直執行。］ 

［平成 26～33年度の 8年間を NEDO執行予定。］ 

 

4.評価内容 

(1)プロジェクトの位置付け・必要性について 

 1)ＮＥＤＯプロジェクトとしての妥当性 

本プロジェクトの研究開発は、民間企業はシーズとなる技術を有しておら

ず、学術レベルでの基礎技術を元に民間企業が実用化技術とする必要があり、

現段階において民間に任せて開発を進めるのは困難である。 

本プロジェクトは、国内トップレベルの実施主体による産学連携研究体制

で進める長期プロジェクトである未来開拓型研究として平成24年度から経産

省直執行プロジェクトとして実施されているものである。また、内閣府総合

科学技術会議が策定した、「科学技術イノベーション総合戦略（平成25年6月6

日）」において、クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現のために重点

的に取り組むべき技術開発として位置づけられている。さらに「独立行政法

人新エネルギー・産業技術総合開発機構 第3期中期計画」において、「化石
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資源からの脱却や低炭素社会の実現のためのキーテクノロジーであり、我が

国が世界トップレベルの技術を有する触媒技術を活用し、国際的優位性を確

保しながら、資源問題・環境問題を同時に解決することを目指して新規なGSC

プロセスの技術開発を実施する。」と明記しており、本プロジェクトはこの

計画に基づき、NEDOが実施することが適当である。 

2)目的の妥当性 

この分野の日本企業は高い技術力を有しているが、生産プロセスにかかる

問題（SiO2からのSiの生産において多大なエネルギーが必要でその製造コス

トが高い点、硬化触媒として白金触媒を使用しており、高価であると共に今

後の供給に不安がある点、Si-C結合やSi-H結合を形成するプロセスで原料由

来の多量の無機塩が副生し、原料が高価であると共に環境負荷が高い点）や、

製品の品質にかかる問題（製造工程で使用する触媒成分や塩素が製品中に残

存することにより製品の劣化が起こる点、有機ケイ素製品の構造制御が不十

分なため、耐熱性等の物性が不十分である点）を抱えており、解決が望まれ

ている。 

（ⅰ）のSiを経由しない有機ケイ素原料の触媒技術が開発されれば、従来法

と比べてコスト競争力の高い技術となるため、十分に開発する意義がある。

また、（ⅱ)の触媒技術が開発されれば、有機ケイ素製品の高性能化、製品の

安価・安定供給、用途の拡大等に資するため、その産業上の意義は大きく、

有機ケイ素工業の省エネ化、産業競争力の強化に繋がるものである。 

(1)プロジェクトの位置付け・必要性についての総合的評価 

本プロジェクトは、国内トップクラスの実施主体により実施される長期プロ

ジェクト(未来開拓型研究)として平成24年度から経産省直執行プロジェクトと

して実施されており、また、内閣府総合科学技術会議が策定した「科学技術イ

ノベーション総合戦略」にもクリーンで経済的なエネルギーシステムの実現の

ために重点的に取り組むべき技術開発として位置づけられている重要な研究開

発である。有機ケイ素工業の産業競争力低下のリスクを避けるためにも必要性

が高い。また研究開発の難度が高いため民間に任せるのは困難な基盤技術開発

を実施するものであり、NEDOプロジェクトとして実施すべき基盤的技術開発で

ある。 

(2)プロジェクトの運営マネジメントについて 

 1)成果目標の妥当性 

本プロジェクトの成果目標は以下の通りである。 

（ⅰ）砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発 

・1 kgスケールでケイ砂の反応率50％、有機ケイ素原料の選択率50％を達成

する。 
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・触媒反応の実用化に向けて必要となるプロセス要素技術を特定し、その工

業的実施可能性を1 kg スケールで検証する。 

（ⅱ）有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発 

・1 kg スケールで有機ケイ素原料の反応率80％、有機ケイ素部材の選択率80％

を達成する。 

・有機ケイ素部材中の残留触媒の低減を達成する。 

・有機ケイ素部材の構造制御技術を確立する。 

以上の通り具体的な成果目標を設定している。 

2)実施計画の想定と妥当性 

上記最終目標を達成するために中間年度に達成することが求められる中間

目標を3、5、8年目に設定している。 

（ⅰ）砂からの有機ケイ素原料製造プロセス技術開発 

【中間目標（26年度末）】 

複数の反応経路とそれぞれの反応における触媒の中心元素の種類や配位子構

造等について複数の候補を選定する。 

【中間目標（28年度末）】 

ケイ砂を原料に用いる際の技術課題を抽出する。 

反応経路と触媒について有望な組合せを絞り込む。 

【中間目標（31年度末）】 

ケイ砂の反応率50％、有機ケイ素原料の選択率50％を達成すると見込まれる

反応経路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件について指標

を得る。 

原料に用いるケイ砂の処理方法等を選定する。 

（ⅱ）有機ケイ素原料からの高機能有機ケイ素部材製造プロセス技術開発 

【中間目標（26年度末）】 

複数の高機能有機ケイ素部材を想定した各種反応に用いられる触媒の活性中

心元素や配位子構造等について複数の候補を選定する。 

【中間目標（28年度末）】 

反応経路と触媒について有望な組合せを絞り込む。 

【中間目標（31年度末）】 

有機ケイ素原料の反応率80％、有機ケイ素部材の選択率80％を達成すると見

込まれる反応経路と触媒を選定し、温度や反応媒体等の最適な反応条件につ

いて指標を得る。 

 

また各目標を達成するために適切な年度予算を設定する。既存技術の改良

では対応できない新たな技術開発項目を計画に盛り込み、また、目標を達成
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するために、国内で蓄積された基礎技術を取り込み、プロセス開発までを視

野に入れた計画としている。 

3)評価実施の想定と妥当性 

外部有識者による評価として、プロジェクト期間の 3、5、8 年目に中間評

価を、また終了後に事後評価を、NEDO にて作成している標準的評価項目・評

価基準（基礎的基盤的研究開発）に則して行う予定である。 

4)実施体制の想定と妥当性 

本プロジェクトで実施する研究開発の基礎となる個別の要素技術を保有す

る大学・研究機関と、技術の実用化において事業主体となる有機ケイ素工業

に関わる国内企業が参画し、相互の連携により技術開発を実施する、オール

ジャパンの技術開発体制を想定している。なお、触媒開発や有機ケイ素化学

の分野において豊富な経験を有する研究者に、プロジェクトリーダーを委嘱

する予定である。 

5)実用化・事業化戦略の想定と妥当性 

プロジェクト終了後に参画企業が成果を持ち帰り、実用化に向けた技術開

発を実施することを想定しているが、研究開発項目の進捗によっては、プロ

ジェクトの終了を待たずに実用化に着手させることを想定している。 

6)知財戦略の想定と妥当性 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「産業技術力強化法 

（平成 12年 4月 19日法律第 44号）」第 19条及び同法施行令第 11条の規定

等に基づき、同法令を遵守することを条件に原則として、委託先に帰属させ

ることを想定している。 

7)標準化戦略の想定と妥当性 

必要に応じて、国際標準提案に係る戦略的かつ迅速な国際標準獲得等のた

めの体制を整備することを想定している。 

(2)プロジェクトの運営マネジメントについての総合的評価 

成果目標とそれに至る道筋を定めた中間目標を設定しており、また新たに開

発することが必要な技術開発項目を設定している。また、評価は、プロジェク

ト開始後 3、5、8 年度目と終了後に、標準的評価項目・評価基準に即して外部

評価を実施する予定であり、マネジメントは妥当である。 

(3)成果の実用化・事業化の見通しについて 

 1)プロジェクト終了後における成果の実用化・事業化可能性 

計画の策定に当たっては、事業化の観点で必要な技術開発を開発項目とし

て設定し、各々の技術開発成果は具体的なアウトプットを想定しているため、

技術開発が目標通り達成されれば事業化につながることが期待される。課題

は明確であり、課題解決の方針もある。 
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2)成果の波及効果 

技術的には、世界的にも強い日本の触媒分野の更なる技術レベル向上に貢

献する。 

本開発で得られる技術で製造するシリコーン等の有機ケイ素部材は、LED

や太陽電池等の電子工業分野の他、塗料、ゴム（エコタイヤ）など幅広い産

業に用いられており、その技術レベルが向上することにより、更に多くの産

業分野への波及効果が期待できる。 

(3)成果の実用化・事業化の見通しについての総合的評価 

アウトプットは明確であり、事業化の可能性は高い。技術開発の課題は明確

であり、その解決方針もある。プロジェクトの技術開発により、錯体触媒を中

心とした触媒技術のレベル向上に資するとともに、人材育成も期待される。ま

た、本プロジェクトで開発する技術が事業化されると、シリコーン等の有機ケ

イ素部材のユーザー全般に影響を与えることになり、その波及効果は多くの産

業分野に及ぶことが期待される。 
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「有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発 基本計画（案）」に対するパブリックコメント募集の結果について 
 

平成26年2月12日 
NEDO 

環境部 

 

NEDO POSTにおいて標記基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集を行いました結果をご報告いたします。 

 

１．  パブリックコメント募集期間 

平成26年1月30日～平成26年2月12日 

２． パブリックコメント投稿数＜有効のもの＞ 

計０件 

 

以上 

 

 

 

様式３ 
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添付資料 

 

1.特許 

２０１２年度 

番

号 
出願者 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 （独）産業

技術総合研

究所 

特願 

2013-045262 

国内 2013/03/

07 

2014/02/

03 

出願 

 

国 優

み な

し 取

下 

アルコキシシラン

類の製造方法 

山下浩，羽鳥 

真紀子 

２０１３年度 

番

号 出願人 出願番号 

国内

外国

PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 産業技術総

合研究所 

特願 

2013-097091 

特開2014-

218449 

登録 

6015949 

国内 2013/05/

02 

2014/11/

20 

2016/10/

07 

出願 

 

公開 

 

登録 

シロキサン製造法 五十嵐正安、島

田茂、佐藤一彦 

2 関西大学、

産業技術総

合研究所 

特願 

2013-212124 

特開 

2015-074634 

国内 2013/10/

09 

2015/04/

20 

2017/07/

19 

出願 

 

公開 

 

拒絶

受入 

アリールシラン類

の製造方法及びア

リールシラン類合

成用触媒組成物 

大洞康嗣，小川

真司，豊田圭，

五十嵐正安，島

田茂，佐藤一彦 

3 関西大学、

産業技術総

合研究所 

特願 

2014-001428 

特開 

2015-129103 

登録 

6355078 

国内 2014/01/

08 

2015/07/

16 

2018/06/

22 

出願 

 

公開 

 

登録 

有機シラン化合物

の製造方法及び有

機シラン化合物合

成用触媒組成物 

大洞康嗣，川崎

英也，中道星也

，矢野敬規，五

十嵐正安，島田

茂，佐藤一彦 

4 産業技術総

合研究所 

特願 

2014-018925 

国内 2014/02/

03 

2015/05/

04 

出願 

 

国優

見な

シラノールの製造

法 

五十嵐正安，島

田茂，佐藤一彦

，松本朋浩   
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し取

下 
5 産業技術総

合研究所 

特願 

2014-024178 

特開 

2015-151345 

登録 

6269940 

国内 2014/02/

12 

2015/08/

24 

2018/01/

12 

出願 

 

公開 

 

登録 

ニッケル錯体化合

物、触媒組成物、及

び有機ケイ素化合

物の製造方法 

中島裕美子、田

中真司、卜部泰

子、島田茂、佐

藤一彦 

6 大阪市立大

学、産業技

術総合研究

所 

特願 

2014-030412 

特開 

2015-155387 

登録 

6308547 

国内 2014/02/

20 

2015/08/

27 

2018/03/

23 

出願 

 

公開 

 

登録 

有機ケイ素化合物

の製造方法 

中沢浩、五十嵐

正安、中島裕美

子、島田茂、佐

藤一彦 

7 産業技術総

合研究所 

PCT/JP2014/0

55584 

WO2014/13682

2 

PCT 2014/03/

05 

2014/09/

12 

2015/09/

02 

出願 

 

公開 

 

移行 

アルコキシシラン

類の製造方法 

山下浩、羽鳥真

紀子、吉永充代 

8 産業技術総

合研究所、

信越化学 

特願 

2014-061427 

特開 

2015-182980 

登録 

6447988 

国内 2014/03/

25 

2015/10/

22 

2018/12/

14 

出願 

 

公開 

 

登録 

環状シロキサン化

合物を含む組成物

、環状シロキサン

化合物の製造方法

、及びシロキサン

重合体の製造方法 

八木橋不二夫、

五十嵐正安、松

本朋浩、津島大

輔、佐藤一彦、

島田茂、田部井

栄一 

 

２０１４年度 

番

号 
出願人 出願番号 

国内 

国外 

PCT 

出願日 状態 発明名称 発明者 

1 群馬大学、

産業技術総

合研究所 

特願 

2014-076446 

特開 

2015-196672 

登録 

6292552 

国内 2014/04/

02 

2015/11/

09 

2018/02/

23 

出願 

 

公開 

 

登録 

シロキサン化合物

の合成方法 

海野雅史、五十

嵐正安、島田茂

、佐藤一彦 

2 産業技術総

合研究所 

特願 

2014-097628 

国内 2014/05/

09 

出願 

 

テトラアルコキシ

シランの製造方法 

深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀
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 2015/08/

10 

 

国 優

見 な

し 取

下 

越俊雄、佐藤一

彦、安田弘之 

3 産業技術総

合研究所 

特願 

2014-097748 

国内 2014/05/

09 

2015/08/

10 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

テトラアルコキシ

シランの製造方法 

深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、佐藤一

彦、安田弘之 

4 産業技術総

合研究所 

特願 

2014-119539 

特開 

2015-231965 

国内 2014/06/

10 

2015/12/

24 

2018/09/

27 

出願 

 

公開 

 

拒 絶

受入 

有機ケイ素化合物

の製造方法及び触

媒組成物 

VENU SRINIVAS、

島田茂、佐藤一

彦、中島裕美子 

5 産業技術総

合研究所 

特願 

2014-121387 

 

国内 2014/06/

12 

2015/09/

12 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

有機ケイ素化合物

の製造方法及び触

媒組成物 

佐藤一彦、島田

茂、田中真司、

中島裕美子 

6 産業技術総

合研究所 

特願 

2014-126314 

特開 

2016-003326 

登録 

6288711 

国内 2014/06/

19 

2016/01/

12 

2018/02/

16 

出願 
 
公開 
 
登録 

ポリシラン化合物

の製造方法 

島田茂、HUANG 

Jiadi、佐藤一

彦 

7 産業技術総

合研究所 

特願 

2014-127715 

特開 

2016-008176 

登録 

6311983 

国内 2014/06/

20 

2016/01/

18 

2018/03/

30 

出願 

 

公開 

 

登録 

シロキサン化合物

の製造方法 

中島裕美子、島

田 茂、佐藤一

彦 

8 産業技術総

合研究所 

特願 

2014-140459 

特開 

2016-017010 

登録 

国内 2014/07/

08 

2016/02/

01 

2017/12/

出願 

 

公開 

 

登録 

モノハロシランの

製造方法 

石原吉満、津島

大輔、松本朋浩

、五十嵐正安、

島田茂、佐藤一

彦 
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9 産業技術総

合研究所 

特願 

2014-143066 

特開 

2016-017071 

登録 

6332682 

国内 2014/07/

11 

2016/02/

01 

2018/05/

11 

出願 

 

公開 

 

登録 

 

ヒドロシラン化合

物の製造方法 

島田 茂、津島

大輔、佐藤一彦

、五十嵐正安 

10 産業技術総

合研究所 

特願 

2014-157663 

特開 

2016-034912 

登録 

6320229 

国内 2014/08/

01 

2016/03/

17 

2018/04/

13 

出願 

 

公開 

 

登録 

アルキルシラン化

合物（又はアリー

ルシラン化合物）

の製造方法 

橋本享昌、中島

裕 美 子 、 島 田 

茂、佐藤一彦 

11 （独）産業

技術総合研

究所 

特願 

2014-159468 

国内 2014/08/

05 

2015/07/

21 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

有機無機層状ペロ

ブスカイト型化合

物及び有機無機層

状ペロブスカイト

型化合物の製造方

法 

片岡祥、遠藤明 

12 （独）産業

技術総合研

究所、昭和

電工（株） 

特願 

2014-167788 

国内 2014/08/

20 

2015/08/

12 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

オリゴシランの製

造方法 

石原吉満、濵田

秀昭、島田茂、

佐藤一彦、五十

嵐正安、内田博 

13 （独）産業

技術総合研

究所 

特願 

2014-179029 

国内 2014/09/

03 

2015/09/

02 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

アルコキシシラン

類、オリゴシロキ

サン類の製造方法 

山下浩、羽鳥真

紀子、吉永充代

、島田茂、佐藤

一彦 

14 （独）産業

技術総合研

究所 

特願 

2014-192789 

特開 

2016-060738 

登録 

6265431 

国内 2014/09/

22 

2016/04/

25 

2018/01/

05 

出願 

 

公開 

 

登録 

アルコキシハロシ

ラン化合物の製造

方法 

黒田一幸、下嶋 

敦、五十嵐正安

、島田茂、佐藤

一彦 

15 （独）産業

技術総合研

特願 

2014-249742 

国内 2014/12/

10 

出願 

 

有機ケイ素化合物

の製造方法及び触

中 島 裕 美 子 、 

田 中 真 司  、 
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究所 特開 

2016-014005 

登録 

6333710 

2016/01/

28 

2018/05/

11 

公開 

 

登録 

媒組成物 VENU SRINIVAS  

、佐藤一彦、島

田茂 

16 学校法人関

西 大 学 ・

（独）産業

技術総合研

究所 

特願 

2015-018255 

特開 

2016-141644 

登録 

1459126 

国内 2015/02/

02 

2016/08/

08 

2019/01/

11 

出願 

 

公開 

 

登録 

 

有機シラン化合物

の製造方法及び有

機シラン化合物合

成用触媒組成物 

大洞康嗣・佐藤

一彦・島田茂 

17 （独）産業

技術総合研

究所 

PCT/JP2015/0

52996 

WO2015/11566

4 

PCT 

 

2015/02/

03 

2015/08/

03 

2016/08/

03 

出願 

 

公開 

 

移行 

シラノール化合物

、組成物、及びシ

ラノール化合物の

製造方法 

五十嵐正安、島

田茂、佐藤一彦

、松本朋浩 

18 （独）産業

技術総合研

究所 

特願 

2015-046808 

 

国内 2015/03/

10 

2016/03/

09 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

アシロキシシラン

類の製造方法およ

びそれにより得ら

れるアシロキシシ

ラン類 

山下浩、羽鳥真

紀子、吉永充代

、島田茂、佐藤

一彦 

 

２０１５年度 

番

号 
出願人 出願番号 

国内 

国外 

PCT 

出願日 状態 発明名称 発明者 

1 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2015/0

63015 

WO2015/17066

5 

PCT 2015/04/

30 

2015/11/

12 

2016/11/

10 

出願 

 

公開 

 

移行 

テトラアルコキシ

シランの製造方法 

深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、佐藤一

彦、安田弘之 

2 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2015/0

63017 

WO2015/17066

6 

PCT 2015/04/

30 

2015/11/

12 

2016/11/

10 

出願 

 

公開 

 

移行 

テトラアルコキシ

シランの製造方法 

深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、佐藤一

彦、安田弘之 
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3 公立大学法

人大阪市立

大学、（国

研）産業技

術総合研究

所 

特願 

2015-125522 

国内 2015/06/

23 

2015/06/

23 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

鉄錯体化合物とそ

れを用いた有機ケ

イ素化合物の製造

方法 

中沢浩、佐藤一

彦、島田茂 

4 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2015-151174 

国内 2015/07/

30 

2016/08/

01 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

シラノール化合物

の製造方法 

五十嵐正安、

島田茂、佐藤

一彦 

5 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2015-151191 

国内 2015/07/

30 

2016/08/

01 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

シロキサン化合物

及びシロキサン化

合物の製造方法 

五十嵐正安、

島田茂、佐藤

一彦 

6 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2015/0

80709 

WO2016/02140

2 

PCT 2015/07/

21 

2016/02/

11 

2014/02/

02 

出願 

 

公開 

 

移行 

有機無機層状ペロ

ブスカイト型化合

物及び有機無機層

状ペロブスカイト

型化合物の製造方

法 

片岡祥、遠藤明 

7 （国研）産

業技術総合

研究所、昭

和電工株式

会社 

PCT/JP2015/0

72854 

WO2016/02774

3 

PCT 2015/08/

12 

2016/02/

25 

2016/12/

08 

2017/02/

02 

出願 

 

公開 

 

譲渡 

 

移行 

オリゴシランの製

造方法 

石原吉満、濵

田秀昭、島田

茂、佐藤一彦

、五十嵐正安

、内田博 

8 （国研）産

業技術総合

研究所、昭

和電工株式

会社  

TW104126999 

 

201609537 

 

I549909 

国 外

（ 台

湾） 

2015/08/

19 

2016/03/

16 

2016/09/

21 

2016/11/

出願 

 

公開 

 

査定 

 

譲渡 

オリゴシランの製

造方法 

石原吉満、濵田

秀昭、島田茂、

佐藤一彦、五十

嵐正安、内田博 
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30 

 （国研）産

業技術総合

研究所 

WO2014/13682

2 

   アルコキシシラン

類の製造方法 

山下浩、羽鳥真

紀子、吉永充代 

9 特願 

2015-504354 

特許登録 

6099283 

国内 2015/09/

02 

2017/03/

03 

移行 

 

登録 

10 US2016/00022

71 

04/772741 

 

特許登録 

9657039 

国 外

（ ア

メ リ

カ） 

2015/09/

03 

2016/01/

07 

2017/05/

23 

移行 

 

公開 

 

登録 

11 DE11/2014/00

1149.5 

国 外

（ ド

イ

ツ） 

2015/09/

07 

2015/11/

19 

移行 

 

公開 

12 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2015-172618 

特開 

2016-053021 

国内 2015/09/

03 

2016/04/

14 

出願 

 

公開 

アルコキシシラン

類、オリゴシロキ

サン類およびその

製造方法 

山下浩、羽鳥真

紀子、吉永充代

、島田茂、佐藤

一彦 

13 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2015-185965 

国内 2015/09/

18 

2016/09/

14 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

対称性を有するオ

リゴシラキサンの

重縮合による周期

ポリシロキサンの

製造方法 

黒田一幸、下嶋

敦、島田茂、佐

藤一彦 

14 公立大学法

人大阪市立

大学、（国

研）産業技

術総合研究

所 

特願 

2015-198815 

国内 2015/10/

06 

2017/02/

07 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

鉄錯体化合物とそ

れを用いた有機ケ

イ素化合物の製造

方法 

中沢浩、佐藤一

彦、島田茂 

15 国立大学法

人 群 馬 大

学、（国研）

産業技術総

合研究所 

特願 

2015-204578 

特開 

2017-075128 

国内 2015/10/

16 

2017/04/

20 

2018/04/

17 

出願 

 

公開 

 

取下 

異なる置換基を対

面に４つずつ有す

るかご型シルセス

キオキサン 

海野雅史、江川

泰暢、島田茂、

佐藤一彦 
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16 （国研）産

業技術総合

研究所、コ

ル コ ー ト

（株） 

特願 

2015-215395 

特開 

2017-088498 

 

国内 2015/11/

02 

2017/05/

25 

出願 

 

公開 

 

テトラメトキシシ

ランの製造方法 

深 谷 訓 久 、 崔 
星集、崔準哲、

堀越俊雄、佐藤  
一彦、安田弘之

、片岡祥、遠藤  
明、長谷川稔、

熊井浩  
17 学校法人関

西大学、（国

研）産業技

術総合研究

所 

特願 

2015-216536 

特開 

2017-088507 

国内 2015/11/

04 

2017/05/

25 

出願 

 

公開 

 

アミノ基とシリル

基の両方を有する

含窒素含ケイ素 

化合物の製造方法 

大洞康嗣、佐藤

一彦、島田茂 

18 学校法人関

西大学、（国

研）産業技

術総合研究

所 

特願 

2015-223892 

特開 

2017-088576 

国内 2015/11/

16 

2017/05/

25 

出願 

 

公開 

アリルシラン化合

物の製造方法 

大洞康嗣、佐藤

一彦、島田茂 

19 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2016-026090 

国内 2016/02/

15 

2017/02/

08 

出願 

 

見 な

し 取

下 

シロキサン及びそ

の製造方法 

佐藤靖、島田茂

、佐藤一彦 

20 （国研）産

業技術総合

研究所、昭

和電工株式

会社 

特願 

2016-026827 

国内 2016/02/

16 

2016/10/

25 

2016/11/

21 

出願 

 

譲渡 

 

国 優

見 な

し 取

下 

オリゴシランの製

造方法 

石原吉満、島田

茂、佐藤一彦、

五十嵐正安、内

田博 

21 国立大学法

人 群 馬 大

学、（国研）

産業技術総

合研究所 

特願 

2016-030294 

特開 

2017-145229 

国内 2016/02/

19 

2017/08/

24 

出願 

 

公開 

ルイス酸を用いた

環状シロキサンの

製造方法 

海野雅史、江川

泰暢、佐藤一彦

、島田茂 

22 国立大学法

人 群 馬 大

学、（国研）

産業技術総

特願 

2016-030330 

特開 

2017-145231 

国内 2016/02/

19 

2017/08/

24 

出願 

 

公開 

 

長鎖炭化水素基と

ヒドロシリル基を

有する環状シロキ

サン及びその製造

海野雅史、江

川泰暢、佐藤

一彦、島田茂 
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合研究所  方法 

23 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2016-045337 

国内 2016/03/

09 

2017/03/

09 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

シリルアセタール

、オリゴシロキサ

ン、及びそれらの

製造方法 

松本和弘、島田

茂、佐藤一彦 

24 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2016-045393 

国内 2016/03/

09 

2017/03/

09 

出願 

 

国 優

見 な

し 取

下 

イリジウム触媒等

を用いたアリル化

合物のヒドロシリ

ル化によるシリル

化合物の製造方法 

中島裕美子、佐

藤一彦、島田茂

、松本和弘 

25 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2016/0

57466 

WO/2016/1438

35 

PCT 2016/03/

09 

2016/09/

15 

2017/09/

09 

出願 

 

公開 

 

移行 

アシロキシシラン

類の製造方法およ

びそれにより得ら

れるアシロキシシ

ラン類 

山下浩、羽鳥真

紀子、吉永充代

、韓立彪、島田

茂、佐藤一彦 

 

２０１６年度 

番

号 
出願人 出願番号 

国内 

国外 

PCT 

出願日 状態 発明名称 発明者 

1 昭和電工株

式会社、（国

研）産業技

術総合研究

所 

特願 

2016-116396 

国内 2016/06/

10 

2016/10/

26 

2017/06/

061 

出願 

 

譲渡 

 

 

見 な

し 取

下 

オリゴシランの製

造方法 

埜村清志、内田

博、石原吉満、

中島裕美子、島

田茂、佐藤一彦 

2 公立大学法

人大阪市立

大学、（国

研）産業技

術総合研究

所 

PCT/JP2016/0

68329 

WO/2016/2085

54 

PCT 2016/06/

21 

2016/12/

29 

2017/08/

24 

出願 

 

公開 

 

移行 

鉄錯体化合物とそ

れを用いた有機ケ

イ素化合物の製 

造方法 

中沢浩、早坂和

将、佐藤一彦、

島田茂 

3 （国研）産 PCT/JP2016/0 PCT 2016/08/ 出願 シラノール化合物 五十嵐正安、島
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業技術総合

研究所 

72474 

WO/2017/0185

43 

01 

2017/02/

02 

2017/12/

28 

 

公開 

 

移行 

の製造方法 田茂、佐藤一彦

、松本朋浩、山

本美恵 

4 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2016/0

72478 

WO/2017/0185

44 

PCT 2016/08/

01 

2017/01/

30 

2017/12/

28 

出願 

 

公開 

 

移行 

シロキサン化合物

及びシロキサン化

合物の製造方法 

五十嵐正安、島

田茂、佐藤一彦

、松本朋浩 

 （国研）産

業技術総合

研究所 

WO/2015/1156

64 

   シラノール化合物

、組成物、及びシラ

ノール化合物の製

造方法 

五十嵐正安、島

田茂、佐藤一彦

、松本朋浩 5 特願 

2015-560077 

特開 

2015-115664 

国内 2016/08/

02 

2015/08/

06 

移行 

 

公開 

6 US15/116003 

 

US2017-

0183363A1 

国 外

（ ア

メ リ

カ） 

2016/08/

02 

2017/06/

29 

移行 

 

公開 

7 EPO 

157426622.2 

EP3103805 

国 外

（ ヨ

ー ロ

ッ

パ） 

2016/08/

10 

2016/12/

14 

移行 

 

公開 

8 CN 

201580006907 

CN 

106029677 

国 外

（ 中

国） 

2016/9/1

8 

2016/10/

12 

移行 

 

公開 

 

9 KR10-2016- 

7023558 

KR 

20160114148 

KR 

10-1873138 

国 外

（ 韓

国） 

2016/08/

18 

2016/10/

04 

2018/06/

25 

移行 

 

公開 

 

査定 

10 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2016-179618 

国内 2016/09/

14 

2017/08/

出願 

 

見 な

ポリシロキサン構

造含有化合物の製

造方法および高分

渕瀬啓太、五十

嵐正安、島田茂

、佐藤一彦 
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30 し 取

下 

子組成物 

11 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2016/0

77135 

WO/2017/0476

52 

PCT 2016/09/

14 

2017/03/

23 

2018/01/

30 

出願 

 

公開 

 

移行 

対称性を有するオ

リゴシランの重縮

合による周期ポリ

シロキサンの製造

方法 

黒田一幸、下嶋

敦、島田茂、佐

藤一彦 

12 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2016/0

80661 

PCT 2016/10/

17 

2018/04/

17 

出願 

 

取下 

異なる置換基を対

面に４つずつ有す

るかご型シルセス

キオキサン 

海野雅史、江川

泰暢、島田茂、

佐藤一彦 

13 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2016-517891 

特許登録 

6238384 

国内 2016/11/

08 

2017/11/

10 

移行 

 

登録 

テトラアルコキシ

シランの製造方法 

深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、佐藤一

彦、安田弘之 

 （国研）産

業技術総合

研究所 

WO2015/17066

6 

   テトラアルコキシ

シランの製造方法 

深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、佐藤一

彦、安田弘之 

14 特願 

2016-517892 

特許登録 

6238385 

国内 2016/11/

08 

2017/10/

05 

移行 

 

登録 

 

15 US15/309900 

 

US 

2017/0157701 

A1 

US 10000514 

国 外

（ ア

メ リ

カ） 

2015/11/

12 

2017/09/

21 

 

2018/06/

19 

移行 

 

公開 

 

 

登録 

16 EPO 

15789345.4 

EP 3141553 

国 外

（ ヨ

ー ロ

ッ

パ） 

2015/11/

12 

2017/03/

15 

移行 

 

公開 

17 CN 

201580024399

.X 

国 外

（ 中

国） 

2015/11/

12 

移行 

 

18 昭和電工株

式会社 

特願 

2016-225853 

国内 2016/11/

21 

出願 

 

オリゴシランの製

造方法 

石原吉満、島田

茂、佐藤一彦、
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2017/02/

14 

見 な

し 取

下 

五十嵐正安、内

田博 

19 国立大学法

人 群 馬 大

学、（国研）

産業技術総

合研究所 

特願 

2016-232998 

特開 

2018-090502 

国内 2016/11/

30 

2018/06/

14 

出願 

 

公開 

反応性置換基を有

するシルセスキオ

キサンの製造方法 

海野雅史、江川

泰暢、島田茂、

佐藤一彦 

20 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2016-235362 

国内 2016/12/

02 

2017/11/

30 

出願 

 

見 な

し 取

下 

イオウ含有有機ケ

イ素化合物の製造

方法 

中 島 裕 美 子 、

VENU SRINIVAS、

佐藤一彦、島田

茂 

21 公立大学法

人大阪市立

大学、（国

研）産業技

術総合研究

所 

特願 

2016-241493 

特開 

2018-095731 

国内 2016/12/

13 

2018/06/

21 

出願 

 

公開 

鉄錯体触媒を用い

たヒドロシランの

脱水素縮合反応に

よるポリシランの

製造方法 

中沢浩、早坂和

将、西村俊也、

島田茂、佐藤一

彦 

22 学校法人関

西大学、（国

研）産業技

術総合研究

所 

特願 

2016-243387 

特開 

2018-095613 

国内 2016/12/

15 

2018/06/

21 

出願 

 

公開 

ヒドロシランを利

用した含窒素含ケ

イ素有機化合物の

製造方法 

大洞康嗣、佐藤

一彦、島田茂 

23 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2016-246389 

特開 

2018-100231 

国内 2016/12/

20 

2018/06/

28 

出願 

 

公開 

ボラン還元を用い

たヒドロシランの

製造方法 

大森悠、松本和

弘、中島裕美子

、佐藤一彦、島

田茂 

24 学校法人関

西大学、（国

研）産業技

術総合研究

所 

特願 

2017-004391 

国内 2017/01/

13 

2017/12/

22 

出願 

 

見 な

し 取

下 

金属元素含有ナノ

粒子を用いたヒド

ロシリル化による

有機ケイ素化合物

の製造方法 

大洞康嗣、林賢

今、中島裕美子

、島田茂、佐藤

一彦 

25 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2017-010665 

特開 

2018-118920 

国内 2017/01/

24 

2018/08/

02 

出願 

 

公開 

環状アルキル基を

有する有機ケイ素

化合物の製造方法 

林 和史、松本

和弘、中島裕美

子、島田茂、佐

藤一彦 

26 公立大学法

人大阪市立

特願 

2017-011219 

国内 2017/01/

25 

出願 

 

鉄錯体触媒を用い

たカルボニル化合

中沢浩、早坂和

将、西村峻也、
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大学、（国

研）産業技

術総合研究

所 

特開 

2018-118925 

2018/08/

02 

公開 物のヒドロシリル

化反応によるアル

コキシシランの製

造方法 

島田茂、佐藤一

彦 

27 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2017-013123 

特開 

2018-118941 

国内 2017/01/

27 

2018/08/

02 

出願 

 

公開 

ヒドロシランの製

造方法 

青柳圭哉、松本

和弘、中島裕美

子、島田茂、佐

藤一彦 

28 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2017-014696 

特開 

2018-123073 

国内 2017/01/

30 

2018/09/

09 

出願 

 

公開 

ヒドロシランの製

造方法 

別部輝生、中島

裕美子、松本和

弘、佐藤一彦、

島田茂 

29 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2016-540142 

特許登録 

6270183 

国内 2017/02/

02 

2018/01/

12 

移行 

 

登録 

有機無機層状ペロ

ブスカイト型化合

物及び有機無機層

状ペロブスカイト

型化合物の製造方

法 

片岡祥、遠藤明 

30 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2017/0

04637 

WO2017/14179

6 

PCT 2017/02/

08 

2017/08/

24 

出願 

 

公開 

 

シロキサン及びそ

の製造方法 

佐藤靖、島田茂

、佐藤一彦 

 昭和電工株

式会社 

PCT/JP2015/0

72854 

WO/2016/0277

43 

   オリゴシランの製

造方法 

石原吉満、濵田

秀昭、島田茂、

佐藤一彦、五十

嵐正安、内田博 

31 特願 

2016-544187 

再表 

2016-027743 

国内 2017/02/

20 

2016/02/

11 

移行 

 

再表 

32 US 15504856 

 

US2017027517

1 

国 外

（ ア

メ リ

カ） 

2017/02/

20 

2017/09/

28 

移行 

 

公開 

33 KR 2017-

7004162 

KR 

2017-0035953 

国 外

（ 韓

国） 

2017/02/

20 

2017/03/

31 

移行 

 

公開 

34 CN 国 外 2017/04/ 移行 
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201580043836 

CN 106573786 

（ 中

国） 

19  

公開 

35 昭和電工株

式会社 

PCT/JP2017/0

05240 

WO/2017/1418

89 

PCT 2017/02/

14 

2017/08/

24 

出願 

 

公開 

オリゴシランの製

造方法 

埜村清志、内田

博、石原吉満、

島田茂、佐藤一

彦、五十嵐正安 

36 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2017-027895 

特開 

2018-131424 

国内 2017/02/

17 

2018/08/

23 

出願 

 

公開 

白金触媒を用いた

ヒドロシリル化反

応による有機ケイ

素化合物の製造方

法 

片岡祥、蕪木和

孝、遠藤明、五

十嵐正安、八木

橋不二夫、佐藤

一彦 

37 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2017-028274 

特開 

2018-131428 

国内 2017/02/

17 

2018/08/

23 

出願 

 

公開 

ボリルシリルエー

テルの製造方法 

吉村彩、山下浩

、五十嵐正安、

島田茂、佐藤一

彦 

38 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2017-039676 

特開 

2018-145119 

国内 2017/03/

02 

2018/09/

20 

出願 

 

公開 

アルケニルシラン

の製造方法 

HUANG Jiadi、松

本和弘、中島裕

美子、島田茂、

佐藤一彦 

39 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2017-039778 

国内 2017/03/

02 

2018/01/

25 

出願 

 

見 な

し 取

下 

配列制御オリゴシ

ロキサン、それら

の製造方法及びオ

リゴシロキサン合

成機 

松本和弘、島田

茂、佐藤一彦 

40 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2017/0

08820 

WO/2017/1548

46 

PCT 2017/03/

06 

2017/09/

14 

2018/09/

14 

出願 

 

公開 

 

移行 

イリジウム触媒等

を用いたアリル化

合物のヒドロシリ

ル化によるシリル

化合物の製造方法 

中島裕美子、佐

藤一彦、島田茂

、松本和弘 

41 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2017/0

08836 

WO/2017/1484

8 

PCT 2017/03/

06 

2017/09/

14 

出願 

 

公開 

シリルアセタール

、オリゴシロキサ

ン、及びそれらの

製造方法 

松本和弘、島田

茂、佐藤一彦 

42 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2017-063739 

特開 

2018-165261 

国内 2017/03/

28 

2018/10/

25 

出願 

 

公開 

ポリシロキサンの

製造方法 

吉村彩、山下浩

、五十嵐正安、

島田茂、佐藤一

彦 
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２０１７年度 

番

号 
出願人 出願番号 

国内 

国外 

PCT 

出願日 状態 発明名称 発明者 

1 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-083845 

 

国内 2017/04/

20 

2018/03/

05 

出願 

 

見 な

し 取

下 

シラノール化合物

及びシラノール化

合物の製造方法 

五十嵐正安、佐

藤一彦、島田茂

、八木橋不二夫 

2 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-085683 

国内 2017/04/

24 

2018/04/

24 

出願 

 

見 な

し 取

下 

シロキサン化合物

の製造方法および

新規なシロキサン

化合物 

山下浩、篠原由

寛、羽鳥真紀子

、松本朋浩、吉

永充代、五十嵐

正安、島田茂、

佐藤一彦 

3 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-103709 

国内 2017/05/

25 

2018/05/

25 

出願 

 

見 な

し 取

下 

アルコキシシリル

基とヒドロシリル

基を有するオルガ

ノシロキサン及び

その製造方法 

佐藤靖、五十嵐

正安、佐藤一彦

、島田茂 

4 （国研）産業

技術総合研究

所、昭和電工

株式会社 

特願 

2017-109113 

特開 

2018-202304 

国内 2017/06/

01 

2018/12/

27 

出願 

 

公開 

ゼオライト触媒の

製造方法 

埜村清志、内田

博、石原吉満、

中島裕美子、島

田茂、佐藤一彦 

5 昭和電工株式

会社 

PCT/JP2017/0

21030 

WO/2017/2131

55 

PCT 2017/06/

06 

2017/12/

14 

出願 

 

公開 

オリゴシランの製

造方法 

埜村清志、内田

博、石原吉満、

中島裕美子、島

田  茂 、 佐 藤 

一彦 

6 昭和電工株式

会社 

TW106119291 

 

I636956 

国 外

（ 台

湾） 

2017/06/

09 

2018/10/

01 

出願 

 

査定 

オリゴシランの製

造方法 

埜村清志、内田

博、石原吉満、

中島裕美子、島

田  茂 、 佐 藤 

一彦 

7 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-126275 

特開 

2019-006743 

国内 2017/06/

28 

2019/01/

17 

出願 

 

公開 

クロロシランを原

料に用いたアルキ

ニルシランの製造

方法 

別部輝生、松本

和弘、佐藤一彦

、中島裕美子 

8 公立大学法人 特願 国内 2017/08/ 移行 鉄錯体化合物とそ 中沢浩、早坂和
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大 阪 市 立 大

学、（国研）産

業技術総合研

究所 

2017-524904 

再表 

2016-208554 

24 

2016/12/

29 

 

再 公

表 

れを用いた有機ケ

イ素化合物の製 

造方法 

将、佐藤一彦、

島田茂 

9 （国研）産業

技術総合研究

所 

PCT/JP2017/0

31204 

WO/2018/0517

92 

PCT 2017/08/

30 

2018/03/

22 

2019/03/

14 

出願 

 

公開 

 

移行 

ポリシロキサン構

造含有化合物の製

造方法および高分

子組成物 

渕瀬啓太、五十

嵐正安、島田茂

、佐藤一彦 

10 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-177629 

国内 2017/09/

15 

2018/09/

15 

出願 

 

見 な

し 取

下 

銅触媒を用いたア

ルコキシ基を有す

るオルガノシロキ

サン及びオルガノ

シロキサンの製造

方法 

佐藤靖、五十嵐

正安、佐藤一彦

、島田茂 

 （国研）産業

技術総合研究

所 

PCT/JP2016/0

57466 

WO/2016/1438

35 

   アシロキシシラン

類の製造方法およ

びそれにより得ら

れるアシロキシシ

ラン類 

山下浩、羽鳥真

紀子、吉永充代

、韓立彪、島田

茂、佐藤一彦 

11 特願 

2017-505386 

再表 

2016-143835 

国内 2017/09/

06 

2016/09/

15 

移行 

 

再 公

表 

12 US 15/556808 国 外

（ ア

メ リ

カ） 

2017/09/

08 

移行 

13 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-200517 

国内 2017/10/

16 

出願 錯体化合物及びシ

ロキサンの製造方

法 

中島裕美子、松

本和弘、竹下智

博、佐藤一彦 

 昭和電工株式

会社 

PCT/JP2017/0

05240 

WO/2017/1418

89 

   オリゴシランの製

造方法 

埜村清志、内田

博、石原吉満、

島田茂、佐藤一

彦、五十嵐正安 

14 特願 

2017-534754 

国内 2017/06/

27 

移行 

15 KR2017-

7030425 

国 外

（ 韓

2017/10/

23 

移行 
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KR2017-

0125105 

国） 2017/11/

13 

公開 

16 CN2017800014

52.3 

CN107531491 

国 外

（ 中

国） 

2017/11/

06 

2018/01/

02 

移行 

 

公開 

17 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-212890 

国内 2017/11/

02 

出願 アリル化合物のヒ

ドロシリル化によ

る有機ケイ素化合

物の製造方法 

王志安、松本和

弘、中島裕美子

、佐藤一彦、島

田茂 

18 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-214716 

国内 2017/11/

07 

出願 ハロシランの製造

方法 

真島和志、劒隼

人 、 Pramanik 

Suman、佐藤一

彦、松本和弘 

19 （国研）産業

技術総合研究

所 

PCT/JP2017/0

42446 

PCT 2017/11/

27 

出願 反応性置換基を有

するシルセスキオ

キサンの製造方法 

海野雅史、江川

泰暢、島田茂、

佐藤一彦 

20 （国研）産業

技術総合研究

所 

PCT/JP2017/0

43100 

WO/2018/1014

16 

PCT 2017/11/

30 

2018/06/

07 

出願 

 

公開 

イオウ含有有機ケ

イ素化合物の製造

方法 

中 島 裕 美 子 、

VENU SRINIVAS、

佐藤一彦、島田

茂 

21 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-231365 

国内 2017/12/

01 

出願 ヒドロシランの製

造方法 

青柳圭哉、大森

悠、松本和弘、

中島裕美子、島

田茂、佐藤一彦 

22 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-232345 

国内 2017/12/

04 

出願 シロキサンの製造

方法 

松本和弘、中島

裕美子、佐藤一

彦 

23 学校法人関西

大学、（国研）

産業技術総合

研究所 

PCT/JP2017/0

46103 

PCT 2017/12/

22 

出願 金属元素含有ナノ

粒子を用いたヒド

ロシリル化による

有機ケイ素化合物

の製造方法 

大洞康嗣、林賢

今、中島裕美子

、島田茂、佐藤

一彦 

24 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-249517 

国内 2017/12/

26 

2018/12/

26 

出願 

 

見 な

し 取

下 

助触媒によるテト

ラアルコキシシラ

ンの製造方法 

深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、片岡祥

、 Nguyen Thi 

Hong Thuy, 佐

藤一彦 
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25 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-252112 

 

国内 2017/12/

27 

2018/12/

27 

出願 

 

見 な

し 取

下 

酸化カルシウムを

用いたテトラアル

コキシシランの製

造方法 

深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、片岡祥

、ゲェンテュイ

、佐藤一彦 

26 （国研）産業

技術総合研究

所、コルコー

ト株式会社 

特願 

2017-252118 

 

国内 2017/12/

27 

2018/12/

27 

出願 

 

見 な

し 取

下 

テトラアルコキシ

シランの製造方法 

深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、片岡祥

、 Nguyen Thi 

Hong Thuy、佐藤

一彦、熊井浩、

長谷川稔 

27 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-531422 

再表 

2017-018543 

国内 2017/12/

28 

2017/02/

02 

移行 

 

再 公

表 

シラノール化合物

の製造方法 

五十嵐正安、島

田茂、佐藤一彦

、松本朋浩、山

本美恵 

28 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-531423 

再表 

2017-018544 

国内 2017/12/

28 

2017/02/

02 

移行 

 

再 公

表 

シロキサン化合物

及びシロキサン化

合物の製造方法 

五十嵐正安、島

田茂、佐藤一彦

、松本朋浩 

29 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2018-010706 

国内 2018/01/

25 

2018/03/

01 

出願 

 

見 な

し 取

下 

配列制御オリゴシ

ロキサン、それら

の製造方法及びオ

リゴシロキサン合

成機 

松本和弘、佐藤

一彦、島田茂 

30 （国研）産業

技術総合研究

所 

特願 

2017-539946 

国内 2018/01/

30 

移行 対称性を有するオ

リゴシロキサンの

重縮合による周期

ポリシロキサンの

製造方法 

黒田一幸、下嶋 

敦、島田茂、佐

藤一彦 

31 （国研）産業

技術総合研究

所 

PCT/JP2018/0

07759 

PCT 2018/03/

01 

出願 配列制御オリゴシ

ロキサン、それら

の製造方法及びオ

リゴシロキサン合

成機 

松本和弘、佐藤

一彦、島田茂 

32 （国研）産業

技術総合研究

所 

PCT/JP2018/0

08434 

PCT 2018/03/

05 

出願 シラノール化合物

及びシラノール化

合物の製造方法 

五十嵐正安、佐

藤一彦、島田茂

、八木橋不二夫 
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２０１８年度 

番

号 
出願人 出願番号 

国内 

国外 

PCT 

出願日 状態 発明名称 発明者 

1 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2018-083487 

国内 2018/04/

24 

出願 シロキサン化合物

の製造方法、新規

なシロキサン化合

物、およびそれら

の用途 

山下浩 、 篠原

由寛 、羽鳥真

紀子、松本朋浩

、吉永充代、五

十嵐正安、島田

茂、佐藤一彦、

野澤竹志、渕瀬 

啓太 

2 昭和電工株

式会社、（国

研）産業技

術総合研究

所 

特願 

2018-084751 

国内 2018/04/

26 

出願 オリゴシラン製造

用再生触媒の製造

方法 

埜村清志、内田

博、石原吉満、

中島裕美子、佐

藤一彦 

3 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2018-087595 

国内 2018/04/

27 

出願 環状シロキサン化

合物の製造方法、

環状シロキサン化

合物、組成物、およ

び耐熱性材料 

山下浩、篠原由

寛、羽鳥 真紀

子、吉永充代、

五十嵐正安、島

田茂、佐藤一彦 

4 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2018/0

20197 

PCT 2018/05/

25 

出願 

 

 

オルガノシロキサ

ン及びその製造方

法 

佐藤靖、五十嵐

正安、佐藤一彦

、島田茂 

5 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2018-109134 

特開 

2018-135397 

国内 2018/06/

07 

2018/08/

30 

出願 

 

公開 

シラノール化合物

の製造方法 

五十嵐正安、島

田茂、佐藤一彦

、松本朋浩 

6 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2018-117218 

国内 2018/06/

20 

出願 アルコキシ基とア

シロキシ基を有す

るシラン類の製造 

方法、新規なシラ

ン類、およびそれ

らの用途 

山下浩、吉永充

代、羽鳥真紀子

、五十嵐正安、

佐藤一彦 

7 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2018-123090 

国内 2018/06/

28 

出願 環状シロキサン化

合物の製造方法、

及び環状シロキサ

ン化合物 

佐藤靖、渕瀬啓

太、五十嵐正安

、佐藤一彦 
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8 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2018-126291 

国内 2018/07/

02 

出願 ハロシラン類化合

物を原料とするア

リールシラン化合

物の製造方法 

別部輝生、中島

裕美子、佐藤一

彦 

 昭和電工株

式会社 

PCT/JP2017/0

21030 

WO/2017/2131

55 

PCT 2017/06/

06 

2017/12/

14 

出願 

 

公開 

オリゴシランの製

造方法 

埜村清志、内田

博、石原吉満、

中島裕美子、島

田  茂 、 佐 藤 

一彦 9 特願 

2018-521742 

国内 2018/08/

07 

移行 

10 CN 

201780034377

.0 

国 外

（ 中

国） 

2018/12/

03 

 

移行 

11 KR2018-

7034956 

国 外

（ 韓

国） 

2018/12/

03 

移行 

12 US 15/308323 国 外

（ ア

メ リ

カ） 

2018/12/

07 

移行 

13 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2018-500065 

再表 

2017-141796 

国内 2018/07/

04 

2017/08/

24 

移行 

 

再 公

表 

シロキサン及びそ

の製造方法 

佐藤靖、島田茂

、佐藤一彦 

14 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2019-504480 

国内 2018/07/

04 

移行 シリルアセター

ル、オリゴシロキ

サン、及びそれら

の製造方法 

松本和弘、島田

茂、佐藤一彦 

15 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2018-504478 

国内 2018/07/

04 

移行 イリジウム触媒等

を用いたアリル化

合物のヒドロシリ

ル化によるシリル

化合物の製造方法 

中島裕美子、佐

藤一彦、島田茂

、松本和弘 

16 昭和電工株

式会社 

US 15/998663 国 外

（ ア

メ リ

カ） 

2018/08/

16 

移行 オリゴシランの製

造方法 

埜村清志、内田

博、石原吉満、

島田茂、佐藤一

彦、五十嵐正安 

17 （国研）産

業技術総合

PCT/JP2018/0

34239 

PCT 2018/09/

15 

出願 オルガノシロキサ

ン及びオルガノシ

佐藤靖、五十嵐

正安、佐藤一彦
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研究所 ロキサンの製造方

法 

、島田茂 

18 （公立大学

法人）大阪

市立大学、

（ 学 校 法

人）北里研

究所、（国

研）産業技

術総合研究

所 

特願 

2018-183834 

国内 2018/09/

28 

出願 有機ケイ素化合物

の製造方法 

中沢浩、神谷昌

宏、中島裕美子

、佐藤一彦 

19 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2018-200047 

国内 2018/10/

24 

出願 結晶、結晶の製造

方法、及びシラノ

ール化合物を自己

組織化させる方法 

五十嵐正安、松

本朋浩、野澤竹

志、八木橋不二

夫、佐藤一彦 

20 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2018/0

47272 

PCT 2018/12/

21 

出願 助溶媒によるテト

ラアルコキシシラ

ンの製造方法  

深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、片岡祥

、 Nguyen Thi 

Hong Thuy, 佐

藤一彦 

21 （国研）産

業技術総合

研究所 

PCT/JP2018/0

47501 

PCT 2018/12/

25 

出願 酸化カルシウムを

用いたテトラアル

コキシシランの製

造方法  

深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、片岡祥

、ゲェンテュイ

、佐藤一彦 

22 （国研）産

業技術総合

研究所 

TW107147378 国 外

（ 台

湾） 

2018/12/

27 

出願 酸化カルシウムを

用いたテトラアル

コキシシランの製

造方法  

深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、片岡祥

、ゲェンテュイ

、佐藤一彦 

23 （国研）産

業技術総合

研究所、コ

ルコート株

式会社 

特願 

2018-240859 

国内 2018/12/

25 

出願 テトラアルコキシ

シランの製造方法  
深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、片岡祥

、 Nguyen Thi 

Hong Thuy、佐藤

一彦、熊井浩、

長谷川稔 

24 （国研）産 PCT/JP2018/0 PCT 2018/12/ 出願 テトラアルコキシ 深谷訓久、崔星
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業技術総合

研究所、コ

ルコート株

式会社 

47645 25 シランの製造方法  集、崔準哲、堀

越俊雄、片岡祥

、 Nguyen Thi 

Hong Thuy、佐藤

一彦、熊井浩、

長谷川稔 

25 （国研）産

業技術総合

研究所、コ

ルコート株

式会社 

TW107147379 国 外

（ 台

湾） 

2018/12/

27 

出願 テトラアルコキシ

シランの製造方法  
深谷訓久、崔星

集、崔準哲、堀

越俊雄、片岡祥

、 Nguyen Thi 

Hong Thuy、佐藤

一彦、熊井浩、

長谷川稔 

26 （国研）産

業技術総合

研究所、昭

和電工株式

会社 

特願 

2018-244962 

国内 2018/12/

27 

出願 オリゴシラン製造

用触媒の製造方法 

内田博、石原吉

満、中島裕美子

、佐藤一彦 

27 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2019-009700 

国内 2019/01/

23 

出願 二座ホスフィン配

位子を有するロジ

ウム錯体及びその

製造方法、並びに

二座ホスフィン配

位子を有するロジ

ウム錯体を用いる

ハロゲン化アリル

のヒドロシリル化 

猪股航也、永縄

友規、佐藤一彦

、中島裕美子 

28 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2019-020790 

国内 2019/02/

07 

出願 スピロシロキサン

化合物、主鎖中に

スピロシロキサン

構造を有する定序

性ポリシロキサン

及びそれらの製造

方法 

松本和弘、河津

貴大、佐藤一彦 

29 （国研）産

業技術総合

研究所 

特願 

2018-539618 

移行 2019/02/

08 

移行 ポリシロキサン構

造含有化合物の製

造方法及び高分子

組成物 

渕瀨啓太、五十

嵐正安、島田茂

、佐藤一彦 
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2.論文  

２０１４年度 

番

号 発表者 所属 論文タイトル 
発表誌名、ペー

ジ番号 

査

読 

発表年

月 

1 五 十 嵐 正

安、松本朋

浩、佐藤一

彦、安藤亘

、島田茂 

（独）産業

技 術 総 合

研究所 

Nonhydrolytic Synthesis of 
Silanols by the 
Hydrogenolysis of 
Benzyloxysilanes 

CHEMISTRY 
LETTERS, 
2014, 43 (4), 
429. 

有 2014/4 

2 五 十 嵐 正

安、久保恵

子、松本朋

浩、佐藤一

彦、安藤 

亘、島田 

茂 

（独）産業

技 術 総 合

研究所 

Pd/C-Catalyzed Cross-
coupling Reaction of 
Benzyloxysilanes with 
Halosilanes for Selective 
Synthesis of Unsymmetrical 
Siloxanes 

RSC Advances, 
2014, 4, 19099. 

有 2014/4 

3 八 木 橋 不

二夫、五十

嵐正安、中

島裕美子、

安藤亘、佐

藤一彦、湯

本嘉恭、松

井智波、島

田茂 

（独）産業

技 術 総 合

研究所、信

越 化 学 工

業（株） 

Acid-Catalyzed 
Condensation Reaction of 
Phenylsilanetriol: 
Unexpected Formation of 
cis,trans-1,3,5-Trihydroxy-
1,3,5-
triphenylcyclotrisiloxane as 
the Main Product and Its 
Isolation 

Organometallic
s, 2014, 33 (22), 
6278. 

有 2014/1
1 

 

２０１５年度 

番

号 発表者 所属 論文タイトル 
発表誌名、ペー

ジ番号 

査

読 

発表年

月 

1 片岡祥、Su

bhabrata 

Banerjee、

川合章子、

上村佳大、

崔準哲、小

平哲也、佐

藤一彦、遠

藤明 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Layered Hybrid Perovslites 
with Micropores Created by 
Alkylammonium Functional 
Silsesquioxane Interlayers 

J. Am. Chem. 
Soc., 137 (12), 
4158-4163 
(2015). 

有 2015/0
4/01 
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2 Venu Srin

ivas、中島

裕美子、安

藤亘、佐藤

一彦、島田

茂 

（独）産業

技 術 総 合

研究所 

(Salicylaldiminato)Ni(II)-
catalysts for Hydrosilylation 
of Olefins 

Catal. Sci. 
Technol., 2015, 
5, 2081-2084. 

有 2015/0
4 

3 中井俊志、

松井正樹、

清水洋佑、

足 立 有 莉

奈、大洞康

嗣 

学 校 法 人

関西大学 

Palladium-Catalyzed 
Oxidative Silylation of 
Simple Olefins to give 
Allylsilanes Using 
Hexamethyldisilane and 
Molecular Oxygen as the 
Sole Oxidant 

Journal of 
Organic 
Chemistry, 80, 
7317−7320 
(2015). 

有 2015/0
6/18 

4 Kazumasa 

Hayasaka,

 Kouji Ka

mata, Hir

oshi Naka

zawa 

公 立 学 校

法 人 大 阪

市立大学 

Highly Efficient Olefin 
Hydrosilylation Catalyzed by 
Iron Complexes with 
Iminobipyridine Ligand 

Bull. Chem. 
Soc. Jpn. 2016, 
89, 394-404. 

有 2016/0
3/15 
(Web: 
2015/1
2/07) 

 

２０１６年度 

番号 

発表者 所属 論文タイトル 
発表誌名、ペ

ージ番号 
査読 

発表年

月 

1 Venu Srin
i v a s ,中島

裕美子、安

藤亘、 佐藤

一彦、島田

茂 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Bis(acetylacetonato)Ni(II
)/NaBHEt3-catalyzed 
Hydrosilylation of 1,3-
Dienes, Alkenes and 
Alkynes 

J. 
Organometal. 
Chem., 2016, 
809, 57-62. 

有 2016/05/
01 

2 Jomon Ma
t h e w ,  中

島裕美子、

崔隆基、卜

部泰子 、安
藤亘、 佐藤

一彦、島田

茂 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Olefin Hydrosilylation 
Catalyzed by a Cationic 
Nickel(II) Allyl Complex 

Chem. 
Commun., 
2016, 52, 
6723-6726 

有 2016/05/
18 
(Web: 
2016/04/
12) 

3 八木橋不二 国 立 研 究 Unexpected Selectivity Eur. J. Inorg. 有 2016/5/2
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夫、五十嵐

正安、中島

裕美子、佐

藤一彦、湯

本嘉、松井

智波、島田 
茂 

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

in the Cyclotetrasiloxane 
Formation by the 
Hydrolytic Condensation 
Reaction of 
Trichloro(phenyl)silane 

Chem. 2016, 
2882–2886.  

7 

4 Yasunobu
 E ga wa ,  
Shinji Mu
r a k a m i ,  
Nobuhiro 
T a k e d a ,  
Masafumi
 Unno 

国 立 大 学

法 人 群 馬

大学 

Synthesis of Hydrosilyl-
substituted Cyclic 
Siloxane: New Building 
Block for Materials 

Chemistry 
Letters, 2016, 
45(7), 738–739 

有 2016/07/
01 
 

5 深谷訓久・

崔星集・堀

越俊雄・熊

井浩・長谷

川稔・安田

弘之・佐藤

一彦・崔準

哲 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Synthesis of 
Tetramethoxysilane from 
Silica and Methanol 
using Carbon Dioxide 
and an Organic 
Dehydrating Reagent 

Chemistry 
Letters, 2016, 
45(7), 828-830 
 

有 2016/07/
01 
 

6 Oguri. N.; 
Egawa. 
Y.; 
Takeda. 
N.; Unno. 
M. 

国 立 大 学

法 人 群 馬

大学 

Janus-Cube 
Octasilsesquioxane: 
Facile Synthesis and 
Structure Elucidation 

Angew. 
Chem., Int. 
Ed. Engl., 
2016, 55(32), 
9336-9339. 
 

有 2016/08/
01 

7 橋本享昌、

Yuko 
Kawato、中
島裕美子、  
大木靖弘、

巽和行、安

藤亘、 佐藤

一彦、島田

茂 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Synthesis of 
Dimethylmanganese(II) 
Complexes Bearing N-
Heterocyclic Carbenes 
and Nucleophilic 
Substitution Reaction of 
Tetraalkoxysilanes by 
Diorganomanganese(II) 
Complexes 

J. 
Organometal. 
Chem., 2016, 
820, 14-19. 

有 2016/10/
01 

8 中 島 裕 美 国 立 研 究 Development of Nickel Chemical 有 2016/10/
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4 
 

子、佐藤一

彦、島田茂 

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Hydrosilylation 
Catalysts 

Record, 2016, 
16(5), 2379-
2387 

01 
(Web: 
2016/08/
08) 

9 Subhabrata

 Banerjee、

片岡祥、高

橋利和、川

村佳大、鈴

木邦夫、佐

藤一彦、遠

藤明 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Controlled Formation of 
Ordered Coordination 
Polymeric Networks 
using Silsesquioxane 
Building Blocks 

Dalton 
Transactions, 
2016,45(43), 
17082-17086 

有 2016/11/
21 
(Web: 
2016/08/
22) 

10 Yuma Koma

ta, Masas

hi Yoshik

awa, Yasu

hiro Tamu

ra, Hiroa

ki Wada, 

Atsushi S

himojima,

黒田一幸 

学 校 法 人 

早 稲 田 大

学 

Selective Formation of 
Alkoxychlorosilanes and 
Four Different 
Substituted 
Organotrialkoxysilane by 
Intermolecular Exchange 
Reaction 

Chem. Asian 
J. 2016, 11, 
3225-3233 

有 2016/11/
22 
(Web: 
2016/09/
23) 

11 深谷訓久、

崔準哲 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

ケイ素化学品原料製造の

現状と展望 
工業材料 
65 (1), 45-48 
(2017) 

無 2017/01/
01 

12 深谷訓久、

崔準哲 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

砂や灰などからの有機ケ

イ素原料の効率的な合成

法の開発 

月刊機能材料 
37 (2), 52-56 
(2017) 

無 2017/02/
15 

13 佐藤靖、五

十嵐正安、

佐藤一彦、

島田茂 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Highly Selective 
Synthesis of 
Hydrosiloxanes by Au-
Catalyzed 
Dehydrogenative Cross-
Coupling Reaction of 
Silanols with 

ACS Catal., 
2017, 7, 
1836−1840 

有 2017/03/
03 
(Web: 
2017/01/
27) 
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Hydrosilanes 
14 松本和弘、

Kappam Ve

ettil Saj

na、佐藤靖

、佐藤一彦

、島田茂 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

By-Product-Free 
Siloxane-Bond Formation 
and Programmed One-
Pot Oligosiloxane 
Synthesis 

Angew. Chem. 
Int. Ed., 2017, 
56, 3168-3171 

有 2017/03/
06 
 (Web: 
2017/02/
02) 

15 深谷訓久、

崔星集、堀

越俊雄、熊

井浩、長谷

川稔、安田

弘之、佐藤

一彦、崔準

哲 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所、コルコ

ー ト 株 式

会社 

Direct Synthesis of 
Tetraalkoxysilane from 
Silica and Alcohol 

New Journal 
of Chemistry, 
2017, 6 (41), 
2224-2226 

有 2017/03/
13 

 

２０１７年度 

番号 

発表者 所属 論文タイトル 
発表誌名、ペ

ージ番号 
査読 

発表年

月 

1 五 十 嵐 正

安、松本朋

浩、八木橋 
不二夫、山

下浩、大原

高志、花島

隆康、中尾

朗子、茂吉

武人、佐藤 
一彦、島田 
茂 

国立研究開

発法人産業

技術総合研

究所、日本

原子力研究

開発機構、

総合科学研

究機構 

Non-aqueous selective 
synthesis of orthosilicic 
acid and its oligomers 

NATURE 
COMMUNICA
TIONS, 2017, 
8, 140. 
 

有 2017/07 
(Web: 
2017/07
/26) 
 

2 Jomon M
athew, 江
口勝哉、中

島裕美子、

佐藤一彦、

島田茂、崔

隆基 

国立研究開

発法人産業

技術総合研

究所 

Tris(pentafluorophenyl)b
orane-Catalyzed 
Reaction of Siloxanes:  
A Combined 
Experimental and 
Computational Study 

European 
Journal of 
Organic 
Chemistry, 
2017, 33, 
4922-4927. 

有 2017/09/
05 

2 Nguyen 国立研究開 Feasibility study of new Computer 有 (Web: 
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Thuy, 片

岡祥、深谷

訓久、佐藤

一彦、崔準

哲、遠藤明 

発法人産業

技術総合研

究所 

synthesis route of 
tetraethoxysilane from 
rice hull ash 

Aided 
Chemical 
Engineering, 
2017, 40, 703-
708 

2017/11/
09) 

4 Venu 
Srinivas, 
中 島 裕 美

子、佐藤一

彦、島田茂 

国立研究開

発法人産業

技術総合研

究所 

Iridium-Catalyzed 
Hydrosilylation of Sulfur-
Containing Olefins 
 

Organic 
Letters, 2018, 
20, (1), 12-15. 

有 2017/12/
08 

5 片岡祥、蕪

木和孝、Hi

royuki Mo

chizuki, 

上村佳大、

佐藤一彦、

遠藤明 

国立研究開

発法人産業

技術総合研

究所 

Hybrid Lead Halide 
Layered Perovskites with 
Silsesquioxane 
Interlayers 

Journal of 
Nonoscience 
and 
Nanotechnolo
gy, 2018, 18, 
(1), 95-99.   

有 2018/01/
01 

6 Nguyen 
Thuy, 深

谷訓久、佐

藤一彦、崔

準哲、片岡

祥 

国立研究開

発法人産業

技術総合研

究所 

Technoeconomic and 
environmental 
assessment for design 
and optimization of 
tetraethyl orthosilicate 
synthesis process 

Industrial & 
Engineering 
Chemistry 
Research,  
2018, 57(6), 
2192–2199 

有 (Web: 
2018/01
/19) 

7 渕瀨啓太、

五 十 嵐 正

安、佐藤一

彦、島田茂 

国立研究開

発法人産業

技術総合研

究所 

Organocatalytic 
Controlled/Living Ring-
Opening Polymerization 
of Cyclotrisiloxanes 
Initiated by Water with 
Strong Organic Base 
Catalysts 

Chemical 
Science, 
2018,9(11), 
2879-2891 

有 2018/03/
21 
(Web:  
2018/02/
19) 

 

２０１８年度 

番号 

発表者 所属 論文タイトル 
発表誌名、ペー

ジ番号 
査読 

発表年

月 

1 松本和弘、 
Jiadi 
Huang、永
縄 友 規 、

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

Direct Silyl–Heck 
Reaction of 
Chlorosilanes 

Org. Lett., 
2018, 20 (8), 
2481–2484 

有 2018/04
/04 
(Web: 
2018/04
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Haiqing 
Guo、別部

輝生、佐藤

一彦、島田

茂、中島裕

美子 

所 /04) 

2 松本和弘、

大場雄貴、

中 島 裕 美

子、島田茂

、佐藤一彦  

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

One-Pot Sequence-
Controlled Synthesis of 
Oligosiloxanes 

Angew. Chem. 
Int. Ed., 
2018, 57 (17), 
4637-4641 
 

有 2018/04/
16 
(Web: 
2018/03/
05) 

3 R.Azuma,
S.Nakami
chi, 
J.Kimura, 
H. Yano, 
H.Kawasa
ki, 
T.Suzuki, 
R. Kondo, 
Y. Kanda, 
K.Shimiz
u, K.Kato, 
Y. Obora 

関西大学 Solution Synthesis of 
N,N-
Dimethylformamide-
stabilized Iron Oxide 
Nanoparticles as an 
Efficient and Recyclable 
Catalyst for Alkene 
Hydrosilylation 

ChemCatChem
, 2018, 10(11), 
2378-2382 

有 2018/06
/07 
(Web: 
2018/03
/30) 

4 Valeria 
Butera、深
谷訓久、崔

準哲、佐藤

一彦、崔隆

基 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Alkoxysilane production 
from silica and 
dimethylcarbonate 
catalyzed by alkali 
bases: A quantum 
chemical investigation of 
the reaction mechanism 

Inorganica 
Chimica Acta, 
2018, 482, 70–
76 

有 2018/10
/01 
(Web: 
2018/05
/28) 
 

5 野澤竹志、

松本朋浩、

八 木 橋 不

二夫、別部

輝生、佐藤

一彦、五十

嵐正安 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

[Si8O12][OH]8: Isolation, 
Structure, and 
Reactivity of a Cubic 
Octamer of Orthosilicic 
Acid 

Chemistry 
Letters, 
2018, 47(12), 
1530-1533 

有 2018/12/
05 
(Web: 
2018/10/
31) 

6 Katsuaki 大 阪 市 立 Hydrosilylation of Diene Bulletin of the 有 2019/01/
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Kobayash
i, Sayaka 
Teratani, 
Yosuke 
Izumori, 
Kazumas
a 
Hayasaka
, and 
Hiroshi 
Nakazaw
a 

大学 Derivatives Catalyzed by 
Fe-Iminobipyridine 
Complexes Aiming at 
Syntheses of 
Organosilane 
Compounds Containing a 
Terminal Olefin Portion 

Chemical 
Society of 
Japan, 2019, 
92, 105–114 

15 
(Web: 
2018/12/
28) 
 

7 松本和弘、

島田茂、佐

藤一彦 

国 立 研 究

開 発 法 人

産 業 技 術

総 合 研 究

所 

Sequence-Controlled 
Catalytic One-Pot 
Synthesis of Siloxane 
Oligomers 

Chem. Eur. J. 
2019, 25, 
920−928 

有 2019/01/
23 
(Web: 
2018/11/
12) 

 

２０１９年度 

番号 

発表者 所属 論文タイトル 
発表誌名、ペ

ージ番号 
査読 

発表年

月 

1 永田達己、

井上健、林

賢今、石元

慎也、中道

星也、岡秀

雄、近藤亮

太、鈴木健

之、大洞康

嗣 

学校法人関

西大学 
Dimethylformamide-
Stabilised Palladium 
Nanoclusters Catalysed 
Coupling Reactions of 
Aryl Halides with 
Hydrosilanes/Disilanes 

RSC 
Advances, 
2019, 9, 
17425-17431 

有 2019/06
/03 
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3.発表 

（a）学会発表・講演 

２０１２年度 

番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 

発表 

年月日 

1 ○五十嵐正安

、安藤亘、佐藤

一彦、島田茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

水を用いないシラノール合成

法開発とシロキサンのクロス

カップリング反応開発 

平成 24 年度 産

総研 環境・エネ

ルギーシンポジ

ウムシリーズ 

「21 世紀の化学

反応とプロセス 

— 未来を切り拓

く革新触媒 —」 

2013/02/1

9 

2 ○山下浩、羽

鳥真紀子、小

橋比呂子、荒

沢弘子 

（独）産業技

術総合研究

所 

有機ケイ素化合物の誘電特性

評価とマイクロ波照射反応 

日本化学会第 93

春季年会 

2013/03/2

2 

3 ○五十嵐正安

、安藤亘、佐藤

一彦、島田茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

新規シラノール合成法を基に

したシロキサン化合物のクロ

スカップリング反応開発 

日本化学会第 93

春季年会 

2013/03/2

3 

4 ○佐藤靖、大

洞康嗣 

学校法人関

西大学 

低原子価ニオブ化合物を用い

たアルキンとニトリルの分子

間環化付加反応による触媒的

三置換体ピリジン誘導体の合

成 

日本化学会第 93

春季年会 

2013/03/2

4 

 

２０１３年度 

番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 

発表 

年月日 

1 ○五十嵐正安

、安藤亘、佐藤

一彦、島田茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

Nonhydrolytic Synthesis of 
Silanols and Development 
of a Siloxane Cross-
coupling Type Reaction 

14th European 
Symposium on 
Organic 
Reactivity 
(ESOR 2013) 

2013/09/0

2 

2 ○ 五 十 嵐 正

安、佐藤一彦、

安藤亘、島田

茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

クロスカップリング型シロキ

サン結合形成反応開発 

第 17 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2013/10/2

5 
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3 ○海野雅史、

寺下なづ菜、

中島諒、武田

亘弘 

国立大学法

人群馬大学 

ルイス酸を用いた新規シロキ

サン合成反応 

第 40 回有機典型

元素化学討論会 

2013/12/0

5 

4 ○五十嵐正安 （独）産業技

術総合研究

所 

有機ケイ素機能性化学品製造

プロセス技術開発 

創造機能化学第

１１６委員会 

2014/01/2

0 

5 ○ 五 十 嵐 正

安、安藤亘、佐

藤一彦、島田

茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

水を用いないシラノール合成

法開発とクロスカップリング

型シロキサン結合形成反応開

発 

H25 年度産総研

環境・エネルギー

シンポジウムシ

リーズ  

2014/02/1

4 

6 ○山本陽加、

中沢浩 

公立大学法

人大阪市立

大学 

ジイミン誘導体を配位子とす

る鉄錯体によるアルケンのヒ

ドロシリル化反応 

日本化学会第 94

春季年会(2014) 

2014/03/2

7 

7 ○中道星也、

矢野敬規、川

﨑英也、大洞

康嗣 

学校法人関

西大学 

DMF保護鉄ナノ微粒子触媒を用

いたヒソロシリル化反応 

日本化学会第 94

春季年会(2014) 

2014/03/2

8 

8 ○ 中 島 裕 美

子、卜部泰子、

島田茂、佐藤

一彦 

（独）産業技

術総合研究

所 

ニッケルアレーン錯体を触媒

とするオレフィンのヒドロシ

リル化 

日本化学会第 94

春季年会(2014) 

2014/03/2

8 

9 ○中島裕美子 （独）産業技

術総合研究

所 

Precise Design of 3d Metal 
Complexes: Attempt to 
Develop Non-precious 
Metal Catalyst 

日本化学会第 94

春季年会(2014) 
2014/03/2

8 

10 ○山下浩、羽

鳥真紀子、吉

永充代 

（独）産業

技術総合研

究所 

マイクロ波／固体酸触媒を用

いたメトキシまたはエトキシ

シラン類とアルコールの反応

によるアルコキシシラン類の

合成 

日本化学会第 94

春季年会(2014) 
2014/03/2

9 

11 ○松井正樹、

中井俊志、清

水洋佑、大洞

康嗣 

学校法人関

西大学 

パラジウム触媒を用いた単純

アルケンとジシランとの反応

によるアリルシランの合成 

日本化学会第 94

春季年会(2014) 

2014/03/3

0 

 

２０１４年度 

番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 

発表 

年月日 
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1 ○深谷訓久、

崔 星集、崔 

準哲、堀越俊

雄、安田弘之 

（独）産業技

術総合研究

所 

シリカを原料とするテトラア

ルコキシシランの触媒的直接

合成 

第３回 JACI/GSC

シンポジウム 

2014/05/2

3 

2 ○山下 浩、

羽鳥真紀子、

吉永充代、島

田茂、佐藤一

彦 

（独）産業技

術総合研究

所 

マイクロ波／固体酸触媒を用

いたメトキシまたはエトキシ

シラン類とアルコールの反応 

第３回 JACI/GSC

シンポジウム 

2014/05/2

3 

3 ○ 中 島 裕 美

子、卜部泰子、

安藤 亘、佐

藤一彦、島田 

茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

ニッケルヒドロシリル化触媒

の開発 

第３回 JACI/GSC

シンポジウム 

2014/05/2

3 

4 ○中島裕美子 （独）産業技

術総合研究

所 

Development of Well-
defined Nickel 
Hydrosilylation Catalysts 

ICOMC2014 
presymposium 

2014/07/1

1 

5 ○HUANG 

Jiadi、佐藤 

一彦、島田 

茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

Dehydrocoupling Reaction 
of Primary Silanes 
Catalyzed by Rh and Ir 
Complexes Bearing Pincer 
Type Ligands 

第 26 回有機金属

化学国際会議 

2014/07/1

5 

6 ○中島裕美

子、Venu 

Srinivas、田

中真司、卜部

泰子、佐藤一

彦、島田 茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

Olefin Hydrosilylation 
Catalyzed by a Well-
defined Nickel(II) Complex 

第 26 回有機金属

化学国際会議 

2014/07/1

5 

7 ○中道星也、

矢野敬規、川

﨑英也、大洞

康嗣 

学校法人関

西大学 

DMF-protected Iron 
Nanoparticles Catalyzed 
Hydrosilylation of Olefins 

ICOMC 2014 

Post-Symposium 

2014/07/1

9 

8 ○八木橋不二

夫、五十嵐正

安、中島裕美

子、安藤 亘、

佐藤一彦、湯

本義之、松井

千 波 、 島 田 

（独）産業技

術総合研究

所、信越化学

株式会社 

Synthesis, Isolation, 
Characterization, and 
Properties of 
Phenylsilanetriol Cyclic 
Trimers 

第 17 回ケイ素化

学国際会議 

2014/08/0

3 
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茂 

9 ○ 五 十 嵐 正

安、佐藤一彦、

島田 茂、安

藤 亘 

（独）産業技

術総合研究

所 

Pd/C-Catalyzed Cross-
coupling Reaction of 
Benzyloxysilanes with 
Halosilanes for Selective 
Synthesis of 
Unsymmetrical Siloxanes 

第 17 回ケイ素化

学国際会議 

2014/08/0

3 

10 ○津島大輔、

五十嵐正安、

佐藤一彦、島

田 茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

Ir-Catalyzed 
Hydrogenation Reaction of 
Silyl Triflates and Silyl 
Halides with H2 

第 17 回ケイ素化

学国際会議 

2014/08/0

4 

11 HUANG 

Jiadi、佐藤 

一彦、○島田 

茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

Dehydrocoupling Reaction 
of Primary Silanes 
Catalyzed by Rh and Ir 
Complexes Bearing Pincer 
Type Ligands 

第 17 回ケイ素化

学国際会議 

2014/08/0

4 

12 Jomon 

Mathew, 中島

裕美子, 江口

勝哉、島田 

茂、佐藤一

彦,崔 隆基 

（独）産業技

術総合研究

所 

Theoretical Study of 
Tris(pentafluorophenyl)bor
ane - Catalyzed Reactions: 
Hydrosilylation of Imine 
and Reactions of Siloxanes 

第 17 回ケイ素化

学国際会議 

2014/08/0

4 

13 ○ 中 島 裕 美

子、卜部泰子、

佐藤一彦、島

田 茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

Hydrosilylation of Olefins 
Catalyzed by a Cationic 
Nickel Arene Complex 

第 17 回ケイ素化

学国際会議 

2014/08/0

5 

14 ○島田 茂、

HUANG Jiadi、

佐藤 一彦 

（独）産業技

術総合研究

所 

Polysilane Synthesis by 
Dehydrocoupling Reaction 
of Primary Silanes 
Catalyzed by Rh and Ir 
Complexes Bearing Pincer 
Type Ligands 

ICNM 2014, 
International 
Conference on 
Nanostructure
d Materials for 
Health, Energy 
and 
Environment 

2014/09/0

2 

15 ○古俣佑馬、

田村泰弘、下

嶋 敦、黒田

一幸 

学校法人早

稲田大学 

官能基交換反応によるアルコ

キシクロロシラン類の選択的

合成 

第４回 CSJ 化学

フェスタ 

2014/10/1

4 

16 ○八木橋不二 （独）産業技 有機ケイ素機能性化学品製造 第４回 CSJ 化学 2014/10/1
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夫 術総合研究

所 

プロジェクトと信越化学の取

り組み－シロキサン構造制御

合成のための基礎検討 

フェスタ 4 

17 〇黄佳娣、佐

藤一彦、島田 

茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

ピンサー型シリル配位子を持

つRh及びIr錯体触媒によるヒ

ドロシランの脱水素カップリ

ング反応 

第 18 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2014/10/1

7 

18 ○古俣佑馬、

田村泰弘、下

嶋 敦、黒田

一幸 

学校法人早

稲田大学 

官能基交換反応によるアルコ

キシクロロシラン類の選択的

合成 

第 18 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2014/10/1

7 

19 〇崔星集、深

谷訓久、崔準

哲、堀越俊雄、

佐藤一彦、安

田弘之 

（独）産業技

術総合研究

所 

シリカとメタノールからのテ

トラメトキシシランの合成 

第 18 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2014/10/1

7 

20 〇津島大輔、

五十嵐正安、

佐藤一彦、島

田茂 

（独）産業技

術総合研究

所 

Ir触媒を用いたシリルトリフ

ラートとシリルハライドの水

素化反応 

第 18 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2014/10/1

7 

21 〇八木橋不二

夫、五十嵐正

安、中島裕美

子、安藤亘、佐

藤一彦、湯本

嘉恭、松井智

波、島田茂 

（独）産業技

術総合研究

所、信越化学

（株） 

フェニルシラントリオールか

ら生成する1,3,5-trihydroxy-

1,3,5-

triphenylcyclotrisiloxaneの

単離、構造と反応性 

第 18 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2014/10/1

7 

22 大洞康嗣 

 

学校法人関

西大学 

DMF保護金属微粒子を用いた有

機返還反応 

第 355 回触媒化

学研究センター

コロキウム 

2015/01/3

0 

23 〇八木橋不二

夫、五十嵐正

安、中島裕美

子、安藤亘、佐

藤一彦、湯本

嘉恭、松井智

波、島田茂 

（独）産業技

術総合研究

所、信越化学

（株） 

Chemistry of 
Phenylsilsesquioxane 
Oligomers – Formation and 
Chemical Properties of 
Phenyl Substituted 
Cyclotrisiloxanes and 
Cyclotetrasiloxanes 

The 4th 
International 
Symposium on 
Multifunctiona
l, Hybrid and 
Nanomaterials 

2015/03/0

9 

24 ○山下浩、羽

鳥真紀子、吉

（独）産業技

術総合研究

固体酸触媒／マイクロ波を用

いたメトキシまたはエトキシ

日本化学会第 95

春季年会 

2015/03/2

6 
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永充代、島田

茂、佐藤一彦 

所 シラン類とカルボン酸無水物

の反応におけるアシロキシシ

ラン類の合成 

25 ○中道星也、

矢野敬規、川

崎英也、大洞

康嗣 

学校法人関

西大学 

DMF保護鉄ナノ粒子触媒の合成

とアルケンのヒドロシリル化

反応 

日本化学会第 95

春季年会 

2015/03/2

7 

26 ○石元慎也、

岡秀雄、大洞

康嗣 

学校法人関

西大学 

DMF保護Pdナノ粒子触媒による

炭素-ケイ素結合生成反応 

日本化学会第 95

春季年会 

2015/03/2

8 

 

27 ○ SRINIVAS, 

Venu、 中島裕

美子、佐藤一

彦、島田茂、安

藤亘 

（独）産業技

術総合研究

所 

Regio Selective 
Hydrosilylation of Dienes 
Using 
Bis(acetylacetonato)nickel(I
I) as a Catalyst Precursor 

日本化学会第 95

春季年会 

2015/03/2

9 

28 ○ 崔 隆 基 、

Mathew 

Jomon、中島裕

美子、島田茂、

佐藤一彦 

（独）産業技

術総合研究

所 

カチオン性ニッケルアリル錯

体を触媒とするオレフィンの

ヒドロシリル化反応の機構に

関する理論的研究 

日本化学会第 95

春季年会 

2015/03/2

9 

 

２０１５年度 

番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 

発表 

年月日 

1 ○Venu SRINI

VAS、中島裕美

子、佐藤一彦、

安藤亘、島田

茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Development of Efficient 
Ni(II) Catalyst Systems for 
Olefin Hydrosilylation 
Reaction 

7th 
International 
Conference on 
Green and 
Sustainable 
Chemistry, 
4th JACI/GSC 
Symposium 

2015/07/0

7 

2 ○山下浩、羽

鳥真紀子、吉

永充代、島田

茂、佐藤一彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Synthesis of Alkoxysilanes 
by Reactions of Methoxy- or 
Ethoxysilanes with 
Alcohols Using Solid Acid 
Catalysts and/or Microwave 
Irradiation 

7th 
International 
Conference on 
Green and 
Sustainable 
Chemistry, 
4th JACI/GSC 

2015/07/0

8 
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Symposium 
3 大洞康嗣 学校法人関

西大学 

DMF保護シングルナノサイズ金

属微粒子触媒を用いた有機変

換反応 

第 48 回有機金属

若手の会夏の学

校 

2015/07/1

5 

4 ○中道星也、

木村淳吾、矢

野敬規、川﨑

英也、大洞康

嗣 

学校法人関

西大学 

DMF保護シングルナノサイズ鉄

ナノ粒子のヒドロシリル化反

応への応用 

第 62 回有機金属

化学討論会 

2015/09/0

7 

 

 

5 ○早坂和将、

鎌田幸司、中

沢 浩 

公立学校法

人大阪市立

大学 

イミノビピリジン鉄錯体によ

る触媒的オレフィンのヒドロ

シリル化反応 

第 62 回有機金属

化学討論会 

2016/09/0

7 

 

6 ○吉川昌、古

俣佑馬、和田

宏明、下嶋敦、

黒田一幸 

学校法人早

稲田大学 

Synthesis of Alkoxysilanes 
with Four Different 
Functional Groups by 
Exchange Reaction 

International 
Sol-Gel 2015 

2015/09/0

8 

 

7 島田茂 （国研）産業

技術総合研

究所 

A Challenge in Silicone 
Chemistry: Progress in 
Alkoxysilane Syntheses 
and Details of the 
Condensation Reaction of 
Phenylsilanetriol 

Second 
International 
Seminar on 
Nanoporous 
and 
Nanostructure
d Materials for 
Energy, 
Environment 
and Health 

2015/09/1

4 

 

8 ○中道星也、

木村淳吾、矢

野敬規、川﨑

英也、大洞康

嗣 

学校法人関

西大学 

DMF保護シングルナノサイズ鉄

微粒子触媒を用いたヒドロシ

リル化反応における前駆体の

効果 

第 116 回触媒討

論会 

2015/09/1

6 

 

9 ○早坂和将、

鎌田幸司、中

沢 浩 

公立学校法

人大阪市立

大学 

Catalytic Hydrosilylation of 
Olefin with Hydrosilane 
Using an Iminobipyridine 
Iron Complex 

錯体化学会第 65

回討論会 

2016/09/2

3 

10 ○近藤壮一、

吉川昌、下嶋

敦、和田宏

明、黒田一幸 

学校法人早

稲田大学 

トリシロキサンの重縮合によ

る周期性ポリシロキサンの精

密合成 

第５回ＣＳＪ化

学フェスタ 2015 

2015/10/1

5 
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11 大洞康嗣 学校法人関

西大学 

新規発光材料「DMF保護シング

ルナノ金属微粒子」の液相合

成と触媒反応への展開 

第５回ＣＳＪ化

学フェスタ 2015 

2015/10/1

3 

12 ○石元慎也、

岡秀雄、中道

星也、大洞康

嗣 

学校法人関

西大学 

DMF保護パラジウムナノ粒子を

用いたハロゲン化アリールと

シランのカップリング反応 

第５回ＣＳＪ化

学フェスタ 2015 

2015/10/1

3 

13 五十嵐正安 （国研）産業

技術総合研

究所 

砂の資源化に挑戦～有機ケイ

素機能性化学品製造プロセス

技術開発～ 

第 5 回ＣＳＪ化

学フェスタ 2015 

2015/10/1

4 

14 中島裕美子、

ベヌー スリ

ニバス、佐藤

一彦、〇島田

茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Olefin Hydrosilylation 
Reaction Catalyzed by 
Ni(II) Complexes 

The 5th Asian 
Silicon 
Symposium 

2015/10/1

9 

15 〇崔星集、深

谷訓久、安田

弘之、堀越俊

雄、佐藤一

彦、崔準哲 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Direct Synthesis of 
Tetramethoxysilane from 
Silica 

The 5th Asian 
Silicon 
Symposium 

2015/10/1

9 

16 ◯小栗直己、

江川泰暢、武

田亘弘、海野

雅史 

国立大学法

人群馬大学 

Synthesis and Structure of 
“Janus Cube”: Cage 
Octasilsesquioxane with 
Two Different Substituents 

The 5th Asian 
Silicon 
Symposium 

2015/10/1

9 

17 ○崔隆基、

Jomon 

Mathew、中島

裕美子、島田

茂、佐藤一彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Mechanistic Analysis on 
Olefin Hydrosilylation 
Catalyzed by a Cationic 
Nickel Allyl Complex 

The 5th Asian 
Silicon 
Symposium 

2015/10/2

0 

18 ○スリニバス 

ベヌ、 中島

裕美子、佐藤

一彦、安藤 

亘、島田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

ニッケル(II)触媒を用いたオ

レフィンのヒドロシリル化の

開発 

第 19 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2015/10/2

3 

19 ○八木橋不二

夫、五十嵐正

安、中島裕美

子、安藤亘、

佐藤一彦、湯

（国研）産業

技術総合研

究所 

フェニル置換シルセスキオキ

サン環状オリゴマーの化学 

第 19 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2015/10/2

3 
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本嘉恭、松井

智波、島田茂 

20 ○近藤壮一、

吉川昌、下嶋

敦、和田宏

明、黒田一幸 

学校法人早

稲田大学 

Piers-Rubinsztajn反応を用い

たトリシロキサンからの周期

ポリシロキサンの精密合成 

第３４回 無機

高分子研究討論

会 

2015/11/0

5 

21 ○中道星也、

木村淳吾、矢

野敬規、川﨑

英也、大洞康

嗣 

学校法人関

西大学 

DMF-protected iron 
nanosized catalyst for 
hydrosilylation of alkenes 

The 13th 
International 
Kyoto 
Conference on 
New Aspects of 
Organic 
Chemistry 
(IKCOC-13) 

2015/11/0

9 

22 深谷訓久 （国研）産業

技術総合研

究所 

シリカを原料とするテトラア

ルコキシシランの直接合成 

第 23回 Clayteam

セミナー 

2015/11/1

1 

23 ○近藤壮一、

吉川昌、下嶋

敦、和田宏

明、黒田一幸 

学校法人早

稲田大学 

2種の側鎖有機基を有するオリ

ゴシロキサンからの周期ポリ

シロキサンの合成 

日本ゾルゲル学

会第 13 回討論会 

2015/11/1

9 

24 ○戸谷有希、

早坂和将、鎌

田幸司、中沢 

浩 

公立学校法

人大阪市立

大学 

イミノビピリジン鉄触媒によ

るオレフィンのヒドロシリル

化反応―配位子上の置換基が

及ぼす影響― 

第 42 回有機典型

元素化学討論会 

2015/12/0

3 

25 ◯林久美子、

寺下なづ菜、

中島諒、武田

亘弘、海野雅

史 

国立大学法

人群馬大学 

New siloxane coupling 
reaction with Lewis acid 
catalyst  

Pacifichem 
2015 

2015/12/1

7 

26 ○八木橋不二

夫、五十嵐正

安、中島裕美

子、安藤亘、

佐藤一彦、湯

本嘉恭、松井

智波、島田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所、信越化

学工業（株） 

フェニル置換シルセスキオキ

サン環状オリゴマーの化学 

平成 27 年度 

産総研 材料・化

学シンポジウム 

2016/02/0

5 

 

27 ○中島裕美

子、佐藤一彦 

（国研）産業

技術総合研

Open a New Field of Catalytic 

Chemistry 

Tunisia-Japan 

Symposium on 

2016/02/2

3 
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究所 Science, Society 

and Technology 

(TJASSST 2015) 

28 ○片岡祥、 

遠藤明 

（国研）産業

技術総合研

究所 

層間に有機ケイ素材料を持つ

ハイブリッド型ペロブスカイ

トの作製 

化学工学会 第

81 年会 

2016/03/1

4 

29 ○石元慎也、

林賢今、中道

星也、岡秀

雄、大洞康嗣 

学校法人関

西大学 

シングルサイズPdナノ粒子を

触媒とするハロゲン化アリー

ルとシランのクロスカップリ

ング反応 

日本化学会 第

９６春季年会 

(2016) 

2016/03/2

4 

 

30 ○川久保篤

志、林賢今、

大洞康嗣 

学校法人関

西大学 

パラジウム錯体触媒を用いた

1,3-ジエンのアミノシリル化

反応 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

4 

 

31 ○大西海斗、

林賢今、大洞

康嗣 

学校法人関

西大学 

Pd微粒子触媒によるジシラン

を用いたアリル位シリル化反

応 

日本化学会 第

９６春季年会 

(2016) 

2016/03/2

4 

 

32 ○ 中 島 裕 美

子、松本和弘、

卜部泰子、島

田茂、佐藤一

彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

イリジウム触媒を用いたアリ

ル化合物のヒドロシリル化 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

4 

 

33 ○崔星集、深

谷訓久、安田

弘之、堀越俊

雄、佐藤一

彦、崔準哲 

（国研）産業

技術総合研

究所 

シリカとアルコールからのテ

トラアルコキシシランの直接

合成 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

4 

 

34 ○江口勝哉、

中島裕美子、

青柳圭哉、古

川晴彦、杉江

敦司、安藤亘、

佐藤一彦、島

田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所、（株）

東レ・ダウコ

ーニング 

メタロセン型チタン(Ⅲ)錯体

のオレフィンヒドロシリル化

触媒能に関する検討 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

4 

 

35 ○山下浩、羽

鳥真紀子、吉

永充代、吉村

彩、韓立彪、

島田茂、佐藤

一彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

固体酸触媒／マイクロ波を用

いたアルコールの求核置換反

応による非対称型アルコキシ

シラン類の選択的合成 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

4 
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36 ○吉村彩、山

下浩、羽鳥真

紀子、吉永充

代、韓立彪、

島田茂、佐藤

一彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

メトキシ基またはエトキシ基

と他のアルコキシ基を有する

非対称型アルコキシシラン類

の物性および反応性 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

4 

 

37 ○ 片 岡 祥 、 

遠藤明 

（国研）産業

技術総合研

究所 

層間に有機ケイ素材料を持つ

ハイブリッド型ペロブスカイ

トの作製 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

4 

38 ○八木橋不二

夫、五十嵐正

安、中島裕美

子、安藤亘、

佐藤一彦、湯

本嘉恭、松井

智波、島田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所、信越化

学工業（株） 

フェニル置換シルセスキオキ

サン環状オリゴマーの化学 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

4 

 

39 ○松本和弘、

Kappam、佐藤

一彦、島田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

原理的に副生成物を生じない

シロキサン結合形成法の開発 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

4 

 

40 ○佐藤靖、佐

藤一彦、島田

茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

金触媒を用いたシラノールと

ヒドロシランとの反応による

非対称シロキサン化合物の合

成 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

4 

 

41 ○小栗直己、

江川泰暢、武

田亘弘、海野

雅史 

国立大学法

人群馬大学 

Synthesis and Structure of 
Janus Octasilsesquioxane 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

4 

 

42 五十嵐 正安 （国研）産業

技術総合研

究所 

シラノールの新規合成法開発 日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

5 

 

43 ○江口勝哉、

中島裕美子、

青柳圭哉、古

川晴彦、杉江

敦司、安藤亘、

佐藤一彦、島

田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所、（株）

東レ・ダウコ

ーニング 

メタロセン型チタン(Ⅲ)錯体

のオレフィンヒドロシリル化

触媒能に関する検討 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

5 

 

44 ○ 中 島 裕 美

子、松本和弘、

（国研）産業

技術総合研

イリジウム触媒を用いたアリ

ル化合物のヒドロシリル化 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

2016/03/2

5 
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卜部泰子、島

田茂、佐藤一

彦 

究所 (2016)  

45 ○松本和弘、

Kappam、佐藤

一彦、島田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

原理的に副生成物を生じない

シロキサン結合形成法の開発 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

5 

 

46 ○佐藤靖、佐

藤一彦、島田

茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

金触媒を用いたシラノールと

ヒドロシランとの反応による

非対称シロキサン化合物の合

成 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会

(2016) 

2016/03/2

6 

47 ○江川泰暢、

林久美子、武

田亘弘、海野

雅史 

国立大学法

人群馬大学 

安価なルイス酸触媒を用いた

シロキサン結合形成反応 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会

(2016) 

2016/03/2

6 

48 ○小栗直己、

江川泰暢、武

田亘弘、海野

雅史 

国立大学法

人群馬大学 

Synthesis and Structure of 
Janus Octasilsesquioxane 

日本化学会 第

９ ６ 春 季 年 会 

(2016) 

2016/03/2

7 

 

 

２０１６年度 

番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 

発表 

年月日 

1 大洞康嗣 学校法人関

西大学 

DMF保護シングルナノサイズ金

属微粒子触媒を用いた有機合

成反応 

触媒学会 ファ

インケミカルズ

合成触媒セミナ

ー 

2016/05/2

1 

2 ○崔星集、深

谷訓久、安田

弘之、堀越俊

雄、遠藤明、片

岡祥、佐藤一

彦、崔準哲 

（国研）産業

技術総合研

究所 

シリカとアルコールを原料と

するテトラアルコキシシラン

の直接合成 

第 5 回 JACI/GSC

シンポジウム 

2016/06/0

3 

3 ○山下浩、羽

鳥真紀子、吉

永充代、吉村

彩、五十嵐正

安、韓立彪、島

田茂、佐藤一

彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

固体酸触媒／マイクロ波を用

いた非対称型アルコキシシラ

ン類の選択的合成 

第 5 回 JACI/GSC

シンポジウム 

2016/06/0

3 
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4 ○吉村彩、山

下浩、羽鳥真

紀子、吉永充

代、五十嵐正

安、韓立彪、島

田茂、佐藤一

彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

非対称型アルコキシシラン類

の物性および反応性 

第 5 回 JACI/GSC

シンポジウム 

2016/06/0

3 

5 〇木村淳吾，

中道星也，矢

野敬規，川﨑

英也，大洞康

嗣 

関西大学 鉄ナノパーティクルを用い

たO－アリール化反応 

第 5 回 JACI/GSC

シンポジウム 

2016/06/0

3 

6 〇N. Oguri ,  

Y. Egawa, Y.

 Kawakami ,  

N. Takeda, a

nd M. Unno 

群馬大学 Fluorosiloxanes: Unusual 

Properties and Application 

47th Silicon 

symposium 

2016/06/2

1 

7 〇M. Unno,  
Y. Egawa, H.

 Endo, N. O

guri, N. Kum

azawa, S. Mu

rakami, C. K

uramochi, an

d N. Takeda 

群馬大学 Several New Methods for 

We11-defined Silicone 

Materials 

PERCH-CIC 

congress IX 

2016/06/2

8 

8 ○崔星集、深

谷訓久、堀越

俊雄、熊井浩

、長谷川稔、

安田弘之、佐

藤一彦、崔準

哲 

（国研）産業

技術総合研

究所、コルコ

ート（株） 

Synthesis of Tetraalkoxysilane 

from Silica and Alcohol 

20th International 

Symposium on 

Homogeneous 

Catalysis 

(ISHCXX) 

2016/07/1

2 

9 ○佐藤靖、佐

藤一彦、島田

茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Highly Selective Synthesis of 

Siloxanes Containing Si-H 

Bonds by Au-catalyzed 

Reaction of Silanols with 

Hydrosilanes 

ICOMC2016 2016/7/19 

10 〇M. Unno, N

. Oguri, Y, 

 Fluorosiloxanes: Versatile 

Precursors of Well-Defined 

The 2nd 
lnternational 

2016/09/0
8 
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Egawa, and N

, Takeda 

Materials Conference of 
NanoMaterials 

11 島田茂 （国研）産業

技術総合研

究所 

シリコーン化学への挑戦 学習院大学理学

部化学科講演会 

2016/09/1

4 

12 ○佐藤靖、佐

藤一彦、島田

茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Highly Selective Synthesis of 

Hydrosiloxanes by Au-

catalyzed Dehydrogenative 

Cross Coupling of Silanols 

with Hydrosilanes 

第 63 回有機金属

化学討論会 

2016/09/1

5 

13 ○中島裕美子

、マシュー ジ

ョモン、崔 隆

基、卜部 泰子

、安藤 亘、佐

藤 一彦、島田

茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

カチオン性ニッケル(II)アリ

ル錯体を触媒とするオレフィ

ンの ヒドロシリル化反応に関

する理論的研究 

第 63 回有機金属

化学討論会 

2016/9/15 

 

14 ○松本和弘、K

appam Veetil

l Sajna、佐藤

一彦、島田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

シリルエステルのヒドロシリ

ル化と転位のワンポット反応

によるシロキサン結合形成法

の開発 

第 63 回有機金属

化学討論会 

2016/09/1

6 

15 ○佐藤靖、佐

藤一彦、島田

茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

金触媒を用いたシラノールと

ヒドロシランとの反応による 

高選択的なヒドロシロキサン

化合物の合成 

第 20 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2016/10/7 

16 ○松本和弘、K

appam Veetil

l Sajna、佐藤

一彦、島田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

シリルエステルのヒドロシリ

ル化と転位を組み合わせた副

生成物を生じないシロキサン

結合形成法の開発 

第 20 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2016/10/7 

17 ○Butera Val

eria、深谷訓

久、崔準哲、佐

藤一彦、崔隆

基 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Computational Mechanistic 
Study on the Conversion of 
Silicon Dioxide to 
Tetramethylalkoxysilane 
(TMOS) 

第 20 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2016/10/7 

18 ○片岡祥、Sub

habrata Bane

rjee、遠藤明 

（国研）産業

技術総合研

究所 

カゴ状有機ケイ素を使った複

合材料の開発 

無機高分子研究

討論会 

2016/11/1

7 

19 Butera Valer

ia、深谷訓久、

（国研）産業

技術総合研

Theoretical study on 
production of monomeric Si 

Silicon-
Containing 

2016/12/1

3 
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崔準哲、佐藤

一彦、○崔隆

基 

究所 compounds for silicone 
polymers from silica 

Polymers and 
Composites 

 

20 深谷 訓久 （国研）産業

技術総合研

究所 

砂・灰などを原料とするケイ

素化学基幹原料の直接合成 

産総研中部セン

ターワークショ

ップ第２回「次世

代航空機・宇宙産

業に資するセラ

ミックス基材料」 

2017/01/1

0 

 

21 深谷 訓久 （国研）産業

技術総合研

究所 

砂を原料とするケイ素化学基

幹原料の直接合成 

SAT テクノロジ

ー・ショーケース

2017 

2017/01/3

1 

 

22 ○Nguyen Thu

y, 片岡祥、深

谷訓久、佐藤

一彦、崔準哲、

遠藤明 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Hybrid Lead Halide 
Layered Perovskites with 
Organosilicate Interlayers 

化学工学会第 82

年会 

2017/03/0

6 

23 ○五十嵐正安

、松本朋浩、八

木橋不二夫、

佐藤一彦、島

田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Synthesis of Orthosilicic 
acid and its oligomers 

5th 
International 
Conference on 
Multifunctiona
l, Hybrid and 
Nanomaterials 

2017/03/0

6 

24 ○八木橋不二

夫、五十嵐正

安、中島裕美

子、佐藤一彦、

島田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Chemistry of 
silsesquioxane oligomers – 
The role of cyclic oligomers 
in the condensation process 
for the formation of 
silsesquioxane polymers 

5th 
International 
Conference on 
Multifunctiona
l, Hybrid and 
Nanomaterials 

2017/03/0

6 

25 ○片岡祥、遠

藤明 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Hybrid Metal Halide-
Silsesquioxane Perovskites 

5th 
International 
Conference on 
Multifunctiona
l, Hybrid and 
Nanomaterials 

2017/03/0

8 

26 大西海斗，林

賢今，大洞康

嗣 

関西大学 DMF保護パラジウム微粒子触媒

によるアリルクロリドとジシ

ランを用いたアリル位シリル

化反応 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

6 
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27 川久保篤志，

林賢今，大洞

康嗣 

関西大学 パラジウム触媒によるアミン

及びジシランを用いた1,3-ジ

エンへのアミノ基とシリル

基の選択的導入反応 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

6 

28 ○山下 浩・羽

鳥 真紀子・吉

永 充代・五十

嵐 正安・島田

 茂・佐藤 一

彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

アルコキシシランのアセトキ

シシランへの効率的変換とガ

ラス系材料の表面修飾への応

用 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

6 

29 ○深谷圭祐・

深谷訓久・崔 

星集・堀越俊

雄・佐藤一彦・

崔 準哲 

（国研）産業

技術総合研

究所 

テトラアルコキシシランの直

接合成における有機脱水剤の

研究 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

6 

30 ○深谷圭祐・

深谷訓久・崔 

星集・堀越俊

雄・佐藤一彦・

崔 準哲 

（国研）産業

技術総合研

究所 

テトラアルコキシシランの直

接合成における有機脱水剤の

研究（ATPポスター) 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

7 

31 ◯青柳圭哉、

松本和弘、中

島裕美子、島

田茂、佐藤一

彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

メタロセン型イットリウム触

媒を用いたアルコキシシラン

の還元反応 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

7 

32 ○松本和弘・

佐藤一彦・島

田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

配列制御オリゴシロキサン

の迅速合成 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

7 

33 ○大森 悠・松

本和弘・中島

裕美子・佐藤

一彦・島田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

ルイス塩基触媒を用いたアル

コキシシランのボラン還元 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

7 

34 ○SRINIVAS V

enu、中島裕美

子、島田茂、佐

藤一彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

イリジウム触媒を用いた硫黄

官能基を有するオレフィン類

のヒドロシリル化反応 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

8 

35 ○別部輝生、

松本和弘、中

島裕美子、佐

（国研）産業

技術総合研

究所 

ハロシラン類の水素化分解反

応によるヒドロシランの製造

技術 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

8 
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藤一彦、島田

茂 

36 ○石原吉満・

濱田秀昭・中

島裕美子・佐

藤一彦・島田

茂・内田博・埜

村清志 

（国研）産業

技術総合研

究所・昭和電

工（株） 

遷移金属担持MFI型ゼオライト

を触媒とするシランの脱水素

二量化反応 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

8 

37 ○HUANG, Jia

di・松本和弘・

中島裕美子・

佐藤一彦・島

田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Silyl-Heck Reaction of 
Chlorosilanes by 
Nickel/Lewis Acid Catalysis 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

8 

38 ○林和史、松

本和弘、中島

裕美子、島田

茂、佐藤一彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

環状オレフィンのヒドロシリ

ル化による環状アルキル基を

有するシラン化合物の製造法 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

9 

39 〇泉森陽介、

戸谷有希、早

坂和将、中沢 

浩 

大阪市立大

学 

イミノビピリジン鉄錯体触媒

によるカルボニル化合物のヒ

ドロシリル化反応 

日本化学会 第

９ ７ 春 季 年 会 

(2017) 

2017/03/1

6-19 

 

２０１７年度 

番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 

発表 

年月日 

1 大洞康嗣 学校法人関

西大学 

DMF-stabilized Single-
nano-sized Metal 
Nanoclusters as Catalyst 
for Cross-coupling 
Reactions 

253rd ACS 
National 
Meeting, 2017 
Priestley 
Medalist 
Symposium in 
honor of Tobin 
J. Marks 

2017/04/0

5 

2 ○渕瀬啓太，

五十嵐正安，

佐藤一彦，島

田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Controlled ring-opening 
polymerization of 
cyclotrisiloxanes initiated 
by water and catalyzed by 
organic strong bases 

第 61 回高分子

学会年次大会 

2017/05/3

1 

3 大洞康嗣 学校法人関 DMF-stabilized Single- International 2017/06/1
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西大学 

 

nano-sized Metal 
Nanoparticles as Catalyst 
for Organic Reactions 

Symposium on 
Pure & Applied 
Chemistry 
2017 (ISPAC 
2017) 

0 

 

4 五十嵐正安、

松本朋浩、八

木橋不二夫、

佐藤一彦、〇

島田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Synthesis, isolation, and 
transformation of 
orthosilicic acid and its 
oligomers 

3rd 
International 
Conference 
NANOAPP 
2017 

2017/06/16 

 

5 ○山下 浩、羽

鳥真紀子、吉

永充代、五十

嵐正安、島田 

茂、佐藤一彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

固体酸触媒を用いるアセト

キシシラン類の効率的生成

反応と表面修飾への応用 

第 6 回 
JACI/GSC シン

ポジウム 

2017/07/04 

6 ○深谷圭祐、

深谷訓久、崔 

星集、堀越俊

雄、佐藤一彦、

崔 準哲 

（国研）産業

技術総合研

究所 

シリカを原料とするテトラ

アルコキシシランの直接合

成 

第 6 回 
JACI/GSC シン

ポジウム 

2017/07/04 

7 M. Unno, K. 

Asami, Y. Na

gai, Y. Egaw

a, N. Takeda 

群馬大学 Synthesis and Reactions of 
Janus Prisms 

48th Silicon 
Symposium 

2017/07/0

8 

8 ○別部輝生、

松本和弘、佐

藤一彦、中島

裕美子 

（国研）産業

技術総合研

究所 

クロロシランと末端アルキ

ンを原料としたアルキニル

シランの製造法 

有機合成化学協

会  関東支部若

手セミナー 

2017/07/0

8 

 

9 佐藤靖、五十

嵐正安、佐藤 

一彦、〇島田 

茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Selective Synthesis of 
Functionalized Siloxanes 

The 18th 
International 
Symposium on 
Silicon 
Chemistry 

2017/08/0

7 

10 ○渕瀬啓太，

五十嵐正安，

佐藤一彦，島

田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Organocatalytic 
Controlled/Living Ring-
Opening Polymerization of 
Cyclotrisiloxanes Using 
Water as an Initiator and 
Strong Organic Bases as 

18th 
International 
Symposium on 
Silicon 
Chemistry in 
Conjunction 

2017/08/08 
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Catalysts with 6th Asian 
Silicon 
Symposium 

11 M. Unno, Y. 

Egawa, T. Uc

hida, K. Asa

mi, S. Tanak

a, Y. Nagai,

 C. Kobuna, 

N. Takeda, 

群馬大学 Synthesis and Structuresof 
Various Janus Cubes and 
Prisms 

18th 
International 
Symposium on 
Silicon 
Chemistry 

2017/08/0

8 

12 〇五十嵐正安

、松本朋浩、八

木橋不二夫、

佐藤一彦、島

田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Synthesis and isolation of 
orthosilicic acid and its 
oligomers 

The 18th 
International 
Symposium on 
Silicon 
Chemistry 

2017/08/0

8 

13 ○松本和弘、 
Kappam 
Veetill 
Sajna、佐藤

靖、佐藤和弘、

島田茂 

（国研）産

業技術総合

研究所 

Catalytic One-Pot 
Synthesis of Oligosiloxanes 

The 18th 
International 
Symposium on 
Silicon 
Chemistry 
(ISOS-18) 

2017/08/1
0 

14 ○八木橋不二

夫、五十嵐正

安、佐藤一彦、

島田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Structural Study on Cyclic 
Silsesquioxane Oligomers 
for the Elucidation of 
Polymer Forming 
Ploycondensation Process 

European 
Symposium on 
Organic 
Reactivity 2017 
(ESOR) 

2017/09/0

4 

15 〇五十嵐正安

、松本朋浩、八

木橋不二夫、

山下 浩、佐藤

一彦、島田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

オルトケイ酸とそのオリゴマ

ーの合成、構造および反応性 

第 64 回有機金属

化学討論会 

2017/09/0

7 

16 M. Unno, N. 
Oguri, Y. 
Egawa, S. 
Murakami, 
C. 
Kuramochi, 
H. Endo, N. 
Takeda 

群馬大学 Functionalized Cyclic Si-
loxanes: Versatile Prec-
ursors to Well-defined 
Hybrid Materials 

19th 
International 
Sol-Gel 
Conference 

2017/09/0
7 
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17 ○松本和弘、

佐藤一彦、島

田茂 

（国研）産

業技術総合

研究所 

Sequence Control in 
Iterative Siloxane-Bond 
Formation 

第 64 回有機金

属化学討論会 
2017/09/0
8 

18 深谷訓久 （国研）産業

技術総合研

究所 

シリカを基軸とするケイ素機

能性化学品の省エネルギー製

造プロセス開発 

第 53 回 GIC セミ

ナー 

2017/09/1

5 

19 ○渕瀬啓太，

五十嵐正安，

佐藤一彦，島

田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

有機強塩基を触媒として用い

た開環重合によるポリシロキ

サンの精密合成 

第 66 回高分子

討論会 

2017/09/2

1 

20 〇Nguyen Thu

y, 片岡祥、深

谷訓久、佐藤

一彦、崔準哲、

遠藤明 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Feasibility study of new 
synthesis route of 
tetraethoxysilane from rice 
hull ash 

27th European 
Symposium on 
Computer 
Aided Process 
Engineering 

2017/10/0

1 

21 五十嵐正安 （国研）産業

技術総合研

究所 

オルトケイ酸の合成と構造 創造機能化学第

１１６委員会 
2017/10/1

0 

22 〇森岡春香、

近藤壮一、吉

川 昌、下嶋

 敦、和田宏

明、黒田一幸 

学校法人早

稲田大学 

側鎖ビニル基の配列が制御さ

れたポリオルガノシロキサン

の精密合成 

第７回 CSJ 化

学フェスタ 

2017/10/1

7 

23 大西海斗、及

川 慧、鈴木

健之、大洞康

嗣 

学校法人関

西大学 

DMF保護パラジウムナノクラス

ターを用いたアリルシラン合

成ならびにインドール合成 

第７回 CSJ 化

学フェスタ 

2017/10/1

8 

24 五十嵐正安 （国研）産業

技術総合研

究所 

シラノール及びシロキサン化

合物の新規合成法開発 

相模中研材料セ

ミナー 

2017/10/1

9 

25 〇五十嵐正安

、松本朋浩、八

木橋不二夫、

佐藤一彦、島

田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

オルトケイ酸とそのオリゴマ

ーの合成および構造 

第 21 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2017/10/2

7 

26 ○松本和弘、

中島裕美子、

島田茂、佐藤

一彦 

（国研）産

業技術総合

研究所 

オリゴシロキサンのワンポ

ット配列制御合成法 
第 21 回ケイ素

化学協会シンポ

ジウム 

2017/10/2
7 
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27 ○竹下智博、

松本和弘、佐

藤一彦、中島

裕美子 

（国研）産業

技術総合研

究所 

PNNP配位子を有するFe錯体の

合成、性質および脱水素シロキ

サン形成反応 

第 21 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2017/10/2

7 

28 ○渕瀬啓太、

五十嵐正安、

佐藤一彦、島

田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

水を開始剤，有機強塩基を触媒

として用いた開環重合による

ポリシロキサンの精密合成 

高分子学会関東

支部 第 32 回茨

城地区「若手の

会」交流会 

2017/10/3

0 

29 Valeria Bute

ra、深谷訓久、

崔 準哲、佐

藤一彦、○崔

 隆基 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Theoretical study on 

production of monomeric Si 

compounds for silicone 

polymers from silica 

American 

Chemical 

Society Asia-

Pacific 

International 

Chapters 

Conference 

2017/11/0

6 

 

30 〇森岡春香, 

近藤壮一, 吉

川 昌, 下嶋

 敦, 和田宏

明, 黒田一幸 

学校法人早

稲田大学 

ポリシロキサンの側鎖ビニル

基の配列制御に向けたオリゴ

シロキサンの重縮合 

第 36 回無機高分

子研究討論会 

2017/11/0

9 

31 ○八木橋不二

夫、五十嵐正

安、佐藤一彦、

島田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

フェニルシルセスキオキサン

のポリマー生成解析のための

環状オリゴマーの構造研究 

第 36 回無機高分

子研究討論会 

2017/11/0

9 

32 〇五十嵐正安

、松本朋浩、八

木橋不二夫、

佐藤一彦、島

田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

オルトケイ酸とそのオリゴマ

ーの合成と構造 

第 36 回無機高分

子研究討論会 

2017/11/0

9 

 

33 島田 茂 （国研）産業

技術総合研

究所 

オリゴ・ポリシロキサン精密合

成への挑戦 

第 36 回無機高分

子研究討論会 

2017/11/0

9 

 

34 〇泉森陽介、

小林克彰、中

沢 浩 

大阪市立大

学 

ケトンのヒドロシリル化反応

に高い触媒回転頻度を示す鉄

錯体触媒系への塩基添加効果 

第 44 回有機典

型元素化学討論

会 

2017/12/0

7-09 

35 深谷訓久 （国研）産業

技術総合研

究所 

砂や灰を原料とするケイ素基

幹化学品の製造プロセス開発 

高分子学会 高

分子同友会勉強

会 

2018/01/1

7 

 

36 ○佐藤靖、五 （国研）産業 官能基を持つシロキサン化合 平成 29 年度 産 2018/02/0
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十嵐正安 技術総合研

究所 

物の位置選択的合成 総研シンポジウ

ム 

2 

37 ○佐藤靖、五

十嵐正安 

（国研）産業

技術総合研

究所 

官能基を持つシロキサン化合

物の位置選択的合成 

平成 29 年度 産

総研中国センタ

ーシンポジウム 

2018/02/2

1 

38 〇五十嵐正安

、松本朋浩、八

木橋不二夫、

佐藤一彦、島

田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

ガラスの基本単位であるオル

トケイ酸の単結晶構造解析 

量子ビームサイ

エンスフェスタ 

2018/03/0

3 

39 〇片岡祥、蕪

木和孝、遠藤

 明 

（国研）産業

技術総合研

究所 

カゴ状シルセスキオキサンを

ビルディングブロックとした

複合体の作製 

化学工学会第 83

年会 

2018/03/1

5 

40 ○竹下智博、

佐藤一彦、中

島裕美子 

（国研）産業

技術総合研

究所 

四座PNNP配位子を有する鉄錯

体を触媒とするヒドロシラン

とシラノールの脱水素カップ

リング反応によるヒドロシロ

キサンの選択的合成 

日本化学会第 98

春季年会 

2018/03/2

0 

41 ○別部輝生、

松本和弘、佐

藤一彦、中島

裕美子 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Ni/Cu触媒によるクロロシラン

類の選択的ものアルキニル化

反応 

日本化学会第 98

春季年会 

2018/03/2

0 

42 ○山下 浩、羽

鳥真紀子、吉

永充代、佐藤

一彦、五十嵐

正安 

（国研）産業

技術総合研

究所 

アルコキシシランの変換によ

るアシロキシシランの効率的

合成と表面修飾への応用 

日本化学会第 98

春季年会 

2018/03/2

1 

43 ○篠原由寛、

山下 浩、羽鳥

真紀子、吉充

代、島田 茂、

佐藤一彦、五

十嵐正安 

（国研）産業

技術総合研

究所 

アセトキシシランとシラノー

ルの選択的カップリングによ

るシロキサン結合生成反応 

日本化学会第 98

春季年会 

2018/03/2

1 

44 ○田中辰弥、

東龍誠、林賢

今、鈴木健之、

大洞康嗣 

学校法人関

西大学 

DMF保護鉄-白金混合ナノ粒子

触媒による三級シランを用い

たオレフィンのヒドロシリル

化反応 

日本化学会第 98

春季年会 

2018/03/2

2 

 

45 〇五十嵐正安

、松本朋浩、八

（国研）産業

技術総合研

シランテトラオールとそのオ

リゴマーの合成、構造および反

日本化学会第 98

春季年会 

2018/03/2

2 
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木橋不二夫、

佐藤一彦、島

田 茂 

究所 応性  

46 〇野澤竹志、

松本朋浩、八

木橋不二夫、

別部輝生、佐

藤一彦、五十

嵐正安、 

（国研）産業

技術総合研

究所 

シランテトラオールのかご型

８量体の合成、構造および反応

性 

日本化学会第 98

春季年会 

2018/03/2

2 

 

47 ○佐藤靖、山

本美恵、佐藤

一彦、五十嵐

正安 

（国研）産業

技術総合研

究所 

銅触媒を用いたアルコキシヒ

ドロシランとシラノールのカ

ップリングによるアルコキシ

シリル置換シロキサン類の合

成 

日本化学会第 98

春季年会 

2018/03/2

2 

48 ○青柳圭哉、

松本和弘、佐

藤一彦、中島

裕美子 

（国研）産業

技術総合研

究所 

水素化ホウ素ナトリウムを用

いたアルコキシシランの還元

反応 

日本化学会第 98

春季年会 

2018/03/2

2 

 

 

２０１８年度 

番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 

発表 

年月日 

1 〇片岡祥、Sub

habrata Bane

rjee、上村佳

大 

（国研）産業

技術総合研

究所 

シルセスキオキサンを使っ

た複合材料の評価 
第 63回固体 NMR・

材料フォーラム 

2018/05/3

1 

2 〇野澤竹志、

松本朋浩、八

木橋不二夫、

別部輝生、佐

藤一彦、五十

嵐正安 

（国研）産業

技術総合研

究所 

オルトケイ酸のかご型８量

体の合成と構造解析 
第 63回固体 NMR・

材料フォーラム 

2018/05/3

1 

3 五十嵐正安、

松本朋浩、八

木橋不二夫、

佐藤一彦、〇

島田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Preparation of SiO2 

precursors soluble in 
organic solvents 

10th 
International 
Symposium on 
Organic 
Molecular 
Electronics 

2018/06/0

2 
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4 〇Nguyen Thu

y、深谷訓久、

崔準哲、 片岡

祥 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Conceptual Process Design 
and Evaluation for 
Selection of Adsorbents in 
Water Separation: A Case 
Study on Ethyl 
Orthosilicate Synthesis 

6th 
International 
Congress on 
Green Process 
Engineering 
（フランス、ト

ゥールーズ） 

2018/06/0

2 

5 ○山下 浩、羽

鳥真紀子、吉

永充代、佐藤

一彦、五十嵐

正安 
 

（国研）産業

技術総合研

究所 

アルコキシシラン類のアセ

トキシシラン類への効率的

変換と表面修飾への応用 

第 7 回 JACI/GSC

シンポジウム 

2018/06/1

5 

6 松本和弘、佐

藤靖、渕瀬啓

太、五十嵐正

安、佐藤一彦、

〇島田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Controlled Synthesis of 
Oligo- and Polysiloxanes 

10th US-Japan 
Organic-
Inorganic 
Hybrid 
Materials 
Workshop 

2018/06/1

8 

7 ○渕瀬啓太、

五十嵐正安，

佐藤一彦，島

田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Organocatalytic 
Controlled/Living Ring-
Opening Polymerization of 
Cyclotrisiloxanes Initiated 
by Water with Strong 
Organic Base Catalysts  

World Polymer 
Congress 
MACRO 2018 
（オーストラリ

ア、ケアンズ） 

2018/07/0

1-05 

8 ○五十嵐  正

安、松本朋浩、

野澤竹志、八

木橋不二夫、

佐藤一彦、島

田茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Syntheses, structures, and 
reactivity of orthosilicic 
acid and its oligomers 

28th 
International 
Conference on 
Organometallic 
Chemistry 
(ICOMC-2018) 
（イタリア、フ

ィレンツェ） 

2018/07/1

5-20 

9 〇八木橋不二

夫、五十嵐正

安、佐藤一彦、

島田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Production of Phenyl 
Substituted Cyclic 
Silsesquioxane Oligomers 
and their Stereochemistry 

28th 
International 
Conference on 
Organometallic 
Chemistry 
(ICOMC-2018) 

2018/07/1

5-20 
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（イタリア、フ

ィレンツェ） 
10 ○片岡 祥、

遠藤 明 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Long-Range Ordered 
Structures with 
Silsesquioxane Building 
Blocks 

28th 
International 
Conference on 
Organometallic 
Chemistry 
(ICOMC-2018) 
（イタリア、フ

ィレンツェ） 

2018/07/1

9 

11 五十嵐 正安 （国研）産業

技術総合研

究所 

ガラスの基本単位であるオ

ルトケイ酸（Si(OH)4）とそ

のオリゴマーの合成と構造

解析 

平成 30 年度 第

1 回 ガラス科

学技術研究会 

2018/07/2

6 

12 松本和弘、佐

藤靖、五十嵐

正安、佐藤一

彦、〇島田 茂 

（国研）産業

技術総合研

究所 

オリゴシロキサンの精密合

成 
第 67 回高分子討

論会 

2018/09/1

2 

13 ○渕瀬 啓太，

佐藤 一彦，五

十嵐正安 

（国研）産業

技術総合研

究所 

有機強塩基を触媒として用

いた開環重合による側鎖官

能性ポリシロキサンの精密

合成 

第 67 回高分子討

論会 

2018/09/1

2-14 

14 〇田口大輔、

小林克彰、中

沢浩、森内敏

之 

大阪市立大

学 

コバルト錯体触媒によるオ

レフィン及びケトンへのヒ

ドロシリル化反応の選択性 

第 65 回有機金属

化学討論会 

2019/09/1

9-21 

15 〇田口大輔、

小林克彰、森

内敏之、中沢

浩 

大阪市立大

学 

コバルト触媒を用いたヒド

ロシリル化反応系への塩基

添加効果と官能基選択性の

制御 

第 8 回 CSJ 化学

フェスタ 2018 

2018/10/2

3-25 

16 ○渕瀬 啓太，

五十嵐 正安，

島田 茂，佐藤

 一彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

分子量と末端構造が制御さ

れた直鎖状ポリシロキサン

の有機強塩基触媒を用いた

精密合成 

第 22 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2018/10/2

6 

17 〇田中辰弥、

東龍成、林賢

今、近藤亮太、

鈴木健之、大

洞康嗣 

関西大学 DMF保護鉄-白金混合ナノ粒

子触媒によるシランカップ

リング剤の合成 

第 22 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2018/10/2

6 
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18 〇塚本雄也、

川久保篤志、

大洞康嗣 

関西大学 1,3-ジエンの酸化的アミノ化

反応を経由した含窒素含ケ

イ素化合物合成 

第 22 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2018/10/2

6 

19 〇鳥居一幸、

川久保篤志、

林賢今、大洞

康嗣 

関西大学 分子状酸素を用いた1,3-ジエ

ンへのアミノ基とシリル基

の簡便な導入法 

第 22 回ケイ素化

学協会シンポジ

ウム 

2018/10/2

6 

20 ○渕瀬啓太、

五十嵐正安、

島田茂、佐藤

一彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

有機強塩基触媒を用いた開

環重合による分子量・末端

構造制御ポリシロキサンの

精密合成 

第 11 回有機触媒

シンポジウム 

2018/12/0

3-04 

 

21 大洞康嗣 学校法人関

西大学 

DMF-stabilized metal 
nanoparticles as catalyst 
precursors for organic 
synthesis 

International 

Symposium on 

Catalysis and 

Fine Chemicals 

2018 (C&FC 

2018) 

2018/12/1

1-13 

22 〇Tatsuya Ta

naka, Ryusei

 Azuma, Xian

jin Lin, Ryo

ta Kondo, Ta

keyuki Suzuk

i, Yasushi O

bora 

学校法人関

西大学 

DMF-protected Fe-Pt 
bimetallic nanoparticles 
catalyst for olefin 
hydrosilylation 

International 

Symposium on 

Catalysis and 

Fine Chemicals 

2018 (C&FC 

2018) 

2018/12/1

1-13 

 

23 ○山下 浩、羽

鳥真紀子、佐

藤一彦、五十

嵐正安  

（国研）産業

技術総合研

究所 

固体酸触媒を用いたアセトキ

シシランとシラノールの選択

的カップリング反応  

日 本 化 学 会  第

99 春季年会 

2019/03/1

6 

24 ○篠原 由寛、

山下 浩、島田  

茂、佐藤  一

彦、五十嵐 正

安 

（国研）産業

技術総合研

究所 

アセトキシシランとシラノー

ルの選択的カップリングによ

る直鎖状および環状オリゴシ

ロキサンの効率的合成  

日 本 化 学 会  第

99 春季年会 

2019/03/1

6 

25 ○猪股航也、

佐藤一彦、中

島裕美子 

（国研）産業

技術総合研

究所 

2座ホスフィン配位子を有す

るロジウム錯体を触媒とす

る塩化アリルの高効率ヒド

ロシリル化反応 

日 本 化 学 会  第

99 春季年会 

2019/03/1

6,17 

26 ○荒川凌汰、 学校法人関 ＤＭＦ保護パラジウムナノ 日 本 化 学 会  第 2019/03/1
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大洞康嗣 西大学 粒子触媒によるアリルアル

コールとジシランを用いた

アリルシラン類の合成 

99 春季年会 7 

27 ○黒田雄志、

鈴木健之、大

洞康嗣 

学校法人関

西大学 

DMF保護コバルトナノ粒子

触媒によるヒドロシランを

用いたオレフィン類のヒド

ロシリル化反応 

日 本 化 学 会  第

99 春季年会 

2019/03/1

8 

28 ○鳥居一幸、

川久保篤志、

林賢今、大洞

康嗣 

学校法人関

西大学 

ラジウム錯体触媒を用いた

1、3-ジエンへのアミノ基とシ

リル基の酸化的カップリン

グによる導入反応 

日本化学会 第

99 春季年会 
2019/03/1

7 

29 ○田中辰弥、

東龍誠、林賢

今、近藤亮太、

鈴木健之、大

洞康嗣 

学校法人関

西大学 

DMF保護コバルトナノ粒子

触媒によるヒドロシランを

用いたオレフィン類のヒド

ロシリル化反応 

日本化学会 第

99 春季年会 
2019/03/1

8 

30 ◯河津貴大、

松本和弘、崔

準哲、佐藤一

彦 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Precise Synthesis of 
Macrocyclic Polysiloxanes 
with Si-H Groups 

日本化学会 第

99 春季年会 
2019/03/1

9 

 

 

２０１９年度 

番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 

発表 

年月日 

1 ○渕瀬啓太、

佐藤一彦、五

十嵐正安 
  

（国研）産業

技術総合研

究所 

有機強塩基触媒を用いた開

環重合による側鎖官能性ポ

リシロキサンの精密合成 
(Precision Synthesis of Side-

Chain-Functionalized 

Polysiloxanes by Ring-Opening 

Polymerization Catalyzed by 

Strong Organic Bases) 

第 68 回高分子

学会年次大会 

2019/05/29

-31 

2 ○渕瀬 啓太，

佐藤 一彦，五

十嵐 正安 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Precision Synthesis of 
Polysiloxanes with Ring-
Opening Polymerization of 
Cyclotrisiloxanes Using 
Strong Organic Bases as 
Catalysts 

12th 
International 
Workshop on 
Silicon-Based 
Polymers 
(ISPO 19) 

2019/07/2

1-25 
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3 ○渕瀬啓太，

小林敏明，佐

藤一彦，五十

嵐正安 

（国研）産業

技術総合研

究所 

Organocatalytic 
Controlled/Living Ring-
Opening Polymerization of 
Cyclotrisiloxanes Catalyzed 
by Strong Organic Bases 

13th 
International 
Symposium on 
Ionic 
Polymerization 
(IP’19) 

2019/09/0
8-13 
 

4 ○渕瀬 啓太，

小林 敏明，佐

藤 一彦，五十

嵐 正安 

（国研）産業

技術総合研

究所 

有機強塩基を触媒とし て用

いた開環重合による非対称

型直鎖状ポリシロキサンの

精密合成 

第  68 回  高分

子討論会 
2019/09/2

5-27 

 

 

（b）新聞・雑誌等への掲載 

２０１４年度 

番

号 
所属 タイトル 掲載誌名 

発表 

年月日 

1 （独）産業技術総合研究所 シリカから有機ケイ素原料を効

率的に合成 

J-Net21 (WEB) 2014/5/20 

2 （独）産業技術総合研究所 産総研，シリカからケイ素化学産

業の基幹原料を一段階で合成す

ることに成功 

OPTRONICS (WEB) 2014/5/21 

3 （独）産業技術総合研究所 産総研、砂から有機ケイ素を製造

する新技術を開発 

環境ビジネスオ

ンライン (WEB) 

2014/5/21 

4 （独）産業技術総合研究所 ＮＥＤＯ 有機ケイ素材料の原料

の効率的製造技術を開発 

ゴムタイムス 2014/5/22 

5 （独）産業技術総合研究所 産総研、シリカから有機ケイ素原

料テトラアルコキシシランを効

率的に合成 

マイナビニュー

ス (WEB) 

2014/5/22 

6 （独）産業技術総合研究所 砂からケイ素産業基幹原料を直

接合成 

サイエンスポー

タル (WEB) 

2014/5/22 

7 （独）産業技術総合研究所 テトラアルコキシシラン 1段階

で高効率合成 

化学工業日報 2014/5/22 

8 （独）新エネルギー・産業

技術総合開発機構 

有機ケイ素原料 シリカから直

接合成 

日刊産業新聞 2014/5/22 

9 （独）産業技術総合研究所 産総研、有機ケイ素原料をシリカ

から一段階で安く合成する手法

開発 

日刊工業新聞

(WEB) 

2014/5/23 

10 （独）産業技術総合研究所 産総研 有機ケイ素原料安く合

成 

日刊工業新聞 2014/5/23 
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11 （独）産業技術総合研究所 砂の成分シリカから1段階で有機

ケイ素原料合成―金属ケイ素の

製造を経由せず省エネ・低コスト

で 

つくばサイエン

ス ニ ュ ー ス 

(WEB) 

2014/6/4 

12 （独）産業技術総合研究所 産総研、有機ケイ素原料をシリカ

から一段階で安く合成 

工業材料 2014

年 8 月号 

Vol.62 No.8 

2014/7/14 

 

２０１６年度 

番

号 
所属 タイトル 掲載誌名 

発表 

年月日 

1 群馬大学、産業技術総合研

究所 

新物質「ヤヌスキューブ」群馬大

大学院が新合成法 

日本経済新聞 2016/05/2

8 

2 群馬大学、産業技術総合研

究所 

新物質「ヤヌスキューブ」群馬大

が新合成法 

日本経済新聞 

電子版(Web) 

2016/05/2

8 

3 群馬大学、産業技術総合研

究所 

エコタイヤの性 能向 上に期待 

群大院が「ヤヌスキューブ」合成

法開発 

産経新聞 2016/05/2

8 

4 群馬大学、産業技術総合研

究所 

エコタイヤの性 能向 上に期待 

群大院が「ヤヌスキューブ」合成

法開発 

産経新聞電子版

(Web) 

2016/05/2

8 

5 群馬大学、産業技術総合研

究所 

ヤヌスキューブ簡便合成法 産

総研群馬大 有機ケイ素部材に

有用 

化学工業日報 2016/05/3

0 

6 群馬大学、産業技術総合研

究所 

ヤヌスキューブの簡易合成法を

発見 エコタイヤ性能向上期待 

上毛新聞 2016/05/3

0 

7 群馬大学、産業技術総合研

究所 

ヤヌスキューブの簡便な合成法

を開発し、結晶構造の解析に成功 

J-Net21 (WEB) 2016/05/3

1 

8 群馬大学、産業技術総合研

究所 

ヤヌスキューブ効率的に合成 

群馬大と産総研 

日刊工業新聞 2016/06/0

2 

9 群馬大学、産業技術総合研

究所 

ヤヌスキューブ簡便な合成法開

発 詳細な分子構造も解明 

桐生タイムス 2016/06/0

2 

10 群馬大学、産業技術総合研

究所 

「究極のエコタイヤ」へ新手法 

ヤヌスキューブ材料の化合物合

成効率化 

読売新聞 2016/06/0

3 

11 群馬大学、産業技術総合研

究所 

ヤヌスの立方体 有機化学美術

館・分館 

2016/06/0

6 

12 群馬大学、産業技術総合研

究所 

カゴ型シルセスキオキサン「ヤヌ

スキューブ」合成と構造決定 

Chem-Station ス

ポットライトサ

2016/06/1

0 
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ーチ 

13 群馬大学、産業技術総合研

究所 

ヤヌスキューブ合成 科学新聞 2016/06/1

7 

14 産業技術総合研究所 砂や灰などからケイ素化学の基

幹原料を高効率に直接合成 
J-Net21(Web) 2016/10/2

5 

15 産業技術総合研究所 産総研とコルコート、NEDOプ

ロジェクトで有機ケイ素原材料

の直接合成プロセスを開発 

日経電子版(Web) 2016/10/2

5 

16 産業技術総合研究所 砂や灰などからケイ素化学の基

幹原料を高効率に直接合成 
chem-index

（Web） 

2016/10/2

5 

17 産業技術総合研究所 ケイ素化学の基幹原料合成に新

技術―短時間・高効率で省エネ・

低コスト化 

つくばサイエン

スニュース(Web) 

2016/10/2

5 

18 産業技術総合研究所 産総研など、天然母材や産業副

産物などの有機ケイ素原材料の

直接合成プロセスを開発 

環境展望台 

(Web) 

2016/10/2

5 

19 産業技術総合研究所 砂や灰からケイ素原料−産総研

など、高収率な合成技術を開発 

日刊工業新聞 2016/10/2

6 

20 産業技術総合研究所 産総研、砂や灰からケイ素化学の

基幹原料を直接合成する技術を

開発 

マイナビニュー

ス(WEB) 

2016/10/2

6 

21 産業技術総合研究所 産総研ら，ケイ素化学の基幹原料

を安価・簡単に合成 

OPTRONICS 

ONLINE (Web) 

2016/10/2

6 

22 産業技術総合研究所 安価で豊富なケイ素を使いこな

したい！ – 砂や灰から直接化学

原料を作る新たな可能性 

Academist 

Journal (Web) 

2016/12/0

1 

23 産業技術総合研究所 ケイ素系原料の新製法で電力消

費削減 

フジサンケイ ビ

ジネスアイ 

2016/12/2

6 

24 産業技術総合研究所 ケイ素系原料の新製法で電力消

費削減 産官研究チームが開発 

出荷１兆円目指す 

産経ニュース

(Web) 

2017/01/0

3 

25 産業技術総合研究所 NEDOなど、シロキサン結合のワン

ポット合成技術を開発 

日経電子版(Web) 2017/02/0

2 

26 産業技術総合研究所 シロキサン結合のワンポット合

成技術を開発 

J-Net21(Web) 2017/02/0

2 

27 産業技術総合研究所 シロキサン結合のワンポット合

成技術——高機能で高性能なシリ

コーン材料創出の鍵に 

fabcross for エ

ンジニア(Web) 

2017/02/0

3 

28 産業技術総合研究所 産総研、シロキサン化合物を精密 日刊工業新聞 2017/02/1
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合成 (Web) 0 

29 産業技術総合研究所 次世代のシリコーン材料創出に

新技術を開発―主骨格のシロキ

サン結合を一つの反応容器内で

一気に形成 

つくばサイエン

スニュース(Web) 

2017/02/1

1 

 

２０１７年度 

番

号 
所属 タイトル 掲載誌名 

発表 

年月日 

1 産業技術総合研究所 ガラス・シリコーンの基本単位 

オルトケイ酸の構造解明 高機

能材料の開発期待 

化学工業日報 2017/07/2

7 

2 産業技術総合研究所 NEDOと産総研など、ガラスやシリ

コーンの基本構造を解明 

日本経済新聞

(Web) 

2017/07/2

7 

3 産業技術総合研究所 世界で初めて、ガラスやシリコー

ンの基本構造を解明 

日本の研究.com 

(Web) 

2017/07/2

7 

4 産業技術総合研究所 世界で初めて、ガラスやシリコー

ンの基本構造を解明 

J-Net21 (Web) 2017/07/2

7 

5 産業技術総合研究所 ガラスの基本単位の分子構造解

明 

つくばサイエン

スニュース 

(Web) 

2017/07/2

7 

6 産業技術総合研究所 NEDOら，世界で初めてガラスやシ

リコーンの基本構造を解明 

OPTRONICS 

online (Web) 

2017/07/2

7 

7 産業技術総合研究所 200年謎だったガラスとシリコー

ンの基本構造を世界初解明、高機

能化に道筋 

MONOist（モノイ

スト）(Web) 

2017/07/2

8 

8 産業技術総合研究所 およそ200年にわたる謎が解明 - 

産総研、ガラスの基本構造「オル

トケイ酸」の構造解析に成功 

マイナビニュー

ス (Web) 

2017/07/2

8 

9 産業技術総合研究所 19世紀以来の謎「ガラスの基本構

造」が解明される 

財経新聞 (Web) 2017/07/2

8 

10 産業技術総合研究所 NEDOと産総研など、ガラスやシ

リコーンの基本構造を解明 

fabcross for エ

ンジニア (Web) 

2017/07/2

8 

11 産業技術総合研究所 ガラス・シリコン 基本構造を解

明 NEDOなど５者 

日刊産業新聞 2017/07/3

1 

12 産業技術総合研究所 

深谷訓久 

シリカを原料とするケイ素化学

基幹原料の効率的合成法に関す

る研究 

JIR ニューズ 

2017 年 11 月号 

14-17 ページ 

 

13 産業技術総合研究所 200年謎だったガラスとシリコー 自動車技術 2017/12/0
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五十嵐正安、佐藤一彦 ンの基本構造を世界初解明、高機

能ケイ素部材開発に道筋 

1 

14 産業技術総合研究所 

五十嵐正安、佐藤一彦 

ガラスの基本単位であるオルト

ケイ酸の結晶構造解析 

季報「四季」 2017/12/2

5 

15 産業技術総合研究所 

五十嵐正安、佐藤一彦 

ガラスの基本単位であるオルト

ケイ酸の構造を世界初解明 

NEW GLASS 3 月号（第

123 号） 

16 産業技術総合研究所 

富田康弘、深谷訓久、片岡

祥、Nguyen Thuy、崔準哲 

都市ごみの溶融スラグを原料と

する機能性材料の製造技術開発 

グリーンエネル

ギー 

2017/12/1

2 

 

17 産業技術総合研究所 

五十嵐正安、深谷訓久、

中島裕美子、佐藤靖、別

部輝生、浅川真澄、佐藤

一彦 

ケイ素で拓く未来社会へ nano tech 2018 2018/2/14 

 

２０１８年度 

番

号 
所属 タイトル 掲載誌名 

発表 

年月日 

1 産業技術総合研究所 

松本和弘、渕瀬啓太 

シリコーンをきちんと作る 化学と教育, 
2018, 66(9), 
440 

2018/09/0

1 

2 産業技術総合研究所 砂から頑丈な高機能材料 石油

代替の可能性 

日経産業新聞 2018/12/0

4 

 

２０１９年度 

番

号 
所属 タイトル 掲載誌名 

発表 

年月日 

1 関西大学、新エネルギー・

産業技術総合開発機構 

酸化鉄ナノ粒子触媒開発 有機

ケイ素材製造向け 

日刊産業新聞 2019/04/1

6 

 

 

（c）その他 

 

【受賞】 

1) Poster Prize at 18th International Symposium on Silicon Chemistry in Conjunction 

with 6th Asian Silicon Symposium, 渕瀨 啓太、五十嵐 正安、佐藤 一彦、島田 茂、2017 年 8 

月 

2) Poster Prize at 18th International Symposium on Silicon Chemistry in Conjunction 

with 6th Asian Silicon Symposium, 五十嵐 正安、松本 朋浩、八木橋 不二夫、佐藤 一彦、島
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田 茂、2017 年 8 月 

3) ケイ素化学協会奨励賞、松本和弘、2018 年 10 月 27 日 

4) 有機合成化学協会研究企画賞（日産化学工業 研究企画賞）、永縄友規、2019 年 2 月 14

日 


